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　本稿は，世界の7つの国と地域（イギリス，フランス，ドイツ，イタリア，韓国，台湾，アメリカ）
の公共放送について，サービス/企業統治/財源調達について現状把握と制度保障のありかたとい
う観点で調査を行い，部内報告書としてまとめたものである。
　どの国でも技術開発によって地上放送から衛星・ケーブル・IP網といった伝送路の多様化とテ
レビの多チャンネル化が進んでいる。ここ5年というスパーンで見ると，公共放送に最もインパク
トを与えたことは，テレビ放送と同等の画質による動画配信がインターネット上で可能になり，ま
たiPadやスマートフォンが代表するパーソナルで可搬型のデジタル機器が急速に普及しているこ
とである。こうしたメディア環境の変化に対し，調査対象としたすべての公共放送が，インターネッ
ト上で放送後7日間，見たい番組を視聴できる“見逃しサービス”という新サービスを行っている。
また，公共放送が国内のテレビ市場で大きな地位を占めるヨーロッパでは，そうした先進的なデジ
タルサービスが公共放送の本来業務であることを制度上正式に認める一方，イギリスやドイツでは，
新たなサービスが公共的な価値を生み出すものであるかどうかについて，監督機関による事前審査
が行われるようになっている。
　一方，世界的な経済不況や政権交代，テレビ番組の受信機の多様化など様々な変数が作用するな
かで，公共放送の主要財源である受信料制度をめぐる議論が起きている。ドイツでは，他の国に先
駆け現行の受信料制度を見直し，受信料の持つ「社会的負担金」という性格を再確認し，テレビ受
信機所有の有無ではなく世帯一律の徴収という変更を行うことが決定した。また，不況や財政圧縮
を迫られる各国では，公共放送をふくめメディア経営の財源規模の縮小という現象が見られている。
公共放送は，民主主義社会の健全な発展に貢献するために，これまで同様の任務を担っていくこと
ができるのか，また担うならばどのような財源調達方法が可能なのか，新たな課題に直面している。
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はじめに
本稿は，世界7つの公共放送について，サー

ビス/企業統治/財源調達を中心に現状把握と

法制度のあり方という観点で行った調査の部内

報告書である。調査対象とした公共放送とは，

イギリス/BBC，フランス/フランステレビジョン，

ドイツ/ARDとZDF，イタリア/RAI，韓国/

KBS，台湾/公共テレビと公共放送グループ，ア

メリカ/PBS（テレビ）とNPR（ラジオ）である。

世界は放送・メディアの転換期にある。どの

国でも技術開発によって地上放送から衛星・

ケーブル・IP網といった伝送路の多様化とテレ

ビの多チャンネル化が進んでいる。ここ5年と

いう期間に限定してみると，放送はアナログか

らデジタルへ移行の過程にあり，ドイツ，フラン

ス，アメリカの3カ国ではすでにデジタル移行が

完了した。またテレビ放送と同等の画質による

動画配信がインターネット上で可能になり，テレ

ビ番組が多様な方法で視聴されている。また，

iPadやスマートフォンが代表するパーソナルで可

搬型のデジタル機器が急速に普及し，人々の間

でソーシャル・ネットワーキング・サービスが興

隆して，送り手・受け手の双方にとってメディア

の“変動・転換期”にある。こうした技術革新

がもたらす変化に公共放送がどう対応し，その

サービスと財源がどのように変化しているのか，

という問題意識から調査を開始した。

「世界の公共放送」という研究テーマは，放送

文化研究所が長い間継続的に取り組んできた

テーマである。1978年には“公共放送研究グルー

プ”が発足し，1986年まで所内の共同研究という

枠組みで公共放送研究が行われた。第1期の研

究成果として1979年に発刊された年報24には，

「海外の公共放送の現状と課題」が掲載され，英・

仏・独・米の公共放送が取り上げられた。1970

年代のヨーロッパでは，商業放送の導入によって

公共放送の独占に終止符が打たれ，イギリスでは，

新たに第4チャンネルを開設するために放送の将

来像を議論していた。第1期の研究では，これを

放送制度の“過渡期”ととらえ，揺らぐ欧米の公

共放送について論じている。その後も，グローバ

ル化やデジタル化という時代の節目をとらえ，各国

の公共放送の現状と課題に関して，その国ならで

はの独自の視点による個別論文として報告が行

われてきた。が，今回の報告書は，これまでのよ

うな体裁を取らず，現状と制度を横並びにながめ

比較検討できるようにするため，公共放送の成り

立ち，サービス，制度，財源/受信料制度といっ

た同一の項目に沿って記述した。そして，各国編

の冒頭には，公共放送が現在直面する課題や公

共放送制度そのものに内在する問題について，調

査を進めるなかで担当者が抱いた考えや評価を

荒削りながらそのまま提示した。また，欧米の公

共放送だけでなく，1973年に国営放送から公共

放送に改組された韓国KBSと党・軍のメディア支

配からの脱却，政治の自由化という背景から

1998年に新設された台湾の公共テレビとその後

拡大した公共放送グループといったアジアの公共

放送を調査対象に加えている。

社会・文化・政治体制といった国情がそれぞ

れ異なるという認識は自明のこととはいえ，公

共放送のサービスや公共放送規制，財源調達

方法といったいくつかの枠組みを設けてみれ

ば，公共放送のありようの差異と共通性が鮮明

に浮き出るのではないかと考えた。しかし，調

査結果から各国の公共放送を同一の項目でくく

ろうとしても，一筋縄ではいかないことをあらた

めて認識させられた。つまり，たとえ公共放送

の目的に共通性を見いだせたとしても，サービ
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スの範囲と任務には固有なものがあり，公共放

送規制も一律ではない。また，運営財源をとり

あげてみると，受信料制度がある国はイギリス・

フランス・ドイツ・イタリア・韓国の5カ国だが，

イギリスを除いた4カ国には広告放送という商

業財源もあり，イタリアと韓国の広告依存度は

高い。イタリアは全収入の34%を占め，韓国は

2009年までの5年間の平均で43.9%となり，

広告放送収入が受信料収入を上回っている。

こうした事情はあるが，詳細は各論に任せ，

ここではデジタル技術革新がもたらした公共放

送のサービスと財源調達の変化について，大づ

かみの傾向に触れておく。

放送と通信の融合時代への変化

公共放送のサービス
表1は，公共放送のテレビとインターネットの

サービスについて，一覧表にした。テレビ・チャ

ンネルについては，フランスを除きヨーロッパの

公共放送がデジタル化によって顕著な多チャン

ネル化を達成している。一方，インターネットの

利用については，どの国もみな“見逃しサービ

ス”と呼ばれるテレビ番組のVOD（ビデオオン

デマンド）サービスを行っている。その形態は，

放送後7日間見たい番組を視聴できるサービス

が標準になっているが，ドイツのARDの場合，

ドキュメンタリーは1年間，ドラマは3カ月，夜

8時のメインニュースは期限なし，などコンテン

ツによって利用可能な期間を柔軟に対応してい

る。また，子ども番組や芸術，時事問題など

商業ベースでは採算の取りにくい内容に特化し

ているアメリカのPBSは，放送番組の時刻表を

用いず，番組タイトルから見たい番組を過去数

年に遡って選択することができる。

融合法制と公共放送の業務範囲
このように公共放送による放送からインター

ネットへの展開が可能だったのは，放送と通信

のインフラの融合に対応する“融合法”が成立し

ているからであり，公共放送の本来業務の範囲

についてインターネットを利用したサービスも含

めるという法改正が行われたからである。融合

法は，放送と電気通信分野の技術革新を背景

に，この分野での経済発展を支援することや，

新たに登場したインターネットというメディアの制

度上の位置づけを明らかにすることを主要な目

的としている。表2では，調査対象の7つの国

と地域について，融合法制と公共放送が見逃し

サービスのようなVODサービスを行う法的な裏

づけとなる規律を一覧表にした。

融合対応についても各国によってアプローチ

が異なる。アメリカは，そもそも電気通信と放

送に関する規律を「1934年通信法」に統合して

おり，1996年改正では電気通信，放送，ケー

ブルテレビ等の市場における競争を促進する目

的で，電話会社とケーブルテレビの相互参入を

認めるなど規制緩和を行う一方，映像配信サー

ビス上のコンテンツの規制も同時に加えている。

台湾で「融合法」に該当するものはないが，

表1　公共放送のデジタルサービス
テレビチャンネル ネットによる見逃しサービス

イギリス 11（2） iPlayer（無料）

フランス 5（4）
Pluzz.fr（無料），Francetvod.
fr（有料），ftvinfo（テレビニュー
ス番組専門，無料）

ド イ ツ 14（8） ARDメディアテーク（無料），
ZDFメディアテーク（無料）

イタリア 13（3） Rai Replay（無料）

韓　　国 2（2） タシボギ・サービス（無料）

台　　湾
（公共テレビ） 4（1） PTSVOD（無料）

アメリカ 1（1） PBSVIDEO（無料）

（　）内は，アナログチャンネル数
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2006年に放送と通信分野を一元的に規制する

NCC（国家通信委員会）が設置されている。ま

た，ドイツでは憲法によって電気通信の所管は

連邦で，放送の内容規律は州の所管となってい

る。インターネットについては，電気通信と放送

の中間サービスと位置づけている。一方，イギ

リスは「電子コミュニケーションネットワーク」，

フランスは「公共コミュニケーション」という概念

をそれぞれ新たに導入し，テレビ番組を含めた

情報の伝送路を一本化している。韓国では，

「放送」の定義は「放送番組を電気通信設備を

用いて公衆に送信すること」と定義し，無線・

有線による区別を解消している。いずれにしろ，

各国において融合法制は1990年代後半から約

10年の間に整備されたといえる。

こうした融合法制のもとで，公共放送が本来

業務としてテレビあるいはラジオ番組をインター

ネット上でも送信できるようにする法改正が，ヨー

ロッパでは行われている。イギリスのBBCは，

10年ごとに更新される特許状（議会法とは異な

るが放送法に相当）と政府と結ぶ協定書によっ

て規律されているが，現行特許状で「現行のラ

ジオ，テレビ，オンラインのみならず，今後生じる

技術や手段も包括的に利用できる」と保障され，

協定書ではインターネットを利用したサービス（オ

ンラインサービス）もテレビやラジオと並ぶ国内公

共サービスと初めて正式に規定されている。ま

た，協定書では見逃しサービスをはじめ新たに

追加されるサービスや既存サービスの大幅な変

更については，内部監督機関であるBBCトラス

トが事前検証を行い，サービスの認可を行うとい

う仕組みが規定された。フランスのフランステレ

ビジョンについては，2007年改正放送法でイン

ターネットによる番組送信を認められていたが，

2009年改正放送法によって，見逃しサービスの

ようなVODも可能となる一方，デジタル技術の

発展に対応し，すべての人がフランステレビジョ

ンの番組にアクセスできるようにする「ユニバーサ

ル・アクセス義務」も規定されている。イタリアの

RAIは，2005年放送統一法典を基に政府と結

ぶ事業契約書によって2007年以後初めて「マル

チメディア提供の義務」が追加された。これらの

公共放送は「放送法」と政府と結ぶ「業務委託

契約」とで規律されているのに対し，ドイツの

ARD/ZDFは放送法にあたる州間放送協定のみ

で規律されている。その協定では，1997年に公

共放送のインターネットの利用と任務を初めて規

定し，その後2003年の改正を経て，2008年に

大改正が行われた。2008年改正法は，インター

ネットによるサービスをラジオとテレビと同じ基本

任務と初めて規定する一方，インターネット・サー

ビスの内容を詳細に規定するとともに内部監督

機関である管理評議会による事前審査が導入さ

れている。

表2　融合法制と公共放送
融合法制（2011年現在） 公共放送の規律

イギリス 2003年放送通信法 特許状（2007年～2016
年），政府と結ぶ協定書

フランス 2007年改正放送法
2009年改正放送法，業
務運営規則，政府と結
ぶ目標手段契約

ド イ ツ

1997年：連邦マルチ
メディア法，メディア
サービス州間協定
2006年：連邦テレメ
ディア法， 放送とテレ
メディアについての州
間協定 

2008年
改正放送州間協定

イタリア
2005年放送統一法典

（視聴覚メディアサービ
ス統一法典へ名称変更）

2005年放送統一法典，
政府と結ぶ事業契約書

韓　　国 2007年IPTV法，
2008年改正放送法 2008年改正放送法

台　　湾 ― 1997年公共テレビ法

アメリカ 1934年通信法，1996
年電気通信法 1967年公共放送法
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受信料制度
すでに述べたように，調査対象の7つの国と

地域の公共放送のなかで，5カ国が「受信料制

度」を採用している。受信料制度とは，放送受

信機の所有・設置を基に徴収されるもので，ヨー

ロッパにおいて受信料は税金や負担金といった

“公租”の1つとされている。この受信料制度に

ついて完全デジタル移行したドイツは，制度変

更に着手した。ドイツには，ラジオ，テレビ，

パソコンなどの新型受信機の3種類の受信料が

あり，受信機の設置については登録義務があ

る。調査によると，ベルリンやフランクフルトな

ど大都市での未登録率は21.5%から23.1%に

上り，一般的に都市部の若者の間で未登録者

が増加しているほか，テレビやラジオ番組の受

信機が多様化・多機能化していることから受信

機所有の特定が困難となっている。その結果徴

収不足と負担の不公平さの拡大が懸念されてい

た。そこで2010年改正法により，2013年1月

から受信料を「放送負担金」という名称で受信

料体系を一本化し，受信機所有にかかわらず世

帯単位で徴収する制度に変更することを制定し

た。こうしたドイツの取り組みは，受信料制度

を運用する国の多くで関心を集めている。

政治・経済変動と公共放送財源
しかし，制度改革以前の問題として，ヨーロッ

パ諸国では政治体制の変更や地球規模の不況

の影響から公共放送財源の縮減，サービスの

縮小という問題が起きている。調査対象となっ

たBBC，フランステレビジョン，RAIの受信料

制度は，受信料額の決定やその配分が時の政

府の権限にある。こうした政府の権限は制度上

の“たてまえ”的なもので，現実はそうではない

と考える傾向があった。しかし，イギリスでは，

2010年の総選挙で13年間続いた労働党政府

が倒れ，保守・自民連立政府に移行した。現

政府は，国の歳出削減と国民の公的負担金の

抑制という目的で，2016年度までの受信料額

の据え置きを決め，これまで政府交付金で賄っ

てきた国際放送やウェールズ語サービスなどに

も受信料収入を割り当てることも決定した。こ

のため，BBCは歴史上初めて実質的な収入減

となり，サービスの見直しや効率化に着手して

いる。一方フランスでは，サルコジ大統領がフ

ランステレビジョンの財源の1つであった広告放

送の全廃と新税の導入による財政補てんを計

画した。しかし，フランス政府はギリシャ支援

のための厳しい緊縮財政を迫られており，フラ

ンステレビジョンの財源保障にまで手が回らず，

広告放送の廃止を見送っている。

こうした状況はオランダやポルトガル，スペイ

ン等でも起きており，欧州議会は，2010年11

月に「EU加盟国の一部の公共放送は，その政

治的独立や存続，財政基盤を脅かす大きな問

題に直面している」という決議を採択し，表現

の自由，放送の多様性や多元性，質の向上を

保障してきた欧州における“放送の二元体制の

危機”であると，警鐘を鳴らしている。

日本においてもデジタル移行が完了し，公共

放送NHKを含め新しい時代の放送・メディアの

ありようを検討する時期に差し掛かっている。

この報告は，そのための基礎資料であり，各

公共放送の現在の姿をとらえたものである。そ

して今回の作業は，放送・メディアの将来像を

めぐる研究の最初の一歩であると考え，調査研

究を継続していこうと考えている。

（中村 美子）
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Ⅰ−1 要点

イギリスの二大政党制は，これまで放送政

策にもその違いが表れている。単純化してみ

ると，公共サービス拡大・保護の労働党と，

公共サービス縮小・自由化の保守党という方

針に色分けされる。したがって，BBCは，

保守党政府の時代において受信許可料財源の

維持を含め，厳しい環境にさらされてきた。

前回の特許状更新は労働党政府の下で行わ

れ，政府は2005年の3月に放送緑書「強力な

BBC，政府から独立したBBC」を発表した。

このタイトルが象徴するように，当時の政府

は，BBCの将来像について，使命を果たす

ために必要な財源を保障し，BBCが政府か

ら独立している存在であることをはっきりと

宣言した。しかし，その後，労働党政府内に

微妙な変化が起き始めた。政府は，地上デジ

タル放送移行を円滑に遂行するために，その

ために必要な支援策の費用を受信許可料に上

積みし，BBCにデジタル移行支援の担い手

となることを義務づけた。またこの費用は，

支援策限定資金であり，それ以外の目的で使

用してはならないとし，この費用の投入を前

提に，商業テレビITVで賄いきれなくなっ

たローカルニュースを維持するための新たな

ローカルメディア構想を立ち上げた。

この構想は，2010年5月の政権交代後も，

保守/自民連立政府に引き継がれ，現政府は

こればかりでなく，受信許可料額の凍結を決

めるとともに，ブロードバンドのユニバーサ

ル・アクセス確保のための事業や，これまで

政府資金で運営されてきた国際放送BBC 

World Serviceおよびウェールズ語のメディ

アサービスであるS4Cの資金も受信許可料

で賄うことを決めた。

イギリス以外の諸国では，テレビとラジオ

が別個の公共放送によって行われる国もあ

り，また，総合的な公共放送チャンネルを提

供する事業体が国内に複数存在するなど，そ

もそも必ずしも一事業者に公共サービスとし

てのすべての放送事業が委ねられているわけ

ではない。それらの運営資金は受信許可料や

それに相当する租税が割り当られており，

BBCのように受信許可料を単一の事業者が

独占する事例の方が稀といってもいいかもし

れない。しかし，完全デジタル移行が着実に

進行し，電波の希少性がますます意味を持た

なくなる世界が目前に迫ったこの時期に，受

信許可料をBBC以外の公共的なメディアや

サービスに利用するという変化は，単に

BBCの事業運営のみならず“公共放送システ

ム”に大きなインパクトを持つ。

一方，受信許可料を幅広い事業者が共有す

るという事態の問題性は，BBCのサービス

の幅や規模だけでなく，BBCの企業統治の

ありかたにも波及する可能性が高い。かつて，

サッチャー政府からBBCの将来像の検討を

イギリスの公共放送の制度と財源
中 村  美 子

Ⅰ
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付託されたピーコック委員会は1986年に，

BBCの有料サービス放送化が実現した際に

は，公共サービス放送審議会を設け，公共サー

ビスコンテンツを制作する幅広い事業者に公

的資金を割り当てる，というシステムを提案

した。この考えは，その後BBCの将来像に

関する議論のなかで，何度もよみがえってき

ている。しかし，BBCの監督機関である

BBCトラストの初代会長を務めたバーンズ

卿の言葉を引用すれば，トラストの第1の役

割は「BBCの独立を守ること」である。バー

ンズ卿は，国民のBBCに対する信頼はBBC

の独立性にかかっており，BBCが公共的機

能を遂行するために不可欠である，と述べて

いる。BBCが公共的機能を果たすことは，

資金をどのように使用するかということと密

接に関連している。かりに，公共サービス放

送審議会のような外部機関が，BBCの事業

と資金計画の監督も行うようになった場合，

どのような方法でBBCの独立を守る仕組み

を講じることができるのだろうか。受信許可

料が何に使われるのか，誰のものか，という

問題の奥底には，公共放送制度にとって根源

的な問題が潜んでいるといえるだろう。

Ⅰ−2 公共放送の成り立ち

BBCは，1922年に民間企業のBBC（British 

Broadcasting Company， 以 下BBCカ ン パ

ニー）としてラジオ放送を開始した。そして

BBCカンパニーの放送免許の有効期限満了

を控えた1925年に設置された放送調査委員

会（クロフォード委員会）の議論を経て，

1927年 に 公 共 企 業 体 のBBC（British 

Broadcasting Corporation，以下BBC）に改

組された。BBCは，特許状および政府と結

ぶ協定書で運営される公共事業体であるこ

と，財源を受信許可料とすること，という運

営上制度上の枠組みが決まった。ほぼ10年

ごとに行われる特許状更新の機会をとらえ，

BBCのありかたについて議論が繰り返され

てきたが，80年以上たった現在まで，この

枠組みは継続されている。

BBCはその後技術の発展とともに，ラジ

オ，テレビ，オンラインとサービスの範囲と

規模を拡大してきたが，BBCの放送独占状

況は他のヨーロッパ諸国と比べ早期に解消さ

れたといえる。現在の商業テレビの最大手

ITV（免許上はチャンネル3）が 1954年には

早くも開設が決まり，その後BBCとの視聴

率競争を展開した。しかし，当時のITVは，

民間企業の運営ではなく，BBCと同じ公共

事業体のITA（Independent Television 

Authority）によるものだった。ITAが地上

テレビ放送免許を持ち，地域ごとに番組制作

会社を指名し，全国放送を行うという仕組み

で地上テレビ放送が提供された1）。商業テレ

ビの導入には，経済界からの要望や保守党に

よる自由市場経済主義の志向ばかりでなく，

BBCのエリート主義と官僚的慣行に対する

批判もあった。一方，労働党はアメリカ型の

商業テレビの導入は“低俗化や粗雑化の文化

をもたらす”と批判の声をあげていた。国会

議員の中には，アメリカで女王の戴冠式の放

送中に，塗油式が行われるのに先立って，消

臭芳香剤の広告がながされたことを知り，「も

し商業システムがイギリスで始まれば，王室

視察の放送が，女王御用達の家具やカーペッ

トをほめそやす広告で中断されるかもしれな

い」と示唆したという2）。受信許可料と広告
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放送という全く異なる財源を持った公共事業

体による放送サービスの提供という形態は，

保守党と労働党の放送政策をめぐる論争の産

物という見方もできる。その後，1982年に

放送を開始したチャンネル4も，様々な主張

はあったものの，公共法人のチャンネル4テ

レビジョン協会の下で運営されることとなっ

た。

しかし，サッチャー保守党政府による規制

緩和策の導入を境に，イギリスの放送も徐々

に制度規制を弱め，自由化の方向に動いてい

る。1990年放送法によってIBAは解体され，

商業テレビの独立規制機関としてITC

（Independent Television Commission），商業

ラ ジ オ の 独 立 規 制 機 関 のRA（Radio 

Authority）が設立される一方，ITVは完全に

民営化された。また，イギリスでは，地上テ

レビ放送は国民すべてが受信できる全国放送

でなければならない，という原則で運営され

てきた。しかし，この原則に反し，全国ネッ

トワークの周波数帯を確保できないチャンネ

ル5の導入もこのときに正式に決まり，1997

年に放送を開始した3）。その後もサッチャー

政府が採用した規制緩和政策による放送改革

の流れは変わっておらず，外資規制の撤廃に

よる積極的な資本の誘導や放送・通信免許制

度の簡素化などのメディア政策によって，テ

レビの世界は多チャンネル・マルチプラット

フォームへと変化している。

こうした自由化の流れがメディアをいっそ

う市場化するなかで，アナログ放送時代から

行われている地上テレビ放送は，法律上公共

サービステレビと定義されている。そして，

受信許可料を財源とした公共法人による

BBC，広告放送を財源とするが公共法人の

形態を取るチャンネル4，広告放送を財源と

し株式会社のITVとチャンネル5という多様

な事業形態で公共サービステレビが運営され

ている。このほか，政府交付金によるウェー

ルズ語の専門チャンネルS4Cと，スコット

ランド議会が運営資金を拠出するゲール語専

門のMG Albaがある。この稿では，受信許

可料を財源とした唯一の公共サービステレビ

であるBBCをとりあげる。

Ⅰ−3 公共放送のサービス

3-1　BBCのテレビとラジオサービス
BBCは，NHKと同様に単一の公共放送事

業体として，全国ネットワークのテレビとラ

ジオサービスを行っている。アナログ放送か

らデジタル放送への移行に伴い，テレビチャ

ンネル数は2から10に，ラジオチャンネル

は5から10に増加した。BBCはSDからHD

制作への転換を進めており，HD制作した番

組を集めたBBC HDを2007年12月から衛星

デジタル放送で放送を開始し，HD化が完了

し たBBC ONEのHDバ ー ジ ョ ン のBBC 

ONE HDを2010年11月から開始した。

また，地上デジタル放送のFreeviewおよ

び衛星デジタル放送のfreesatあるいはSky 

Digitalのプラットフォームでは，BBCのテ

レビとラジオのすべてのチャンネルが提供さ

れている。一方，ケーブルテレビおよび

IPTVではすべてのテレビチャンネルが提供

されている。

また，2011年の第125回ウィンブルドン

テニス大会の放送では，初めて3D中継を

行った。
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BBCのテレビチャンネル

BBC ONE（総合編成）

BBC TWO（総合編成）

CBBC（子ども向け）

CBeebies（就学前児童向け）

BBC THREE（若者向け）

BBC FOUR（文化，芸術）

BBC NEWS（24時間ニュース）

BBC PARLIAMENT（議会中継専門）

BBC Alba（ゲール語専門）

BBC Red Button（テレビ双方向）

   

BBC HD，BBC ONE HD

   

BBCのラジオチャンネル

全国放送

BBC Radio 1（ロック音楽）

BBC 1Xtra（ソウル，ラップ，R&Bなどの

音楽）

BBC Radio 2（ポピュラー音楽）

BBC Radio 3（クラシック音楽）

BBC Radio 4（スピーチ，ドラマ）

BBC Radio 4 Extra4）（娯楽）

BBC Radio 5（ニュース，スポーツ）

BBC Radio 5 Live Sports Extra（ライブ

スポーツ）

BBC 6 Music（ポピュラー音楽と芸術番組）

BBC Asian Network（アジア系イギリス人

向け）

なお，海外向けのBBC World Service（英

語）を国内向けに放送

地域放送

スコットランド：�BBC Radio Scotland，

BBC Radio nan Gaidheal

北アイルランド：�BBC Rad io  Uls ter，

BBC Radio Foyle

ウェールズ：�BBC Radio Wales，BBC 

Cymru Wales

ローカル

イングランド　40， スコットランド　6，

ウェールズ　5，北アイルランド　1

BBCの国際放送

BBC World Service

英語を含め28言語でラジオとオンライン

サービスを実施。アラビア語とペルシア語の

テレビサービスも実施している。運営資金は

政府交付金（外務省が所管）であるが，2014

年度以後は受信許可料収入から割り当てるこ

とが決まっている。

BBC World

1992年に放送を開始した英語による映像

国際放送。商業サービス部門に位置づけられ，

広告放送と視聴契約収入（有料放送）で運営

されている。

   

3-2　インターネットと見逃しサービス

3-2-1. サービスの概要
BBCは公共放送事業者によるインター

ネット・サービスの先駆者といえるだろう。

地上デジタル放送の開始に向け，デジタル・

ビジョンを立案するなかで，インターネット

をラジオ，テレビに次ぐ“第3のメディア” 

と位置づけている。そして，1997年末に既

存の10種類のホームページをBBC ONLINE

に統一し，本格的なサービスへと転換させた。

なかでも，BBC NEWS ONLINEは，時間
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に縛られない「いつでもニュース」を視聴者

に提供するサービスとして重点的に強化した

分野である。

2009年度の年次報告書によると，BBCの

オンラインサービスの週間平均接触者数は

2,700万ユニーク・ブラウザーとなり，過去

2年間で約8倍も増加している。

見逃しサービス：BBC iPlayer

BBCは2007年12月のクリスマスに “見逃

しサービス”のBBC iPlayerを開始した。

BBCはこれに先行し2002年から，ラジオ番

組についてインターネット経由のオンデマン

ドサービスを行っており，BBC iPlayerは，

このサービスをテレビ番組に拡大したものと

いえる。

BBC iPlayerのサービスは，放送と同時の

サイマル・ストリーミングと放送後7日間の

見逃しサービスの2つで構成されている。テ

レビ番組の対象範囲は基本的に全番組である

が，NHKの『 お は よ う 日 本 』に あ た る

“Breakfast News”や定時ニュース番組など

は除外，あるいは提供期間が24時間に限定

されている。また，iPlayerは，PC，ゲーム

機，タブレット型PC，携帯端末，ケーブル

テレビなど多様なプラットフォームや受信機

器で利用することができる。

英国内に居住する人なら誰でも無料で利用

できるサービスである。言いかえると，

iPlayerのサイト上で会員登録の動作も要求

されない。この利便さゆえか，iPlayerの利

用者数は年々増加し，2011年5月のラジオ

とテレビの月間リクエスト数は1億5,900万

回を記録した。

   

3-2-2. インターネット・サービスの法的根拠
インターネットを利用したサービスはイギ

リスでは「オンラインサービス」と呼ばれて

いる。BBCのオンラインサービスは，BBC

の存立を定めた特許状によって，BBCの公

共的目的を促進する提供手段であることが明

記される一方5），政府と結ぶ協定書によって，

オンラインサービスは，テレビやラジオと並

ぶ国内公共サービス（UK Public Service）で

あると規定されている6）。また，協定書は，「国

内公共サービスやコンテンツ，視聴覚障害者

サービスなどを受信するいかなる者にも，直

接，間接に料金を課してはならない」と定め

ている7）。したがって，BBCのオンライン

サービスは受信許可料の範囲内のサービスで

あり，利用に際し追加の料金は要求されない。

前述したように，BBCは1997年からオン

ラインサービスを行っている。当時の法律の

枠組みでは（特許状：有効期間1997年〜

2006年），オンラインサービスは時の担当大

臣の事前の承認を条件に提供することができ

る「付随サービス」と位置づけられ，これが

オンラインサービスを行う法的根拠であると

された。しかし，オンラインサービスは上記

のように現行の法制度によって，名実ともに

受信許可料で提供する公共サービス業務と規

定されたといえる。

見逃しサービスのBBC iPlayerはオンラ

インサービスの一部ではあるが，極めて新し

い種類のサービスであるため，BBCの監督

機関であるBBCトラストが，「公共的価値の

審査」を行い，2007年4月に正式に本来業務

として提供される公共サービスとして承認を

与えた。この公共的価値の審査は，2007年

の現行特許状の発効をもって導入された新し
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いシステムである。これは，トラスト事務局

が視聴者/消費者の意向をはかる「公共的価

値の評価調査」と，独立規制機関のOfcom

（Office of Communications）が行うメディア

の「市場影響評価」の2つの調査で構成され，

BBCトラストがこれらの結果を基にサービ

スの可否について最終判断を下すものであ

る。BBC iPlayerは，公共的価値の審査の第

1号に当たる。

Ⅰ−4 公共放送制度の現状

4-1　BBC存立の法的根拠
BBCは国会で制定される放送法ではなく，

時の政府の上奏に基づき国王が下賜する特許

状と，BBCと政府との間で締結する協定書

に基づき運営されている。現行特許状は，

2007年1月に発効したが，特許状更新の議

論に基づき，受信許可料を支払う視聴者やメ

ディア産業界への説明責任を強化し，公開性

/透明性を高める目的で内容が大きく変化し

ている。

また，両文書は，BBCの政府からの独立

を保障する重要な文書でもある。特許状第6

条で「BBCは，アウトプットの内容，それが

提供される時間および供給方法に関するすべ

ての事項ならびに業務管理において独立して

いる」とし，協定書では第4条で「本協定書の

当事者は，特許状第6条に記されたBBCの

独立性に対する公約を確認する」としている。

   

特許状（Royal Charter）

特許状は，BBCの存続期間（通常10年間

で，現行特許状期間は2007年1月1日から

2016年12月31日），目的，業務範囲，企業

統治（BBCトラストと執行役員会の設置と役

割など），年次報告書の作成など基本規則を

定めている。

2007年に発効した現行特許状は，それま

でのものと異なる点が2つある。第1に，

BBCの行動規範ともいえる「公共的目的」を

新たに規定した点であり，公共的目的の促進

がBBCの主な目的であると定めている。

BBCの公共的目的

1　市民性と市民社会を維持する

2　教育と学習を促進する

3　創造性と文化的卓越性を促進する

4　全国，各地域，地方を代表する

5　イギリスと世界をつなげる

6　�新しい放送通信技術およびサービスの

恩恵を国民にもたらす手助けとなり，

デジタルテレビへの移行を達成する上

で先導的な役割を果たす

第2の点は，BBCの企業統治構造を明確

にした点である。これまでの統治システムは，

BBCの最高意思決定機関としての経営委員

会の設置を定めていた。しかし，現行特許状

では，監督と執行という2つの役割を明確に

分離した企業統治を行うため，BBCトラス

トと執行役員会を設置している。

協定書

協定書は，政府との間に締結されるもので，

特許状を補完するものである。協定書は特許

状の規定に沿って，より詳細に業務が規定さ

れ，BBCの財源調達方法や法律上の義務を

定めている。

現行協定書の締結に当たっては，とりわけ，

説明責任の強化策として，BBCが行う現行
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サービス（テレビやラジオ，オンライン）の

それぞれの業務に関する説明を記すととも

に，監督機関であるBBCトラストによる各

サービス免許の発行，新サービスや現行サー

ビスの大幅な変更を行う場合の「公共的価値

の審査」の導入が規定された。また，現行特

許状期間とイギリスが地上デジタル放送への

完全移行期とが重なるため，国民のデジタル

移行を支援するためのBBCの任務も規定し

ている。

協定書は，特許状有効期間中に新たに発生

する法的義務などを定めるために修正するこ

とが可能で，実際，2006年6月に結ばれた

協定書以後，2回の修正が行われている。ま

ず，2010年3月にEUの視聴覚メディアサー

ビス指令を国内法制化するための改正が行わ

れた。また後述するように，これまで政府交

付金で賄われていた国際放送のBBC World 

Serviceの運営費を受信許可料で賄うことに

なり，2011年2月にこのことを規定するた

めの改正が行われた。なお，これまで，協定

書の締結有効期間は特許状と同じ期間である

ことが明記されていたが，現行協定書にはそ

の記述はない。

4-2　BBCの企業統治
BBCの企業統治システムは現行特許状を

境に大きく変更された。これまでのBBC経

営委員会による企業統治から，監督機能を担

うBBCトラストと執行機能を担う執行役員

会による「ツーボード」システムへの変更で

ある（図1）。この背景には，サービスが拡大

するBBCに対するメディア産業界の反発，

毎年値上げされる受信許可料を支払う国民に

納得できる説明を求める声，さらにイラク戦

争報道をめぐるギリガン事件における経営委

員会の対応への批判があった。とりわけ，ギ

リガン事件は，記者による「政府が情報を誇

張し，国民を戦争に導いた」という告発とそ

の後の政府との確執において，経営委員会が

客観的な検証をせず，BBC報道の擁護に終

始したことが批判を招いた8）。

   

4-2-1. 機能と役割
それぞれの役割を簡潔にまとめると，監督

機関であるBBCトラストは，BBCの全体的

な戦略の方向性を定め，執行役員会の活動を

総合的に監督する。そして，BBCトラスト

は受信許可料支払い者の利益，公共の利益の

守護者であり，BBCの最高意思決定機関で

あると同時に，最終的な責任者で

ある。一方，執行役員会は，BBC

トラストが定めた優先順位に沿っ

たサービスの提供および業務運営

管理に責任を負うとされている。

経営委員会からBBCトラストへ

移行してから丸4年が経過した。初

代のトラスト会長を務めたマイケ

ル・ライオンズ卿は，会長最後の

スピーチのなかで，「当時もいまも

図 1　BBCの統治システム（2011 年 7月現在）
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BBCの内外でトラストの役割を十分に理解

している人はいない」と語っている9）。ライ

オンズ前会長は，「トラストの役割は応援団

長であることでも，伝統的な意味での規制者

でもない。公共の利益を代表することである」

と述べ，それを行うためのトラストの機能と

役割を語っているので，それを引用しておく。

   
◦基本的に，トラストは規制の機能を持ち合

わせる監督機関である。正確さと不偏不党

の確保を監督することが最も重要な任務で

あり，これはトラストの前身の経営委員会

と同じである。
◦トラストは経営委員会よりも執行部との距

離をはっきりととり，トラスト専従の専門

的なスタッフの支援を受けている。
◦トラストは，戦略と予算を承認する。執行

部はBBCの日常的な業務を管理し，会長

（Director in General）は執行責任者であり，

編集責任者である。会長はトラストととも

に，とりわけ編集権の独立を保護するため

にいる。
◦トラストは，経営委員会と全く異なる権限

を1つ持っている。それは，BBCの新しい

サービスを承認する権限で，これはそれま

で国務大臣にあった。
◦特許状は，これらの役割を定め，トラスト

がBBCを監督する上で公共の利益を代表

するという基本的な任務に集中することを

求めている。つまり，第1に，BBCの独立

を守ること。なぜなら，BBCが享受する

高いレベルの国民の信頼は独立性にかかっ

ており，BBCが公共的機能を遂行するた

めに不可欠だからである。一方，公共の利

益を代表するということは，お金の価値や

不偏不党性，独自性，全国の様々な人々に

これまでよりももっと奉仕することという

点で，トラストが執行部に課題を与え続け

るということを意味している。

   

4-2-2.メンバーと選出方法
BBCトラスト

BBCトラストの委員（英語ではTrustee）

は，政府が指名し，国王が任命する。選出に

あたっては，公募制が採られ，事務局は放送

を所管する文化メディアスポーツ省内におか

れた選考チームが担当する。また，イギリス

では高位の公職選考には，「ノーラン・ルール」

という原則が適用されており，BBCトラス

ト委員の選考においても公正さを保つことが

できるような仕組みが採られている。委員の

人数は会長および副会長を含め12人とされ

（特許状13条），委員の条件については各地

域の代表（イングランド，スコットランド，

ウェールズ，北アイルランド）を含むこと以

外特段の規定はない。委員の任期は5年で，

再任できるが，2期までとされている（特許

状15条）。

BBCトラストのメンバー（2011年7月現在）

会長：パットン卿（元香港総督，保守党，オッ

クスフォード大学総長）

副会長：ダイアン・コイル（元ジャーナリスト，

経済コンサルタント）

委員

リチャード・アイル（ジャーナリスト，元

BBC報道局副局長）

アンソニー・フライ（銀行家）

アリソン・ハースティングス（イングランド

地域代表，ジャーナリスト）
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ローザ・ジョンストン（北アイルランド代表，

ビジネスマン）

デビッド・リッジメント（ITV出身，プロダ

クション経営）

ビル・マシューズ（スコットランド代表，ス

コットランド政府機関歴任）

メムーダ・ミアン（弁護士）

エラン・クロス・スティーブンス（ウェール

ズ地域代表，大学教授）

執行役員会

執行役員会は，執行部門を持つ執行役員と

非執行役員とで構成され，その人数は執行役

員会が決定し，BBCトラストの承認を得る。

非執行役員はBBCの組織の外部から任命さ

れ，その専門性をいかしてBBCの業務執行

に「批判的友人」として貢献することが期待

されるもので，非執行役員の人数は4人以上

とされるが，執行役員総数の3分の1以上，

2分の1未満という条件がついている（特許

状28条）。

また執行役員会の会長はBBCトラストが

任命し，その他の役員は，指名委員会の提案

を受け，執行役員会によって任命される。

執行役員会のメンバー（2011年7月現在）

執行役員

マーク・トンプソン：会長

ヘレン・ボーデン：報道局長

ティム・デイヴィ：オーディオ＆音楽局長

ジョージ・アントウィスル：ビジョン局長

ザーリン・パーテル：財務局長

ラルフ・リベラ：未来メディア局長

キャロライン・トンプソン：事務総長

   

非執行役員

マルカス・アギウス：バークレー銀行会長

サイモン・バーク：公認会計士

ヴァル・グッディング：航空業界出身，ワー

ウィック・ビジネス・スクール顧問他

マイク・リンチ博士：技術業界出身

ロバート・ウェブ：裁判官，法曹界

   

4-3　政府，議会との関係
BBCの政府からの独立は制度上保障され

ているが，BBCと政府との関係をみると，

政府の権限は大きい。以下，その権限を列挙

する。
◦BBCの存続を検討し，特許状を更新する

ことができる。
◦BBCの監督機関であるBBCトラストの会

長を含め委員を指名し，罷免することがで

きる。
◦BBCの財源調達方法と，財源規模を決定

することができる。
◦BBCの年次事業報告書を提出させる。な

お，報告書を受けた政府が，議会に提出す

る。
◦国際放送BBC World Serviceの言語，目的，

優先事項等について承認を与える。

また，防衛および緊急発生時の取り決めと

して，政府発表の要請放送（放送に限らず，

その他の配信方法による）や政府が特定する

事項の放送禁止を指示することができる。い

ずれも協定書第81条に規定され，BBCは要

請に対し従うことが義務づけられている。ま

た，政府による放送の禁止やその取り消しに

ついて指示が出ていることを，BBCは公表

できると定められている。

以上のことから，BBCの存続そのものに
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時の政府が深く関わる制度でBBCは運営さ

れているといえる。しかし，現行特許状への

更新を機会に，政府の権限を縮小する試みも

なされた。これまで政府は，BBCの新たな

サービスの提案について，その可否を決定す

る権限を持っていた。たとえば，1997年に

BBCが始めたオンラインサービスは，当時

の放送を所管する文化メディアスポーツ相が

正式に承認を与えた。しかし，現行特許状へ

の変化のなかで，この権限は，BBCの内部

監督機関であるBBCトラストに移管された。

一方，BBCと議会との関係については，

議会が決定的な影響力を及ぼすような権限は

ない。NHKの場合，毎年の予算事業計画は

衆参両院の委員会で審議され，両院の承認を

得なければならないが，BBCはBBCトラス

トの承認で計画を実行することができる。近

年，下院に常設された文化メディアスポーツ

委員会で，BBCの年次業務報告について

BBCトラスト会長や執行役員会長が招集さ

れ，ヒアリングが行われるようになっている

が，法律上義務づけられているものではない。

また，2011年4月に行われたBBCトラスト

会長の任命にあたり，政府が指名した人物を

常任委員会で面接し，政府指名に同意を示し

たが，これも法律で定められたものではない。

   

4-4　外部規制機関との関係
放送通信分野の規制・監督機関として

Ofcom（Office of Communications）が設置さ

れている。Ofcomの任務と機能は次のように

整理され，2001年末にOfcom設立構想が明

らかにされた当時，スーパーレギュレーター

と称された。

1．��電波監理
　　　放送・通信用免許の付与，等
2．市場調査・放送事業者の業績モニター
3．公共サービス放送レビュー
4．コード（ガイドライン）の制定
5．紛争の裁定（苦情処理 ）
6．制裁
7．メディアリテラシーの促進

放送のデジタル化や放送と通信のシームレ

ス化に伴う放送通信法制の改正につれ，

BBCに対するOfcomの規制は，許認可から

監督まで，その幅は拡大している。

OfcomのBBC規制
◦地上デジタルテレビ放送用の多重周波数帯

（マルチプレックス）の運営免許の付与；

BBCはデジタルサービスを行うために，2

つのマルチプレックスの免許を持ってい

る。デジタル開始時にBBC ONEとBBC 

TWOの同時放送を行う免許を政府から直

接付与された。地上デジタル放送の有料

サービスを行ったITV Digital倒産後，

BBCはその後継免許を取得したが，それ

はOfcomから付与されたものである。
◦Ofcomが制定する放送ガイドラインを

BBC独自のガイドラインに反映させ，順

守させる。もし，ガイドラインに違反した

場合，OfcomはBBCに罰金を科すことが

できる。実際に，2007年に発覚した視聴

者電話参加番組における「やらせ」「だまし」

行為に対し，Ofcomから40万ポンドの罰金

を科せられた。
◦コンテンツ規制に関連しては，「正確さと

不偏不党」という基準の監督については，

例外的にOfcomではなくBBCトラストの
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専権事項である。
◦量的規制に該当する独立プロダクションへ

の制作委託比率（25％クォータ），国内地

域番組制作委託比率，視聴覚障害者向けア

クセスサービス規制などを順守させる。
◦国内の公共サービス放送の維持と発展のた

めの政策を政府に提言する「公共サービス

放送レビュー」の枠内で，BBCの存在価値

の評価を行い，BBCのありかたも提言す

る。
◦EU（欧州連合）加盟国が順守する「視聴覚

メディアサービス指令」の国内法制化に伴

う規制（欧州制作番組比率，広告放送，特

別指定行事，オンデマンドサービス等）に

ついて，BBCも規制する。

   

また，BBCトラストが行う「公共的価値の

審査」では，Ofcomは提案された新サービス

が市場に与える影響について評価を行う任務

を担っている。

こうしたBBCの監督のありかたについて，

上院の放送通信委員会は，「コンテンツ規制

の分野ではBBCトラストとOfcomによる規制

が重複している」と指摘し，コンテンツ規制

はすべてOfcomに任せることを提言した10）。

また，2011年4月に就任したBBCトラスト会

長のパットン卿も，BBCの新サービスやサー

ビス見直しの際には，Ofcomの協力をいっそ

う求めたい考えを示している11）。

Ⅰ−5 公共放送の財源規模

5-1　BBCの収入
BBCの財源は，受信許可料，政府交付金，

商業サービス収入の3つである。受信許可料

を財源とすることは，協定書第75条に次の

ように規定されている。

「国務大臣は，大蔵大臣の同意の下，BBC

に対し受信許可料収入の総額あるいはそれよ

りも少ない額を支払うことができる。」

また，同条では受信許可料収入を，商業サー

ビスや主として国外の利用者に向けたサービ

スに利用することを禁止し（協定書第75条2

項），BBCは国務大臣の事前の承認を得ずに，

BBCのテレビやラジオ，オンラインサービ

スの番組やコンテンツにスポンサー付きの素

材を入れてはいけないこと，またサービスの

対価としての金銭を受け取る有料サービスを

行うことを禁止している（協定書第76条）。

2010年度の年次報告書によると，BBCグ

ループの総事業収入は，49億9,300万ポンド

（約6,041億円/1ポンド＝121円）だった。そ

のうち，受信許可料収入は35億1,340万ポン

ド（約4,251億円）で，総収入に占める割合は

70％である。なお，75歳以上の支払い免除

による減収を政府が補塡しており，その総額

の5億7,940万ポンドが受信許可料収入に含

まれている。

このように受信許可料収入は，BBCを運

営する主要財源である。受信許可料は，イギ

リス国内のラジオ，テレビ，オンラインのサー

ビスに使用が限定されている。また，政府交

付金は，BBCの国際放送運営資金である。

しかし，後述する政府とBBCとの受信許可

料の取り決めの結果，2014年度から国際放

送の運営も受信許可料を原資とすることが決

定している。商業収入は，100%子会社の

BBCワールドワイド・ホールディング傘下

で行われる商業サービスによる収入である。
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2010年度の事業収入の内訳

受信許可料	 35億1,340万ポンド

政府交付金	  2億6,630万ポンド

商業サービス	10億9,040万ポンド

その他	  1億2,290万ポンド

総収入	 49億9,300万ポンド   

   

5-2　総収入の推移
BBCの過去10年の総収入は，受信許可料

の値上げによって右肩あがりに増加してい

る。受信許可料収入だけをとりあげると，

2001年度が25億330万ポンドに対し，2010

年度は35億1,340万ポンドとなり，増加率は

1.4倍である。

5-3　支出の内訳
ここでは，2010年度の事業報告書から，

受信許可料を財源とするBBCの国内公共

サービス（テレビ，ラジオ，オンラインサー

ビス）の支出についてとりあげることとする。

2010年度の事業支出は合計で35億9,580

万ポンドだった（約4,351億円）12）。テレビへ

の支出が総支出に占める割合は66%，ラジオ

が18%，オンラインが5%である。なお，受

信許可料徴収費用は3%だった（図2）。

5-4　BBCの直面する課題：受信許可料の
据え置きとBBCの効率化

5-4-1. 受信許可料額の凍結
受信許可料は1988年からは，小売物価指

数（RPI）に連動して毎年値上げされるよう

になった。その後，デジタル放送資金として

1997年度からはRPIと同率あるいはそれを

上回る率で値上げされてきた。しかし，

2008年秋のリーマンショック以後の景気後

退や，2010年5月の総選挙で勝利した保守

党/自由民主党連立政府による公共部門の歳

出削減計画の影響を受け，BBCの受信許可

料の料額も2016年度まで据え置くことが決

定された。この凍結は，残りの特許状有効期

間中，受信許可料がBBCの財源であること

を現政府が公式に裏書きを与えたという側面

もあるが，BBCはこれによって効率化を行

うことを求められた。

5-4-2. 財源に関する新たな政府との取り決め
2010年10月20日の政府発表によると，政

表1　10年間の推移　　　　　　　　　（単位：ポンド）

総収入 受信許可料収入

2001年度 39億2,650万 25億330万

2002年度 41億6,550万 26億5,850万

2003年度 43億3,420万 27億9,810万

2004年度 44億2,280万 29億4,030万

2005年度 44億7,920万 31億

2006年度 46億3,210万 33億8,680万

2007年度 50億350万 32億4,290万

2008年度 46億57万 33億6,880万

2009年度 47億9,040万 34億4,680万

2010年度 49億9,300万 35億1,340万

図 2　国内公共サービス事業支出の内訳

テレビ
66%

ラジオ
18%

オンライン 5%

受信許可料徴収 3%

デジタル移行 2%
その他
6%
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府とBBCの間で合意に達した取り決めは次

の通りである。大きなポイントは，受信許可

料収入の総額を変えないまま，ブロードバン

ドのユニバーサル・アクセスの推進やローカ

ルメディアの支援，ワールドサービス（国際

放送），ウェールズ語のテレビサービスS4C

といった，これまで政府の交付金（税金）で

賄ってきた分野に受信許可料を割り当てるこ

とが正式に決まったことである。

財務上の変更の概要

① テレビ受信許可料（カラー）は現行の145．

50ポンドとし，2016年度まで据え置く。

② デジタル移行支援に限定された資金を，

2013年度から2016年度まで年間1億5,000

万ポンドとし，ブロードバンドのユニバー

サル・アクセスを実現するために使用する。

この変更については，少し説明が必要だろ

う。政府は，アナログ放送終了政策の一環と

して，75歳以上の高齢者や重度障害者への

無料あるいは少額負担によるデジタル移行支

援サービスを行うことを決め，支援資金を受

信許可料で賄うこととし，BBCが支援サー

ビスの責任を担うという方針を決定した。デ

ジタル移行支援金とはこの資金を指し，

2007年度から2012年度にかけての受信許可

料の取り決め交渉のなかで，この資金を値上

げのなかに積み上げることでBBCと政府は

合意していた。

政府の試算によると，支援費は総額6億

300万ポンドで，今回の政府の説明によれば，

これまで年平均で1億3,300万ポンドだった

ということである。この資金が完全デジタル

移行を達成した2013年度からは，年間1億

5,000万ポンドに増額され，国民のブロード

バンドのユニバーサルな利用の推進に回され

るということになった。

③ 政府交付金で賄われてきたワールドサー

ビスとBBCモニタリングおよびウェール

ズ語専門のテレビサービスS4Cの運営資

金を受信許可料収入で負担する13）。

BBCと政府による「協定書」変更を伴う新た

な任務

① ローカルメディア

BBCは，新しいローカルテレビサービス

について，パートナーシップ基金を設け支援

する。立ち上げ資金として，2013年度は最

大20のローカルテレビサービスに対し合計

2,500万ポンド拠出する。また，2014年度以

後年間最大500万ポンドを資金源として，こ

れらの新しいサービスからBBCが必要なコ

ンテンツを購入する。

イギリス政府は現在，「ローカルメディア

行動計画」を進めている。これは，ローカル

メディアの多様性を維持するために新しい

ローカルテレビを設置しようとするもので，

近年のデジタル化・ブロードバンド化，テレ

ビの市場化の流れのなかで，財政難に陥った

地上商業テレビITVによるローカルニュー

スの供給は困難であるとの判断に基づいてい

る。イギリス政府は2012年には，最初の免

許を交付する計画で，実施にあたって受信許

可料を主要な財源とするとしている。

② BBCワールドサービス

2014年度以後は全額を受信許可料で賄う。

BBCモニタリングについては，2013年度か
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ら受信許可料で賄われる。

③ S4Cとの新たなパートナーシップと財源

BBCは，2013年度7,630万ポンド，2014

年度7,600万ポンド拠出し，その後の正確な

金額は今後検討する14）。S4Cは将来，受信

許可料，政府補助金，商業収入の3つの財源

で運営される。

   

5-4-3. BBCの新戦略と効率化
BBCの効率化への圧力は，上記の政府と

の取り決めによる受信許可料の凍結による

BBCの本来業務における事業支出の見直し，

2013年度から始まるワールドサービス等3

分野における政府資金の肩代わりという負担

の両面から来ている。また，2012年のロン

ドン・オリンピックの中継，次世代サービス

として位置づけられるすべてのテレビ番組の

HD化，BBC iPlayerを中心としたオンライ

ンサービスの充実と普及は当面必須の業務と

いえ，テレビやラジオの番組の質を落とさず，

これらを行わなければならない。

BBCは，イギリス経済の不況や2010年5

月の政権交代を見込んだ政治環境の変化にそ

なえ，2016年度までの現行特許状期間の終

了まで，つまり2012年の完全デジタル移行

後の新戦略の策定に着手していた15）。その

結果をもとに，BBCは2010年9月に政府に

対し2012年度まで，受信許可料を据え置き

することを自主的に提案したという経緯があ

る。しかし，最終的には政府との交渉ではそ

れを上回る支出の抑制を要求されたことにな

り，事業支出の具体的な抑制策に取り組んで

いる。

新経営計画「質の優先」と効率化の目標

BBCは2010年12月に新しい経営計画で

ある「質の優先（Putting Quality First）」を発

表したが，そこで，4つのビジョンを設定し

たうえで，スクラップ&ビルドの計画を明ら

かにしBBC内外の意見を募った。

① BBCの番組やコンテンツの独自性と質の

向上；「ニュース報道」，「知識・文化・芸術」，

「国内制作のドラマやコメディー」，「子ど

も向け」，「地域や国が1つにまとまるイベ

ント」の5つの分野に優先的に資金を配分

する。

② 受信許可料に見合う価値の向上

③ 情報公開と組織の透明性；年間事業予算

の公表を行うことを決め，2011年6月に

初めて公表した。また，年収15万ポンド

以上の上級管理職の氏名と経費の公表や，

出演者への支払いについて文化メディアス

ポーツ省が定める形式で公表，なども行う

こととしている。

④ すべての視聴者にサービスを提供；無料

のプラットフォームの継続，HDTV・

IPTV・3Dの開発，デジタルラジオ（DAB）

の放送網の拡大，全サービスへの週間接触

率を90%以上に維持，などが目標として

掲げられている。

②の受信許可料の効率性の分野では，

2011年度と2012年度の受信許可料の据え置

きへの対応として，次のことが明らかにされ

ている。

経費の削減：2か年で約1億4,000万ポン

ドの経費削減

人件費の圧縮：上級管理職の人数を2011
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年12月までに18%削減，人件費を25%削減。

全般的な要員数の削減は別枠で検討

間接費の抑制：全支出の10%未満に抑制

また，①でビルドする投資分野が示されて

いるが，削減する分野としては，放送権が高

額なスポーツ，海外からの番組や映画の購入，

ウェブサイトの閉鎖等によるオンラインサー

ビスの経費を25%削減などがあげられている。

経営計画に対する意見をふまえ，BBC執

行部は2011年10月に，現行サービスの規模

と範囲を維持したまま経費抑制を行うことを

決め，全国放送のテレビやラジオでは再放送

量の増加やチャンネル間における番組の共

有，ローカルラジオではニュース以外の番組

を削減といった方法で制作費を抑制するなど

具体策を提示した。これを受け，BBCトラ

ストが広く意見を募集しており，最終決定は

2012年春に行う予定である16）。

こうした様々な見直しによって，要員数の

削減は2,000人規模になるとみられる。いく

つかのBBCに関する新聞報道などによると，

BBCの執行部は労働組合に対し，業務の削

減によって今後2年間に360人の要員減を提

示している17）。内訳は，オンラインサービ

スを担当する未来メディア局は120人，報道

局70人，制作局85人から90人，ラジオ局

35人から39人，子ども向け17人，スポーツ

24人であった。一方，ニュース報道部門の

1,000人規模の削減という観測も報道されて

いる。これは，ロンドンの放送会館の全面改

修に伴い，これまで市内に分散されていた国

内・国際のニュース報道部門が統合されるこ

とやBBC組織全般による効率化のあおりを

受けたものとみられている18）。

Ⅰ−6 受信許可料制度

6-1　受信許可料制度の起源
BBCは1922年11月14日にラジオ放送を

開始した。当時のBBCは，イギリスで初の

ラジオ放送実験に成功したマルコーニら，無

線機器製造事業者が複数集まり設立した英国

放送会社（British Broadcasting Company）の

略称である。イギリスは，1904年に無線電

信法を定め，無線信号の送受信には郵政長官

の許可を必要とすることを定め，マルコーニ

らのBBCは，政府から無線電信免許を獲得

し，放送を行った。そもそも放送サービスを

開始した動機は，ラジオ受信機の販売だった

と言われるが，サービスの中身を制作し運営

するための費用が必要である。このため，ラ

ジオ受信機所有者に対し，実験免許

（experimental licence）と，BBCを受信する

免許（BBC receiving licence）とBBCの製造

するラジオを使用するロイヤリティ（特許料）

の3つの免許の取得を課し，その免許料の一

部が放送サービスの運営に当てられた。しか

し，ラジオ受信に関する免許の発行は迅速に

は進まないうえ，ロイヤリティを支払わずに

個人で製作したラジオを使用することが後を

絶たず，放送開始からBBCは財源問題を抱

えることになった。イギリス政府は，1923

年に放送調査委員会（フレデリック・サイク

ス卿が委員長）を設置し，この委員会に，

BBCのラジオ放送を受信するために必要な

上記の3つの免許を1つに簡素化することな

ど放送の財務や組織のありかたについて検討

することを求めた。サイクス委員会は，半年

以上の議論を重ねた結果， 「一般放送受信免

許」（a standard broadcasting licence）に一本
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化し，免許料を10シリング（50ペンスに相

当）と定め，半分の5シリングをBBCの放送

サービス運営費に充てることにした。これが，

現在の受信許可料の大本である。

このとき郵政長官とBBCとの間で結ばれ

た協定書では，広告放送は禁止されたが，ス

ポンサーつきの番組の放送や，郵政長官の承

認の下に，商業的なインフォメーションを放

送することは許可されていた。歴史家のAsa 

Briggsによると，1923年にはロンドンの有

名百貨店ハロッズ（Harrods）がスポンサーと

なったコンサートが放送され，1925年まで

に The Evening Standard 紙やThe News of 

the World 紙などがスポンサーとなったコン

サートが8回放送された。

サイクス委員会後に，BBCの放送免許は

1926年末まで延長され，免許期間満了前に設

置された2番目の放送調査委員会（クロフォー

ド委員会）の勧告に基づき，BBCは民間の1

企業から，特許状に基づき運営される公共法

人British Broadcasting Corporationへと改組

され，財源は受信許可料と定められた19）。

   

6-2　現在の受信許可料制度

6-2-1. 法的根拠
現在の受信許可料は，「2003年放送通信法」

（Communications Act 2003）に規定されてい

る。この法律は，2002年に採択されたEU電

子通信分野の新たな規制の枠組みを構成する

指令を国内法制化したもので，放送と通信の

融合法とも言われる。この中に，放送法や無

線電信法などの主要法令を取り込んでいる。

「2003年放送通信法　第4部　テレビジョ

ン受信免許の付与　第363条　テレビジョン

受信機の使用に必要な免許」は，「第4部に基

づく免許によりテレビジョン受信機の設置お

よび使用が認められない限り，そのテレビ

ジョン受信機を設置および使用してはならな

い」20）と規定し，テレビ受信機の使用は，政

府による許可制であることを示している。こ

の性格を明確にするために，放送文化研究所

のこれまでの研究では，「受信免許料」では

なく「受信許可料」と呼称している。

「第365条　テレビジョン免許料」では，

テレビジョン免許を付与された者には，免

許料の支払い義務が生じること，免許料は，

BBCに対し支払わなければならないこと，

BBCが徴収業務を行うことが規定されて

いる。

また，受信機の販売・賃貸業者には，「1967

年無線電信法」（Wireless Telegraphy Act 

1967）21）によって，販売・賃貸先のデータを

政府に通報する義務が課せられている。

ところで，受信許可料収入はこれまで，全

額BBCの運営費に充てられているが，これ

は制度的に保障されているわけではない。

5-1の記述のように，BBCが全額使用できる

か否かは，政府の判断に委ねられている。

   

6-2-2. 多様化するデジタル機器への対応
テレビ番組を提供するプラットフォームも

受信あるいは視聴できる機器もデジタル技術

によって多様化している。これに対応するた

め，国務大臣が定める「放送通信規則2004」

（the Communications （Television Licensing） 

Regulations 2004）の第3部で，次のように，

テレビ受信機を定義し，テレビジョン受信機

が従来の放送に限定されないことを明確にし

ている。その後，機器の多様化に合わせて，

この規則は改正されている。
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（放送通信規則2004　第3部　「2003年放

送通信法第4部におけるテレビジョン受信機

の意味」）

⑴（2003年放送通信法第4部のテレビジョン

受信免許における）“テレビジョン受信機”

とは，（無線電信であろうとなかろうと）

テレビジョン番組のサービスの受信を目的

に設置あるいは所有される装置を意味して

いる。

⑵この規則において，テレビジョン番組サー

ビスを受信するということは，その番組が，

放送あるいは配信と並行して，同時（あるい

は事実上同時に）に受信されることである。

したがって，PC，携帯電話，ゲーム機，

デジタルテレビ録画機など，テレビ番組サー

ビスの同時放送を受信する限り，テレビ受信

免許の対象となる。言い換えると，PCなど

の機器で，BBC iPlayerで見逃したテレビ番

組をオンデマンドで視聴する行為しか行って

いない場合は，その受信機は対象とならない。

このことは，受信許可料を徴収しているTV 

Licensingのホームページでも説明されてい

る。この放送通信規則を制定した当時，こう

したオンデマンド型のテレビ番組視聴の増大

を予想していなかったためであろう。今後，

オンデマンドによる時差視聴が優勢になった

場合，規則の改正が必要となる。

また，テレビ受信機の外付け型のSTB（デ

ジタルセット・トップ・ボックス）については，

音声のみの受信を目的に使用される方法で設

置される場合，テレビジョン受信機とみなさ

ないと規定しており22），映像なしで音声だ

けを生じさせる手段として利用されるSTB

がテレビジョン受信免許システムに該当しな

いことになる。

表2　BBC受信許可料額の推移
（年額，単位：ポンド）

ラジオ単独 白黒テレビ カラーテレビ

1922.11.11 0.50

1946.  6.  1 1.00 2.00

1954.  6.  1             1.00 3.00

1957.  8.  1             1.00 4.00

1963.10.  1   1.00 4.00

1965.  8.  1             1.25 5.00

1968.  1.  1                  1.25 5.00 10.00

1969.  1.  1                  1.25 6.00 11.00

1971.  2.  1                  廃止 6.00 11.00

1971.  7.  1                      7.00 12.00

1975.  4.  1                      8.00 18.00

1977.  7.29     9.00 21.00

1978.11.25             10.00 25.00

1979.11.24          12.00 34.00

1981.12.  1               15.00 46.00

1985.  4.  1                     18.00 58.00

1988.  4.  1                     21.00 62.50

1989.  4.  1                     22.00 66.00

1990.  4.  1                     24.00 71.00

1991.  4.  1                     25.50 77.00

1992.  4.  1                     26.50 80.00

1993.  4.  1                     27.50 83.00

1994.  4.  1                     28.00 84.50

1995.  4.  1                      28.50 86.50

1996.  4.  1                      30.00 89.50

1997.  4.  1                     32.50 97.50

1998.  4.  1                      33.50 101.00

1999.  4.  1                      34.50 104.00

2000.  4.  1                      36.50 109.00

2001.  4.  1                      37.50 112.00

2002.  4.  1                      38.50 116.00

2003.  4.  1                      40.50 121.00

2004.  4.  1 40.50 121.00

2005.  4.  1 42.00 126.50

2006.  4.  1 44.00 131.50

2007.  4.  1 45.50     135.50

2008.  4.  1 47.00 139.50

2009.  4.  1 48.00 142.50

2010.  4.  1 49.00 145.50

2011.  4.  1 49.00 145.50

※BBCの年次報告書から作成
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6-2-3. 受信許可料額の決定方法
受信許可料は，ラジオ受信許可料から始ま

り，1946年に白黒のテレビ受信許可料が導

入され，1968年にはカラーのテレビ受信許

可料が導入された。1971年にラジオ受信許

可料が廃止され，現在は白黒とカラーの2つ

のテレビ受信許可料が設定されている。

2010年度のBBCの年次報告書によると，カ

ラーが2,123万5,000件に対し白黒の免許件

数は1万5,000件である。

なお，2010年4月1日から，受信許可料は

年額で，カラー免許が145.5ポンドで，白黒

免許が49ポンドとなり，この料額のまま現

行特許状が終了する2016年度まで据え置か

れる。

受信許可料の性格は，2003年放送通信法

に基づく政府によるテレビ受信の許可制であ

り，受信許可料額は政府が決定し，議会の承

認を必要としていない。政府は毎年，次年度

の受信許可料額を発表するが，値上げを行う

場合，議会に報告し，質疑が行われる。

6-2-4. 受信許可料の免除（割引）制度

受信許可料の免除（割引）制度は，受信許

可料の性格から，政府が決定する。現在適用

されている免除制度は次の通り。
◦心身障害者介護施設は年額7.5ポンドの支

払いに割引23）

◦登録視覚障害者は50％の割引
◦75歳以上の年金生活者の世帯は全額免除

これらの免除制度は，「2004年放送通信（テ

レビジョン免許）規則」に規定され，これを

基に改正されている。

登録視覚障害者の割引免除制度は，1971

年にラジオ受信許可料が廃止される際に，そ

の年額分に当たる1.25ポンドをテレビ受信

許可料から割り引くという方法を採り，その

まま継続された。しかし，デジタル放送時代

のBBCの財源問題を検討したデイヴィス委

員会の勧告に従って，50％の割引にまで引

き上げられた。この報告書は1999年に発表

されている24）。また，75歳以上の免除につ

いてもディヴィス委員会の勧告に基づくもの

である。

全額免除によって失う受信許可料収入につ

いては年金労働省からBBCに補塡されてい

る。2010年度は，全額免除が415万6,000件

で5億7,940万ポンド（約701億円）となり，

政府から全額補塡された。

6-3　受信許可料の徴収方法
受信許可料の性格から，その徴収責任は政

府が負い，徴収経費を差し引いた金額を

BBCに付与していた25）。しかし，サッチャー

政府は，規制緩和と競争の導入の方針に基づ

き，受信許可料徴収業務を民営化した。この

場合の民営化とは，徴収業務を政府から

BBCに移行し，受信許可料という公金を使

用するBBC自身に，効率的効果的な徴収を

行うよう求めることである。この変更は，

1986年のピーコック委員会の勧告に基づい

て行われたもので，1990年放送法第180条

によって規定された26）。これについて，是

非の論議が行われた形跡が残っていないこと

から，当時の規制緩和の流れの中で当然の帰

結というのが妥当な考えだと言えよう。なお，

徴収業務を政府からBBCに移管しただけで

あり，徴収された受信許可料は国庫（放送を

所管する文化メディアスポーツ省）に納めら

れる。
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6-3-1. 徴収業務の外部委託
徴収業務は，1991年4月にBBCに移行し，

これまで通り郵政公社系のTVLとPOCへの

業務委託が継続された。その後民間のノウハ

ウを活用して徴収業務の効率性を高めるた

め，BBCは1998年に入札を行い，いったん

旧郵政公社系のコンソーシアムのエンヴィ

ジョン（Envision Licensing Limited）が入札

に成功した。しかし，実績をあげられず，

2001年の再入札の結果，民間会社のキャピ

タ（Capita）をメインに複数の会社に委託会

社を変更した。現在TV Licensingという名

称で，テレビ受信許可料の徴収を行い，

BBCの内部にある財務・ビジネス部（BBC 

finance and business division）のTV Licensing 

Management Teamが管理している27）。

BBCの受信許可料徴収業務委託会社

Capita Business Service Ltd：コールセン

ターの運営と管理業務

iQor UK Ltd：分割払い関連業務

PayPoint Plc：国内および北アイルランドに

おける窓口支払い業務

Post Office：マン島およびチャンネル諸島に

おける窓口支払い業務

Proximity London ltd：マーケティングおよ

び広報サービス業務

Fishburn Hedges Boys William Ltd，Abbott 

Mead Vickers BBDO Ltd，PHD Media 

Ltd：Proximity London Ltdからの業務委託

による広報サービス業務

   

6-3-2. 受信許可料徴収費用
2010年度の受信許可料徴収にかかった費

用は，1億2,650万ポンド（約153億円）で，

事業支出の3%に相当する。

徴収業務費の支出内訳は，2009年度の実

績で，徴収実務に74.3%，広報費（支払督促

を含む）に14.3%，管理費・郵便等に11.4%

となっている。

6-3-3. 多様な受信許可料の支払方法
受信許可料はもともと1年分を郵便局の窓

口で一括払いすることが基本であり，郵政公

社時代から，次の受信許可料の支払いのため

に，郵便局で貯蓄切手（saving stamp）を購入

し，「受信許可料年額買いため台紙」という

専用の用紙に貼って，支払い時期に送付，あ

るいは郵便局の窓口に持参するという方法を

講じた。これは現在，貯蓄カード（saving 

card）に変更され，郵便局で入手できる。

1年分一括払いという方法は，生活困窮者

にとって痛手であるとして，BBCの特許状

更新の議論がなされるたびに，分割払いなど

支払方法の多様化が議論された。しかし，事

務の手間が増え，これが徴収経費の増加につ

ながると懸念され，分割払いについては導入

が見送られてきた。しかし，受信許可料の効

率的な利用（Value for Money）の目的で改善

策が検討され，現在では，支払い窓口を郵便

局だけでなく，コンビニエンスストアやスー

パーマーケット，ガソリンスタンドなどに広

げる一方，オンラインでの支払いや銀行口座

からの引き落としなど支払方法も多様化して

表3　徴収費用の推移　2006年度〜2010年度

年度 2006
年度

2007
年度

2008
年度

2009
年度

2010
年度

支出
1億

3,260万
ポンド

1億
2,160万
ポンド

1億
1,990万
ポンド

1億
2,620万
ポンド

1億
2,650万
ポンド
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いる。また，年額払いや3か月ごと，月払い，

週払いを選択することができる。

支払い方法で最も利用されている方法は口

座引き落としである。2010年度のオンライ

ンによる支払いは全体の54%を占めるよう

になっている。

監督機関であるBBCトラストが2009年に

「テレビ受信許可料徴収業務の見直し」を行

い，徴収費用の低減，支払い方法の簡素化，

支払督促方法について，法律の義務化に頼ら

ず，丁寧な方法で行うという3つの改善策を

執行部に指示している28）。

6-4　受信許可料の不払い
BBCは年次報告書で，不払い率を公表し

ている。それによると，不払い率は1991年

度の12.7％から2003年度には5.7％まで減

少し，2009年度には，5.2%となった。取り

損ねた受信許可料収入に換算すると1億

9,600万ポンド（約194億円）である。

   

不払いに対する罰金制度

受信許可料の不払いに関しては，「2003年

放送通信法」の第363条2項〜4項で，免許

を保有せずにテレビ受信機を所有・管理する

場合は，違法行為とみなされ，罰金刑に処せ

られることが規定されている。罰金は，標準

罰金額表の第三基準を超えない罰金とされ，

1,000ポンド（約12万円）以下の罰金が科せ

られる。罰金額の決定は，治安判事の裁量に

委ねられているので，裁判所ごとにまちまち

であるが，平均110ポンドと言われている。

TV Licensingの発表によると，2011年の

1月から6月までの半年間で，19万7,000人

が不払いで捕まっている。ロンドンが最も多

く2万3,000人で，スコットランド地域の主

要都市グラスゴーでは1万人以上，イングラ

ンド地域のバーミンガムで5,000人を超える

人が不払いで捕まったという29）。

6-5　受信許可料制度が抱える課題
BBCの特許状の更新を前に，BBCの将来

像，つまり役割やそれを演じるためのサービ

スの規模と範囲および，そうしたBBCのサー

ビスを行うために必要な財源調達方法が議論

される。現行特許状の更新を決めた当時の労

働党政府は，BBCの運営財源を受信許可料

にすることについて“次善の策”とし，受信

許可料の単独財源ではなく，他の財源手段と

の併用を支持する声があると，国民の意向を

総括した30）。これは，BBCの財源に関する

世論調査で，BBCを運営するための単独財

源として受信許可料を支持する割合が29%

である一方，有料放送は9%，広告放送は

20%という結果となり，国民の間で意見が分

かれている現状が示されたことがある。また，

受信許可料制度に関してはこれまでも，収入

や視聴時間量の違いに関わらず，一律料金の

支払いが義務づけられる“逆累進性”への批

図 3　視聴者の支払い方法の選択

自動引き落とし
68.9%

クレジットカード払い
8.7%

窓口支払い 7.2%

受信許可料
支払い専門カード 7.6%

小切手・現金（郵送）4.8%

貯蓄カード 2.6% その他
0.2%

出典：
TV Licensing の 2009 年度事業報告書
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判が根深い。その一方，放送は公共財であり，

受信許可料は安価な料金ですべての人が利用

できることを保障するものであるという意見

や，すべての国民が受信許可料を支払うこと

でBBCの株主になるという思いなど，様々

な主張や意見があった。当時の政府は，これ

らを受けとめ，特許状有効期間中の受信許可

料制度の継続を決める一方，デジタル完全移

行を遂行する2012年頃に，あらためて財源

モデルを吟味するという方針を明らかにし

た。

すでに記述したように（5-4-1），2010年5

月の総選挙で勝利した保守/自民連立政府

は，前政府が示したBBCの財源モデルの再

検討という方針を踏襲せず，その議論を棚上

げして2016年度まで受信許可料制度を維持

することを決めた。しかし，受信許可料の据

え置きを決め，政府の歳出20%削減という

目標の下，政府がメディア政策としてあげた

「ローカルメディアの支援」と「高速ブロード

バンドの全国普及」の実現に受信許可料収入

の一部を割り当てるとともに，これまで政府

交付金で賄ってきた国際放送とS4Cの運営

資金も受信許可料から出すことになった。

今回の受信許可料をめぐる政府とBBCと

の間の取り決めは，公共放送BBCが存続す

る上で3つの問題を提起していると言えるだ

ろう。

第1に，政府がBBCは政府機関の1つであ

るとみなしていることを露呈させ，受信許可

料を使ってBBCの独立性を脅かしていると

いう問題である31）。BBCはかつて受信許可

料がBBCの財源として最良であると考える

根拠として，「政府交付金」という財源の選

択肢をこう評価した32）。

「BBCの財源は，受信許可料ではなく，一

般的な税金から支払われることが可能であ

る。この長所は，国民すべてが支払う料金で

あるという根本原則を維持し，徴収費用を減

少させ，不払いをなくし，支払いが世帯収入

に関連するので，これまでよりも公正なこと

である。しかし，直接的な政府交付金は，政

府からの独立を著しく弱める。BBCを他の

公共サービスと財源をめぐって毎年競争させ

るようにすると，政治的な影響は避けられな

い。更に深刻なことは，BBCが視聴者との

直接的な関係を失うことである。」

BBCのこの主張は，受信許可料は税金と

は区別されるものであるという前提で行われ

たものである。しかし，今回の政府のやりか

たは，受信許可料が税金と何ら変わらないと

いう認識を国民や有識者の間で広げてしまう

恐れがあるのではないだろうか。

第2の問題は，「ローカルメディアの支援」

に受信許可料を割り当てることをきっかけ

に，その他の“公共サービス”的なメディア

サービスへと割り当て対象が拡大し，そのこ

とがBBCの企業統治のありかたを変える可

能性がある。政府の方針では，地上デジタル

放送へ完全移行した2012年以降，地上デジ

タル放送の地域免許を新たに設け，ローカル

ニュースを地域で供給し，その資金として受

信許可料を利用する。免許の付与は，放送通

信分野の規制監督機関であるOfcomが行い，

監督することになる。BBCトラストの重要

な役割は，受信許可料の価値を最大にするこ

とを保障することである。ところが，受信許

可料の使途がBBC以外に拡大し，管理監督

する機関も複数になるという事態は，非効率

的であるという考えも生じさせる。そのこと
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か ら，BBCト ラ ス ト を 廃 止 し，BBCも

Ofcomの規制監督に置かれるべきだといっ

た，BBCの企業統治のありかたの変更につ

ながる可能性もある。

第3の問題は，今後の受信許可料財源の規

模である。今回のように受信許可料額そのも

のは据え置かれ，BBCの番組やサービス以

外に受信許可料を割かれるということは，

BBCの運営財源の規模は拡大する可能性が

ないという将来を示唆しているとも考えられ

る。これは踏み込んだ見方であるとしても，

もしそうだとするならば，アナログ放送の開

始からデジタル放送への移行の100年近い過

程において，常にサービスと財源の拡大を続

けてきたBBCは，縮小への転換期にあると

もいえる。その際，質の高さという条件を満

たしながら，あるべきサービスは何かという

選択に迫られることになるかもしれない。

Ⅰ−7 今後の課題と展望

2010年度の事業報告書は，BBCが国民の

間で高い支持を得ていると報告している。

80%の人が「BBCがないとしたら，寂しい，

あるいは不自由と思う（they would miss the 

BBC if it wasn’t there）」と答え，BBCのす

べてのサービスに対する週間接触率は国民の

97%だという。メインテレビチャンネルであ

るBBC ONEの週間接触率は78.8%と，BBC

のすべてのチャンネルのなかで最も接触率が

高い。また，テレビ離れが指摘される若者を

中核的な視聴対象としているBBC THREE

も22.7%となり，前年に比べ2%増加した。

このチャンネルは，イギリスのコンテンツや

タレントを開発し，ドラマやコメディーから

ドキュメンタリーまで幅広い番組ジャンルで

若者に訴求するものとされている。2010年

度に放送された番組のなかでも，BBC 

THREEの『女性，結婚，戦争，そして私

（“Women, Weddings, War and Me”）』の番組

評価（Appreciation Index）は95の高得点を

取ったという。この番組は，アフガニスタン

からロンドンへ6歳で移住した少女が，21歳

になったいま，アフガニスタンを訪問し，両

親が祖国を離れた理由やアフガニスタンの現

実に直面する姿を追った番組である。

また，放送文化研究所が2011年に行った

「公共放送に関する意識」6か国比較調査の結

果からもBBCの支持の高さが示された。

BBCへの満足は79％となり，2006年調査の

61%に比べ増加している。また，年層別にみ

ると20代と30代の間で満足度が高い。BBC

の必要性は，回答者の93%が必要であると

答え，年層間の差がほとんどみられない。

しかし，こうした国民によるBBCへの高

い支持とは裏腹に，政治・経済環境の変化は

BBCに対し，財源の確保と政治的独立性の

維持という公共放送にとって普遍的な課題を

突き付けている。

今回の政府との受信許可料の取り決めで

は，受信許可料を2016年度まで凍結し，政

府の資金によるBBCワールドサービスなど

の事業を受信許可料から賄うことになった。

これについて，BBCトラストの新会長であ

るパットン卿は，2010年度の年次報告書の

なかで，この取り決めがBBCの安定的な財

源を確保し，不況が家庭への経済を圧迫する

なかで，視聴者にとっても公正な取引であっ

たと評価している。また，BBCのサービス

の規模や範囲を決定する権限は，特許状の規
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定通りBBCトラストにあり，必要に応じて

さらなる効率性の要請が生じるならば，トラ

ストがサービスの範囲を再検討することがで

きると述べ，BBCの政府からの独立性をま

もることができたとも述べている。しかし，

仔細に公表されてはいないが，受信許可料交

渉の舞台裏で，現政府とBBCの間で受信許

可料をめぐる厳しい闘いが行われたとも言わ

れている。BBCは，政府からの財政的要求

に何とか歯止めをかけながら受信許可料財源

を確保したが，メディアにおける広い意味で

の公共性を維持する目的とはいえ，BBC以

外の番組やサービスに受信許可料を利用する

という前例を初めて作ってしまったことも事

実である。

これまでのやりかたを参考にするならば，

現行特許状の更新議論は，特許状期間が満了

する前のおそらく2015年までには開始され

るだろう。パンドラの箱をあけてしまったか

らには，受信許可料の存在意義が議論され，

議論の方向いかんではBBCの企業統治の変

更やBBCの独立性を擁護するありかたの議

論に発展する可能性があるだろう。

（なかむら よしこ）

注：
 1）ITAは広告によるラジオ放送の導入にあわせ，

1970年にIBA（Independent Broadcasting Authority）

に改組された。

 2）Jean Seaton The BBC under threat “Power 

without Responsibil ity” p.152-163 2010 

Routledge London

 3）チャンネル5は，放送開始当初からCS衛星放送

によって，ユニバーサル・サービスを確保して

いる。

 4）2011年4月から，デジタルラジオのBBC 7が

BBC Radio 4 Extraに名称を変更した。BBC 7

の認知度が低いため，人気のあるBBC Radio 4

の姉妹ラジオとした。

 5）特許状第5条のBBCが公共的目的を促進する方

法（特許状第5条1項）で次のように規定し，現

行のラジオ，テレビ，オンラインのみならず，

今後生じる技術や手段も利用できることを包括

的に保障している。

・ テレビ，ラジオ，オンラインサービスといっ

た手段で，報道・教育・娯楽を構成するアウ

トプットの提供を行うこと

・ BBCがまだ使用していない，あるいはまだ開

発されていない技術的手段によって一般的に

提供することができる同様のサービスあるい

は関連サービスを通じて行うこと

 6）協定書11条　国内公共サービスの一覧と説明⑸

オンラインサービスを参照。

 7）協定書第13条　国内公共サービスと関連するコ

ンテンツの無料提供を参照。

 8）この事件に対して，国民は政府よりもBBCを信

頼するという世論調査が発表され，日本でも報

道されたが，政府が設置したハットン調査委員

会の過程で，ギリガン記者の取材方法の問題や

センセーショナルな言葉選び，BBCの編集責任

体制の不明瞭さや監督の欠陥なども明らかにさ

れた。詳しくは，拙稿『BBC経営最高幹部辞任』

（放送研究と調査2004年3月），『ニール・リポー

ト，BBCの報道のあり方を提言〜ギリガン事件

の教訓から』（同2004年8月）を参照。

 9）BBC Trust Speech by Trust Chairman Sir 

Michael Lyons at the BBC “The BBC Trust-

Past Reflections, Continuing Challenges” at LSE 

9th March in 2011

10）“The governance and regulation of the BBC”, 

House  o f  Lord s  Se l e c t  Commi t t e e  o n 

Communications, 29 June 2011, London, HL 

Paper 166

11）BBC Trust press release “Lord Patten 

publishes review of BBC governance” 19th July 
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2011

12）出典は，BBC Full Financial Statements 2010/11 

p.38, p.40

13）ワールドサービスは外務省，S4Cは文化メディ

アスポーツ省が所管している。

14）BBCとS4Cは2011年10月24日に2016年度ま

での支援額を決定した。これによると，2015年

度は7,525万ポンド，2016年度は7,450万ポンド

である。

15）BBCトラストは2010年12月に，受信許可料の凍

結の決定を受け，戦略的な見直しの最終版を公表

した。“A strategy for a BBC that delivers great 

programmes and great value”-Lyons 14 December 

2010

16）BBC Trust press release “A BBC focused on 

quality, efficiency and distinctiveness-Trust 

launches public consultation on proposals for the 

BBC of the future” 6th October 2011

17）BBC Blog 2011年1月24日　当時の未来メディ

ア局長エリック・ハガーズの投稿

18）	Guardian, 10th June 2011“Hundreds of BBC 

News jobs at risk in attempt to cut costs by 

£89m”

19）英歴史家ブリッグス（Asa Briggs）の著書に，受

信許可料制度の起源が詳細に記述されている。

Asa Briggs, The History of Broadcasting in the 

United Kingdom Volume 1 The Birth of 

Broadcast ing 1896-1927,  1961,  Oxford 

University Press p.323

20）財団法人　国際通信経済研究所　発行　「英国通

信法-Communications Act 2003の解説と翻訳」

平成16年3月

21）Wireless Telegraphy Act 1967, Part 1 

Informations as to sale and hire of television 

sets

22）The Communications （Television Licensing） 

（Amendment）Regulations 2007

23）2007年のテレビ受信許可料改正規則（The 

Communications （Television Licensing）

（Amendment）Regulations 2007）で，5ポンドか

ら7.5ポンドに値上げされた。

24）The Department for Culture, Media and Sport 

“The Future Funding of the BBC” Report of the 

Independent Panel Chairman： Gavyn Davies 

July 1999

25）TVライセンシング（TVL，事務・開発）と郵政

公社カウンターズ（POC，徴収）の2社に業務委

託していた。

26）現在は，2003年放送通信法第4部で規定されて

いる。

27）http://www.tvlicensing.co.ukを参照。なおキャピ

タは，1984年に設立され，公共料金や地方自治

体の地方税の徴収やIT業務のアウトソーシング

受注で成長した会社である。

28）BBC Trust “Review of TV Licence Fee 

Collection” March 2009

29）TV Licensing press release 20th July 2011 

“Almost 197,000 TV Licence evaders caught in 

2011”

30）英政府　「すべての人に公共サービスを提供す

る」（放送白書）　2006年3月

31）The Financial Times （社説）“Cuts at the BBC”

2010年10月23日/24日

32）BBC “Building Public Value Part17 Paying for 

BBC services” June 2004
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Ⅱ−1 要点

多くのヨーロッパ諸国と同じようにフラン

スでも，公共放送機関を支える財源は長い間，

受信料収入と広告収入などの複合体制であっ

た。ただフランスの場合，受信料については

国の税体系のなかに組み込まれて，「公共放

送 負 担 税 」（contribution à l’audiovisuel 

public）として位置づけられ，国家によって

税金として徴収され，各公共放送機関に分配

されている。フランステレビジョンの財源モ

デルは近年，公共放送負担税が財源のおよそ

3分の2，66％程度，広告収入が20〜30％，

あとはその他収入で，不足の場合は政府が補

助金で補うという財源モデルであった。

ところが，「公共放送の広告を廃止する」

というサルコジ大統領による2008年の年頭

教書の中での宣言によって，事態は大きく変

わっていく。この鶴の一声によって，フラン

スでは公共放送フランステレビジョンの大改

革が2009年に始まった。組織として分割さ

れていた5つのチャンネルを1つの会社のも

とに統合し合理化を断行する一方で，イン

ターネットなど新しい媒体には積極的に進出

していくという戦略である。そして公共放送

にふさわしい，より多様で文化的なコンテン

ツを視聴者に提供するためとして，広告放送

を廃止することになり，その第一段階として

2009年1月から午後8時から翌朝6時までの

広告放送を廃止した。

しかし，広告収入分の埋め合わせとして政

府が導入した電気通信事業者に対する新規の

課税について，欧州委員会がEU法違反であ

り停止すべきだとして欧州司法裁判所に提訴

する（2011年3月14日）事態となっている。

そのうえ，ヨーロッパを覆う深刻な金融不安

の影響で厳しい財政状況が続くフランス政府

は，2011年末の予定だった広告放送の全廃

を2016年1月以降に先送りすることとした。

一方，公共放送のガバナンスについては，

2009年の改正放送法でそれまで，独立規制

機 関CSA（Conseil supérieur de l’audio-

visuel，視聴覚高等評議会）によって指名さ

れていたフランステレビジョンなど各公共放

送機関の会長が，共和国大統領によって直接

指名されることとなり，罷免も可能になった。

国家による公共放送機関への関与がより強化

されたと言えよう。

Ⅱ−2 公共放送の成り立ち

「国家の声」とも言われたフランスの放送

は，長年国家に直接管理されてきた。保守の

ポンピドゥー大統領時代の1972年の放送法

には「フランスのラジオ・テレビは国家の独

占物である」と明記されている。

肥大化したフランス放送協会，（ORTF，

Office de Radiodiffusion et Télévision 

フランスの公共放送の制度と財源
新 田  哲 郎

Ⅱ
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Française）は1974年，保守のジスカールデ

スタン政権のもとで，中央統括機構を認め

ない完全分割が行われることになった。機

能区分による再編成が行われ，ORTFはテ

レビ局3，ラジオ局1，番組制作会社1，番

組送信会社1，それに国立視聴覚研究所の7

つに分割された。

フランスの放送界はその後，左派のミッテ

ラン政権時代の1982年，新しい放送法が「視

聴覚コミュニケーションは自由である」と宣

言して放送の国家独占を放棄し，放送事業へ

の民間からの参入の道が開かれた。商業放送

局が次々と誕生し，1987年には公共放送第

一チャンネルが民営化され，現在の商業放送

最大手のTF1に至っている。

チャンネル間の競争が激しくなるなかで，

公共放送再統合の動きが出てきた。2000年の

放送法改正で，政府出資の持ち株会社フラン

ステレビジョン（France Télévisions）が設立さ

れ，公共放送各局がその子会社とされていっ

た。だが，各局の番組制作と編成，労働協約

と人事・給与体系などは別個のままで存続し

てきた。そして2009年の放送法改正でF2，

F3，F4，F5， そ れ にRFO（2010年10月 に

Outre-mer 1ére＝ウートゥルメール・プルミ

エールに改称）の5つのチャンネルがフランス

テレビジョンのもと完全統合されたのである。

Ⅱ−3 公共放送のサービス

3-1　テレビとラジオ
日本の場合公共放送NHKは，テレビ，ラジ

オ，国際放送，それにアーカイブスのすべて

のサービスを担っているが，フランスの場合，

これらは別々の公共放送機関が担っている。

3-1-1.フランステレビジョン
　　（France Télévisions）

・France2　

ニュースと娯楽の総合編成チャンネル。た

だしニュースとスタジオ制作の番組以外のド

ラマや文化番組などは外部の番組制作会社の

制作。グループ内他局も同様。

・France3

24の地方局が，ローカル放送発信を担っ

ている。放送時間の7割が地域向け放送で，

3割が地方発信を含む全国向け放送。

・France4

若者向け挑戦のチャンネル。

・France5

教育・教養チャンネル。

・Outre-mer 1ére

海外県，海外領土向けTV放送。

3-1-2. ARTE（Association relative aux 
télévisions européenes）

ドイツとの国境に近いストラスブールに本

部のある仏独共同のTV公共放送。1991年設

立の文化・教養チャンネル。

3-1-3. AEF（フランス海外放送会社 Audiovisuel 
extérieur de la France）

フランスの国際放送を統括する国有番組会

社。2009年の改正放送法に基づいて公共放

送機関の1つとなった。政府が100％株主で

傘下に以下の3局がある。

・France24

シラク大統領のイニシアティブで2006年

12月に開始された「フランス版CNN」構想と

言えるテレビ国際放送。ヨーロッパ，アフリ

カ，中東，北米，アジア向けに，英語，フラ
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ンス語，アラビア語で放送。

・TV5 Monde

フランス，ベルギー，スイスが出資し，世

界のフランス語圏に向けてフランス語番組を

放送している。

・RFI（Radio France Internationale）

短波・AM・FMによりフランス語および

19の外国語によるラジオ国際放送を実施。

RFIは，フランス国内をはじめ多くの国や地

域で衛星，ケーブル，地上波を使い再送信を

行っている。

3-1-4. ラジオフランス
公共放送Radio Franceとして国内向けに

各種サービスを行っている。全国ネットワー

クで総合編成のFrance Inter，ニュース専門

のFrance Info，文化チャンネルのFrance 

Culture，音楽のFrance Musiquesの4チャン

ネルのほか，43のローカル局からなるネッ

トワークのFrance Bleuがある。

3-1-5. INA （Institut national de 
l’audiovisuel，国立視聴覚研究所）

フランスのテレビ・ラジオ番組の収集，保

護，デジタル化，復元，公開，活用を業務と

する公共放送機関で，1974年のORTF解体

によって誕生した。主に事業者，研究者への

資料公開を中心としてきたが，2011年4月

から一般の利用者が定期視聴できるVOD

サービスを開始した。「INAプレミアム」と

名付けられたこの新サービスでは月々，3.99

ユーロ（約440円）の定期視聴料で文化，歴史，

フィクションなどにジャンル分けされた過去

の番組を視聴できる。アナログ番組のデジタ

ルアーカイブ化が進んだことから，この一般

向けサービスに踏み切った。

3-2　インターネット

3-2-1. サービスの内容
フランスでは1993年にFrance3が，世界

の公共放送では最も早く，ニュース映像の無

料配信を始めた。2005年11月には，ヨーロッ

パのほかの公共放送に先駆けて，フランステ

レビジョングループのVODサービスを開始

した （Francetvod. fr）。著作権の問題で提供

できない映画やドラマなど一部の番組を除い

て，ニュース番組などを放送後7日間は無料

で，8日目以降は原則有料で，ストリーミン

グとダウンロードで提供している。2009年

の視聴件数は約1,450万件で，前年度に比べ

20％増えている。2010年7月からは無料の

キャッチアップサービスとしてPluzz. frと

いうサイトが新しく開設された。

また同月，ニュース専門サイトとして，フ

ランステレビジョングループのすべての

ニュース番組をキャッチアップできるfrance 

télévisions infoも開設された。VODサービ

スのコンテンツについては，番組の著作権の

状況により異なるが，最長で放送後3年が経

過すると，その後の権利は制作者に移るか，

INA（国立視聴覚研究所）に引き渡される。

フランステレビジョングループの携帯端末

に向けたテキスト情報中心のコンテンツ提供

は2009年1月から始まっている。France2と 

France3のホームページにはブログサービス

のコーナー「Le Club 」があり，番組に対し

て寄せられた意見などについて閲覧できるよ

うになっている。投稿にはユーザー登録が必

要で，使用言語はフランス語のみである。

インターネットへの展開は子会社である
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FTVI（France Télévisions Interactive）が当

初から担ってきたが，2009年3月からは本

体業務と位置づけられ，フランステレビジョ

ンの一部局として組み込まれた。

2011年4月からは，iPadとiPhoneの専用

アプリに，サイマル（同時送信）とキャッチ

アップ（見逃し番組視聴）のどちらも選択で

きる番組配信サービスを開始した。コンテン

ツはニュースのほか，放送権を獲得したス

ポーツなどのジャンルである。

また放送とインターネットが融合したコ

ネクトテレビの欧州スタンダードである

HbbTV（Hybrid Broadcast Broadband TV）1）

に対する配信サービスも2011年5月に開始

した。HbbTVでは，例えばサッカーの試合

を見ながら同じ画面でインターネットにつ

ないで選手の情報や専門家の解説コメント

などを得て，それをツイッターなどのソー

シャルネットワークを通じて送信すること

ができる。

3-2-2. 新たなサービスのための法的根拠
インターネットをはじめ，ニューメディア

へのサービス展開の法的根拠としては，放送

法の条文がまずあり，さらに政府とフランス

テレビジョンが交わした規則や契約がある。

もともとフランスでは，民間からの参入を

認めた1982年の放送法以来，放送を視聴覚

コミュニケーション（communication à l’audio-

visuel）の1つと位置づけ，「私信の性格を持

たない，すべての種類の符号，信号，文言，

映像，音響，またはメッセージをなんらかの

電気通信の方法により，公衆に供与すること」

と定義している。VODサービスなどは，この

視聴覚コミュニケーションに含まれるという

のがフランス国内での一般的な解釈である。

公共放送によるニューメディアへの参画に

ついてはまず2002年5月2日付のデクレ

（décret，政令，行政指令）の形で発表された

業務運営規則2）の前文の中に，「コミュニケー

ションの媒体の多様化と公衆の期待の高まり

に応えるため，フランステレビジョンは公共

放送の使命の枠内で，新しい情報技術による

双方向サービスを公衆に益する。視聴覚コ

ミュニケーションの技術の発展に寄与し，双

方向性を持つ情報通信サービスの開発に努め

る」と規定してある。

そして法的には，2007年3月に改正され

た放送法の第2条で，「テレビサービスとは，

すべての公衆あるいはある種の公衆が同時に

受信でき，その主たる番組が映像と音声で構

成された電気通信による公共コミュニケー

ションのすべてを言う」と規定され，通信に

よる番組配信もテレビサービスとすることが

法的にも明確に定義された。

さらに現行の2009年改正放送法第43条に

は，「フランステレビジョンは，公共サービ

スの使命に応じて，ビデオオンデマンドなど

を含む視聴覚コミュニケーションの様々な

サービスを編集し放送する」「デジタルテク

ノロジーの発展を考慮し，その番組に全ての

公衆がアクセスできるよう努める」とあって，

デジタルへの取り組みが公共放送の本来的な

使命の1つと規定された。

このように法的な整備が進む一方で，

2007年〜2010年の目標手段契約3）では，「視

聴覚分野のニューテクノロジーの発展に積極

的にかかわるという政策の枠組みにおいてフ

ランステレビジョンは，以下のことについて

牽引車としての役割を果たさなければならな
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い」それらは，「2011年11月のアナログ放送

停止と地上デジタルの普及，HDTV放送の

導入，携帯テレビとVODの発展，無断コピー

との戦いである」としている。そして，「こ

の契約を果たしてもらうため，国は契約期間

中，平均3％の補助金を毎年付与する。（2008

年は3.5％，2009年は2.9％，2010年は2.6％）」

とある。つまり，政府が公共放送に対して積

極的にニューメディアへの展開を図るよう促

し，そのための財源も保障しているのである。

目標手段契約に関しては新たに，2011年

〜2015年の5か年契約が，2011年11月政府

とフランステレビジョンの間で調印された。

フランステレビジョンの予算は2015年度ま

でに毎年平均で2.2％増やされ，2011年度の

24億6,000万ユーロから2015年度には，26

億9,000万ユーロ（2,960億円）に増額される。

フランステレビジョンは，スマートフォンや

コネクトテレビなどニューメディアへの展開

を拡大する方針で，2011年度5,000万ユーロ

のデジタル関連の予算を2015年度には2011

年度の2倍以上の1億2,000万ユーロ（130億

円）にまで増やすという。フリムラン会長は

調印の際「デジタル分野で最も競争力のある

メディアグループの一つとなることを目指し

たい」と抱負を語った。

2009年6月に発表された最新の業務運営

規則書には，「フランステレビジョンは，公

衆に向けての番組提供を豊かにするため，視

聴覚コミュニケーションの様々な媒体に対す

る新しいサービスを開拓する」とある。この

ようにフランスでは，公共放送が新しいメ

ディアサービスに積極的に進出することを国

が担保しているのである。

　

3-2-3. 受信料の範囲内か新たな財源か
ニューメディアへの展開は，公共放送負担

税を含むフランステレビジョンの予算の枠組

のなかで行われている。2011年のニューメ

ディア関連のフランステレビジョンの予算は

5,000万ユーロ（約55億円）である。これはフ

ランステレビジョン全体の予算の1.67％程度

で，まだ利益を上げるというほどのビジネス

スケールに至っていない。ただ，フリムラン

会長は将来的には「デジタル市場においては，

積極的に商業活動したいと思っている4）」と発

言しており，テレビの広告収入に加えて，

ニューメディアにおける広告収入にも期待を

かけている。

Ⅱ−4 公共放送制度の現状 

4-1　公共放送の法的根拠
「視聴覚コミュニケーションは自由である」

と宣言し，民間参入の道を開いた1982年の

放送法は1986年に改正され，現行放送法は

この改正・補完された「コミュニケーション

の自由に関する1986年9月30日の法律」に

基づいている。同法は，公共放送機関および

独立規制機関の設立を定め，映像・音声コミュ

ニケーションの全般について規定している。

その第Ⅲ編第43条では，「視聴覚コミュニ

ケーションの公共部門」について，「公衆を

構成するすべての階層を考慮したうえで，公

衆に，多様性と多元性，高品質とイノベーショ

ンの追求，憲法に定められた個人の権利と民

主主義の原則の尊重を特徴とする番組やサー

ビスの総体を提供する」と規定している。そ

して「視聴覚コミュニケーションの公共部門

は，報道の真摯さ，独立，多元性と，思想・
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意見の諸潮流の多元的な表現を確保する」と

規定している。

フランステレビジョンの公共事業体として

の性格は，放送法第47条で「国家が全額出資

する株式会社で，その地位は政令によって承

認される」と規定されている。

一方放送法第44条では，「番組制作に関わ

るすべてのジャーナリストは，あらゆる圧力，

ニュースソースの暴露の要求や，知らないう

ちに或いは自らの意思に反して表現形式や内

容が改変された番組に署名することを拒否す

ることができる。すべてのジャーナリストは

プロフェッショナルとしての内なる信念に反

する行為の受け入れを拒否することができ

る」と編集権の独立とジャーナリストの良心

を保障している。

1986年法は，その後89年，94年，2000年，

2007年そして2009年の合わせて5回大きく

改正された。2009年3月の改正放送法は公

共放送機関，中でもフランステレビジョンの

改革を主眼としている。

その主な内容は，

・2009年1月1日をもってFrance Télévisions

を全国番組会社に改組し，傘下の5社（F2，

F3，F4，F5，RFO）を統合する

・公共放送の広告放送については，2009年か

ら午後8時以降翌朝6時までを廃止し，

2011年のアナログ放送終了とともに全廃

する

・それによる財源の減少は，政府による補助

金，および商業放送の広告収入と電気通信

事業者への新規の課税で補う

などである。

デクレ（政令）の形で公布される，業務運

営規則（cahiers des charges）も公共放送の法

的根拠の1つである。現在の業務運営規則は，

2009年の改正放送法に合わせて2009年6月

に加筆修正のうえ公布されたもので，放送法

よりさらに具体的に細かく放送倫理や政治的

多元性，社会の多様性，未成年の保護，フラ

ンス語，フランス文化の擁護などについて，

公共放送が果たすべき使命と責務が明記され

ている。ただ，この規則に基づいて公共放送

の番組内容を監視するのは，政府ではなく独

立規制機関のCSAである5）。

このほかにも，NHKの3か年計画などに

あたる中長期事業計画である目標手段契約

（COM，contrat d’objectifs et de moyens）が

ある。これは，向こう4〜5年間の間に公共

放送としてどのような事業を行っていくのか

政府と話し合って目標を決め，その手段すな

わちその財源を政府が保障するという政府と

フランステレビジョンとの間の契約システム

で，2000年の改正放送法に基づいて始まり，

フリムラン新会長の任期に合わせる形で

2011年〜2015年の目標手段契約が2011年

11月に結ばれた。

フランスでは，公共放送の運営・管理は，

放送法と，政令である業務運営規則，そして

期限付き契約である目標手段契約の3本柱で

行われているのである。

4-2　公共放送の企業統治
フランステレビジョンを含む公共放送機関

のトップは，独立規制機関のCSAによって指

名されていた。しかし，唯一の株主であり，

出資者でもある国が関与しないのは，企業統

治の原則に反しているなどとして，新しい放

送法では，公共放送機関であるFrance 

Télévisions，Radio France，AEFの会長につ
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いては共和国大統領が直接指名し罷免も可能

となった。国家による公共放送機関への影響

力をより強化するねらいがあったと見られる。

放送事業は文化・コミュニケーション省

（Ministère de la culture et de la communi-

cation）が所管している。日常的にフランステ

レビジョンなどとの折衝にあたっている部局

は，メディア・文化産業振興局（Direction 

générale des média et des industries 

culturelles）で，メディア全般に関する政策に

ついて，企画・立案・調整などを行っている。

フランステレビジョンの最高意思決定機関

は経営委員会で，そのメンバー構成は，フラ

ンステレビジョン会長，政府代表5人，CSA

によって指名された有識者5人，上下両院の

国会議員各1人，フランステレビジョンの職

員代表2人の合わせて15人で，委員長はフ

ランステレビジョン会長である6）。

経営委員会は政府，議会の代表が半数を占

めており，時の政権の影響力が否応なく反映

されることがうかがわれる。

フランステレビジョンの経営委員会は以下

のことを行う。

・フランステレビジョンの活動の戦略方針を

決定する。

・政府と契約する目標手段契約案，およびそ

の補則を承認し，年間実施状況に関する報

告書を審議のうえ決定する。

・フランステレビジョンとその子会社の収支

予測状況を年度ごとに承認する。関連会社

の経営委員会に諮ったのちに，執行年度中

に，予算法によりフランステレビジョンに

割り当てられた公共財源の配分の修正を承

認する。

・フランステレビジョンのサービスの順調な

運行を監視し，会社に適用される法律・規

則の遵守を監視するとともに，番組の質，

報道の客観性と正確性，思潮・意見の多元

的な表現について助言する。

・経営委員会は，事業年度の終了にあたって，

決算，事業管理報告書を承認する。

また決算の監査については，フランステレ

ビジョンの定款によって任命され，法律に

従って任務を遂行する2人の会計監査役に

よって行われる。

4-3　政府議会との関係，予算の決定と承認

4-3-1. 政府との関係
既述のように公共放送に対して政府は，そ

の果たすべき使命と責務として業務運営規則

という特別な規則をつくり，その管理に関

わっている。また長期計画である目標手段契

約を公共放送との間で締結し，そのかわりに

財源を保障している。フランステレビジョン

の経営委員会にも5人の政府代表が入ってお

り，予算案の決定に最初から関わっている。

放送事業全般については文化・コミュニ

ケーション省の所管だが，財源については経

済財政産業省の所管である。受信料は2005

年1月から税金と位置づけられ，2009年の

改正放送法で，公共放送負担税（contribution 

à l’audiovisuel public）と改称された。公共

放送負担税は，毎年11月，住居税とともに

税務当局によって徴収される。したがって，

フランステレビジョンには受信料の徴収部局

はない。

4-3-2. 議会との関係
既述のようにフランステレビジョンの経営
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委員会には，上下両院から1人ずつの議員が

委員として加わっている。経営委員会が承認

した予算や決算報告については，両院の文化

委員会などで審議される。公共放送負担税を

各公共放送機関にどのように配分するかを決

定するのは議会である。

公共放送機関の会長は大統領が指名するこ

とになったが，文化委員会の議員の5分の3

以上が反対した場合，議会は拒否権を発動す

ることができる。このようにフランスの場合，

公共放送の財務・運営については政府，議会

が深く関与しており，「公共放送の経営の自

立」が保障されているとは言い難い制度状況

である。

4-3-3. 予算の決定と承認
予算案はフランステレビジョンの執行部

が，各チャンネル，また報道，ドキュメンタ

リー，ドラマ，スポーツなどジャンルごとに

どのように配分するかを検討し作成する。そ

して，フランステレビジョンの経営委員会に

提案，報告され，採決が行われて承認される。

このあと予算案は，文化・コミュニケーショ

ン相と経済財政産業相が，業務運営規則や目

標手段契約で定められた公共放送の使命や目

標に適合しているかどうかを審査し，最後に

首相が裁断して国会に提出される。国会では

上下両院の文化委員会などで審議され，採決

が行われて年末に翌年度の予算が成立する。

4-4　外部規制機関との関係
視聴覚メディアを監督・規制する政府から

独立した機関として視聴覚高等評議会，

CSA（Conseil supérieur de l’audiovisuel）が

ある。評議員9人で構成され，大統領，上下

両院議会によって3人ずつ選ばれる。現在の

メンバーはほとんどが，ジャーナリストまた

は官僚出身者である7）。

視聴覚高等評議会は，放送法の第3条1項

で，その役割を「視聴覚コミュニケーション

の自由の行使を保障する」。そして，「ラジオ・

テレビ放送の公共部門の独立と不偏不党を保

障する」と規定されている。

不偏不党の保障についてCSAは，2009年

7月に新しい規則に改定し，放送される政治

家の発言について量的規制を行っている。外

交やセレモニーを除く内政問題についての政

治家の発言は放送において，大統領，大統領

府などを含む政府・与党ブロックの発言量が，

野党ブロックのそれの2倍を超えてはならな

いと規定している。政治的中立の確保などと

いったあいまいな定義ではなく数量的に規制

している。

CSAは，報道倫理，未成年保護，フラン

ス語・フランス文化擁護の分野でも厳しい

監視と制裁を行っている。CSAは2010年12

月，公共放送France2の看板ニュース番組で，

重大な放送倫理違反があったとして，10万

ユーロ（約1,100万円）の制裁金を科すことを

決定した。CSAによるとFrance2は，2009

年10月1日の午後1時のニュース番組で誘拐

事件を伝えた際，被害者の子どもについて

実名・写真付きで死亡したと2回にわたって

報道したが，実際には生存していたという

ものである。

CSAがテレビ局それも公共放送局に対し

て制裁金を科すのは初めてであった。

このようにフランスにおける独立規制機関

は，政府と放送局の間にあって，政治家の発

言量について量的規制を行ったり，報道倫理
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を厳しく監視したりすることによって，間接

的に政治家の放送内容への介入を遠ざけ，放

送の独立，編集権の独立の維持に一定の役割

を果たしていると言えよう。

フランスの公共放送は，経営については自

立しておらず，政府と二人三脚だとも言える

状態ではあるが，編集権の独立については，

放送法，ジャーナリストの良心条項，そして

独立規制機関による厳しい規制などによって

保障されているモデルと言えよう。

Ⅱ−5 公共放送の財源

5-1　フランステレビジョンの総収入の内訳
従来は，受信料にあたる公共放送負担税が

財源の3分の2の66％程度，広告収入が20

〜30％程度，あとはその他収入で，不足の

場合は政府が補助金で補うというパターンで

あった。しかし2009年1月より夜間の広告

放送を廃止したため，広告収入が30％程減

少し，その分を政府が補助金で補った。

2009年度の総収入の内訳は，公共放送負

担税65.8％，広告収入14.2％，政府補助金

13.7％，その他6.3％となっている。

表1　フランステレビジョンの2009年度決算（ユーロ）
対前年比

総収入 30億3,420万 ＋10.3％

内訳

　公共放送負担税 19億9,740万  ＋2.7％

　広告   4億3,090万  －30.3％

　政府補助　         4億1,500万

　その他   1億9,090万  ＋2.4％

（広告にはスポンサリングを含む）

経常収支 ＋6,870万

連結純利益 ＋1,970万

出典： 2009年度FTV年次報告

5-2　総収入の経年比較
表2　フランステレビジョンの総収入
　　  （2009年度年次報告より，単位：ユーロ ）

2002年 21億2,650万 （対前年比）

2003年 21億6,120万 （+1.6％）

2004年 23億4,060万 （+8.3％）

2005年 27億2,700万 （+16.5％）

2006年 28億5,300万 （+4.6％）

2007年 29億2,770万 （+2.6％）

2008年 27億5,030万 （-6.0％）

2009年 30億3,420万 （+10.3％）

5-3　総支出の内訳
表3　総支出の内訳
　　  フランステレビジョンの2010年度予算
　　  （2009 年度年次報告より，単位：ユーロ ）

番組制作費 9億   990万 （21.6%）

番組購入費 8億7,200万 （20.7%）

人件費 8億5,460万 （20.3%）

経営諸経費 1億7,970万 （4.3%）

各種税 2億     70万 （4.7%）

損失準備金 8,440万 （2.0%）

減価償却基金 11億   950万 （26.3%）

計 42億1,150万

（　）内は全体に占める割合

5-4　各局番組経費経年変化
表4　各局番組経費経年変化（単位：百万ユーロ）

2005 2006 2007 2008 2009

F2  741.9 778 788.6 781.8 784.9

F3 749.8 755 771 776.8 807.6

F4 10.8 14.6 17.8 22.3 34.4

F5  103.7 107.8 114.7 115 125

1ére  152.6 156.9 165.1 170.7 178.2

（文化通信省メディア・文化産業振興局資料）
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5-5　財源確保のための合理化
F2の3倍以上，4,800人あまりの職員をか

かえているF3の合理化が最大の焦点となっ

ている。フリムラン新体制は管理部門の合理

化をまず進めている。地域放送を担うF3は，

全国に24のローカル放送局があるが，フラ

ンスを東西南北のブロックに分け，ストラス

ブール，レンヌ，ボルドー，マルセイユおよ

びコルシカ島の5つの拠点への管理部門の集

約を進めている。

ただローカル放送そのものの削減計画はな

い。小規模の民間のローカル放送局が経営難

で閉鎖に追い込まれ，数が減っているという

状況があり，F3の社長をかつて6年間務め

たことのあるフリムラン会長は，「地域密着

型の公共放送が必要とされている」と判断し

ている。どうしても合理化を進めると言うな

ら「政治論争が必要である8）」という。

Ⅱ−6 受信許可料制度

6-1　制度確立の経緯と受信料の性格
1922年2月，郵電省がパリに官設放送局

を設立した。1926年には郵電省の一部門と

してラジオ放送部が創設され，各地の官設放

送局をひとつの組織にまとめた。官設放送局

は郵電省が税金で運営し，一部は広告収入で

まかなっていた。

1933年予算法の第109条で受信料制度が

導入され，ラジオの受信料（redevance pour 

droit d'usage）制度を定めた。「ラジオ受信機

の使用権料で，ラジオの放送番組の制作費

に充てられる」と定義され，政府が徴収した。

料額は，真空管使用装置を伴わない水晶受

信機は15フラン，個人が所有し，水晶受信

機を除く受信機は50フラン，無料のオー

ディション会場または公開の会場で使用さ

れる受信機は100フラン，有料のオーディ

ション会場で使用される受信機は200フラ

ンとされた。

経済危機や不況などもありラジオの広告収

入は減少していたが，1935年1月1日から官

設ラジオでの広告放送を廃止した。理由は，

聴取者の分担金のほうがより合法的とされた

からである。広告の廃止は，受信料の制度化

の副産物であった。

戦後になり，1949年7月30日制定の法律

により，使用権料としての受信料はテレビに

も適用されることになった。テレビの料額は，

ラジオの場合の3倍と定められた。

さらに1959年放送法によって公共放送機

関RTF（la Radiodiffusion-Télévis ion 

Française）は情報相の権限下におかれる商工

業的性格の公共用営造物とされ，受信料の徴

収権限は政府からRTFに移されて公共放送

機関が受信料を徴収するようになった。

1960年8月11日の憲法評議会決定により，

受信料の法的性格について初の判断が下され

た。それによれば，受信料は当時の公共放送

機関RTFの公共用営造物という性質，および

その定款からして一般的な租税ではない。ま

た，その徴収方法などからして受けるサービ

スに対する対価ではないので使用料と定義す

ることもできない。したがって受信料はタッ

クス・パラフィスカル（taxe parafiscale，租税

に準ずる特別負担金）の性格を有するもので

あるとされた。1974年放送法により，フラン

ス 放 送 協 会，ORTF（Office de Radio-

diffusion-Télévision Française）が廃止され，

7分割され，受信料は再び国が徴収すること
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になった。同年12月31日の時点で在職する

ORTFの受信料部の職員は，この日をもって

国家公務員とされた。

ラジオの受信料制度は1977年に廃止された。

1979年11月21日の憲法評議会決定は，テ

レビ受信料はタックス・パラフィスカルの性

格を失っていないとした。評議会は，1982

年放送法，1986年放送法（現行放送法）の後

もこの判例を追認している。

1982年から1986年までは，主に日本から

の輸入を抑制して国内産業を保護する目的

で，家庭用VTRにも受信料が課された。

2004年には白黒テレビの受信料が廃止され

た。

2004年予算法はその第37条で「2004年

について，視聴覚受信料（redevance audio-

visuelle）という名称の税金が創設される」と

した。これにより受信料の法的性格は，まず

2004年1年間に限って税金となった。

受信料制度の本格的な改革を行った2005

年予算法はその第41条で，租税一般法典を

改正した。法典の第1605条は「2005年1月1

日から，視聴覚受信料と名づけられた税金が

創設される」と定めた。

さらに2009年3月の法改正によって，視

聴覚受信料は「公共放送負担税：contribution 

à l’audiovisuel public」と改称された。

この公共放送負担税は，税務当局により住

居税（taxe d’habitation）とともに一括徴収さ

れる。一般財源には組み込まれず国庫から独

立していて，公共放送機関の資金源にのみ使

われる税で，フランス語ではtaxe affectée（割

り当て税）とも言われ，フランステレビジョ

ンのほか，ラジオフランス， ARTE， INA， 

AEFのすべての公共放送機関の財源に限定

されて割り当てられる。毎年の予算計画のな

かで，公共放送負担税の総額を試算し，それ

に基づいてこれらの公共放送機関にどのよう

に分配するかを議会が決め，それぞれの予算

案に盛り込まれることになっている。下院の

議会報告書によれば，2010年度の割り当て

は表5のとおりである。

6-2　受信料額決定の方法と手続き

6-2-1. 受信料額決定の方法
従来，政府はデクレによってほぼ毎年のよ

うに受信料を値上げしてきた。年末に成立す

る予算法によって翌年の公共放送機関への配

分額が決定するが，想定される翌年の受信料

の徴収額では配分額に不足すると見込まれる

場合は，政府はデクレを公布して受信料額を

改定した。

租税一般法典に定める公共放送負担税の年

額は，2009年3月の法改正により，2010年1

月1日以降，本土が120ユーロ（約1万3,000

円），海外県・海外領土が77ユーロ（約8,500

円）とされた。さらに公共放送負担税は2010

年以降，タバコを除く消費者物価指数に連動

することになった。この結果，2010年の公

共放送税の本土における年額は121ユーロと

なった。消費者物価指数の予測値（2010年は

＋1.2％）は，政府が提出する予算法案に付

表5　公共放送税の割り当て（単位：ユーロ）

France Télévisions 20億9,223万   （67％）

ARTE 2億4,193万  （7.7％）

Radio France 5億8,386万（18.7％）

AEF 1億1,751万  （3.7％）

INA 8,720万  （2.8％）

計　　　　　　　　　 31億2,275万（約3,470億円）

（　）内は全体に占める割合
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属する経済社会財政報告書に示される。

6-2-2. 受信料額
上記システムに基づき，2011年の公共放

送負担税は2ユーロ値上げされて，123ユー

ロとなった。これはイギリスBBCの3分の2

程度である9）。海外県についても，2ユーロ

値上げの79ユーロとなった。

6-2-3. 受信料の免除規定
2005年から制度が変わり，受信料の免除

制度は住居税のそれに同調することになっ

た。租税一般法典の規定によって住居税が免

除または減額になっている場合は，受信料も

同様に免除または減額になる。したがって，

受信料独自の免除制度というものはなくなっ

たことになる。

2011年度減免されるのは，

・2004年の1月1日時点で65歳以上の人

および住居税を免除または減額されている

・低所得者

・障害者

・傷痍軍人

などである。

従来の制度による受信料の免除対象より

も，住居税のほうの対象が広いため，その分

免除件数も多くなった。それだけ徴収額が減

少することになるが，それよりも一括徴収に

より徴収効率を上げることを重視した結果で

ある。

2000年8月の放送法改正により，社会福

祉の観点から年齢，収入などを基準とする免

除は，一般会計予算から全額が補償されるこ

とになった。2004年には約350万件にのぼ

る減免の分として，4億2,812万ユーロ（約

470億円）が政府補償費として首相府の予算

に計上された。

6-3　受信料の徴収

6-3-1. 徴収主体
フランスの場合，既述のように受信料は，

公共放送負担税という名目の税であり，経済

財政産業省の住居税担当税務総局が住居税と

いっしょに徴収している。

6-3-2. 法的根拠
法的にはすでに，公共放送負担税を納税す

る義務は，従来型のテレビ受信機だけでなく，

新しい媒体でテレビ番組を視聴している世帯

にも拡大されている。2005年の「租税一般法

典第1605条以下の規定」がその根拠で，それ

によると，「世帯の私的利用のために，テレ

ビ受像機，またはテレビの受信が可能とみな

される装置を所有することを条件として，居

住の用に供される家具を備えた場所に対して

住居税の課税対象とされているすべての個

人，および，テレビ受像機またはそれと同等

とみなされる装置をフランス国内の場所で所

有することを条件として，上記の個人以外の

すべての個人，および法人」を対象に課税さ

れることになっている。しかし実際にはこれ

までのところ，テレビを持たずにほかのメ

ディアで視聴している世帯から徴収されたこ

とはない。これについて文化・コミュニケー

ション省では，「テレビ受像機以外の媒体で

の放送コンテンツの受信について，公共放送

負担税の支払い義務を広げるかについては，

2008年以降議会で話し合われている。しか

し今のところは，その徴収にかかる費用対効

果がない，時期尚早だとして現状据え置きと
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なっている。テレビを持たずに，そのほかの

媒体でテレビ番組を視聴する家庭がどの程度

あるのか実態を把握しにくいし，そもそも少

ないとみられているからである。ただ，議題

としては常にあがっているもので，議会でも

話をつづけていくだろう10）」と話している。

6-3-3. 徴収方法
春の所得申告の際，テレビの非所有者はそ

の旨を申告する。申告をしない場合はテレビ

所有者とみなされる。11月の住居税納入の

際に，テレビ所有者には課税通知書で住居税

額と公共放送税額があわせて通知される。な

お，事業所の場合は付加価値税と一括で公共

放送負担税を納付する。

6-4　受信料の収納経費と罰則規定

6-4-1. 収納経費
収納経費として，徴収した受信料総額から

1％（2005年のみ2％）を政府が天引きするこ

とになっている。2006年以降はおよそ2,300

万ユーロ（約25億円）となっている。新しい

徴収方法によって，徴収経費はそれまでの3

分の1程度になった。

6-4-2. 罰則規定
春の所得申告の際，テレビ受信機を所有し

ているにもかかわらず所有してないと虚偽の

申告をした場合は，150ユーロ（約1万6,500

円）の罰金を科せられる。

公共放送負担税を支払わない者に対して

は，国税・税務当局が，住居税や付加価値税

の徴収と同様に強制的に徴収する。罰則はな

い。家財（公共放送負担税の場合はテレビ）

を差し押さえて競売に付した場合，税務当局

は他の債権者に優先して必要額を徴収できる

先取り権がある。一連の手続きにフランステ

レビジョンなど公共放送機関が関与すること

はない。

　

6-4-3. 不払い対策
不払い対策としては，有料テレビ（地上波

有料チャンネル，衛星，ケーブル）の編集事

業者または配信事業者は，税務当局から求

められた場合，加入者の限定された個人情

報（氏名，住所，加入契約日のみ）を提出す

る義務がある。情報を提供しなかった場合，

不正確または不完全な情報を提出した場合

には，それぞれの情報について15ユーロの

罰金が科せられる。（租税一般法典　第1770

条，1840条）

　

6-5　受信料制度がかかえる課題

6-5-1. 受信料制度の課題
受信料制度については，多くの批判がなさ

れてきた。2000年にミゴー議員は議会への

報告書で「アーカイックで，不公正で，管理

経費が高い税金の例」と批判した。アーカイッ

ク，古風であるという批判は，この制度は公

共放送独占時代の遺物であり，今やテレビ受

信機だけを通じてテレビを見るだけでなく，

パソコンや携帯電話でも視聴可能となってき

たことによるものである。不公正というのは，

累進性がないことを指摘したものである。富

裕者も貧困者も同料金というのは不公正とい

うわけである。しかし，すでに非常に複雑な

受信料制度に累進制度を導入すればさらにや

やこしくなるであろう。

かつてのテレビがそうであったように，高

価な貴重品に課税するのは意味があるが，今
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ではテレビは日用品であり，これに課税する

のは意味がないという批判もある。

不払い者が多いというのも受信料制度が不

公正と指摘される理由のひとつである。不払

い率は特にセカンドハウスで高い。

また現在では，ケーブルや衛星放送も普及

して，テレビは公共放送を見るためだけに使

用されているわけではないと受信料制度への

批判者は指摘している。

既述のように公共放送負担税は2010年以

降，消費者物価指数に連動することとなり，

これによって安定的な財源が一応確保され

ることになったが，フランスの水準はイギ

リスの受信料の3分の2程度である。一方で，

この物価連動システムのため，以前のよう

に政府がデクレによって恣意的に値上げす

るといったことは困難になった。ヨーロッ

パを覆う経済情勢もあって，当分の間，公

共放送負担税の大幅値上げはできないもの

と見られる。

6-5-2. 電気通信事業者税問題
2009年1月からの夜間・プライムタイム

の広告放送廃止に伴う収入減を補塡するた

め，改正された2009年の放送法で，商業放

送の広告収入と電気通信事業者の国内売上げ

に対してそれぞれ新規の課税を導入すること

となった。税率はその後，商業放送に対して

は0.5％，電気通信事業者に対しては0.9％

と決定された。

これに対してEUの行政執行機関である欧

州委員会は2011年3月14日，フランス政府

が電気通信事業者に課している税は違法だと

して，これを停止するように求めて欧州司法

裁判所に提訴した。欧州委員会は，電気通信

事業者からの税収は電気通信事業者に対する

管理や規制のコストに使われるべきで，ほか

の目的に使うのはEUの電気通信事業に関す

る規則に違反するとしている。

フランス政府は，電気通信事業者税は，

公共放送負担税と違って使途の決まった割

り当て税ではなく，国庫に入って一般財源

の一部になるもので，直接的に公共放送に

割り当てられるものではないなどとして反

論している。

2010年にフランスではおよそ3億7,000万

ユーロ（約405億円）の電気通信事業者税収

入があったが，この課税が違法との裁定が下

されれば，フランス政府はそれまでの課税分

を返還したうえで，新たな補塡策の検討を迫

られることになる。まさに法的根拠がなく

なってしまうからである。欧州司法裁判所の

裁定は2011年末頃あるものと見られている。

Ⅱ−7 今後の課題と展望

7-1　フランステレビジョンの財源見直し
既述のように，夜間の広告放送を廃止した

2009年度の総収入は30.34憶ユーロであっ

た。その内訳は，表6のとおりである。

広告収入が前年から30％ほど減り，代わっ

て2008年度はゼロだった政府補助金が4憶

1,500万ユーロ（約460億円）支出されている。

表6　フランステレビジョンの財源内訳

・公共放送負担税 19.97憶ユーロ（65.8％）

・広告収入 4.30憶ユーロ（14.2％）

・政府補助金 4.15億ユーロ（13.7％）

・その他収入 1.90億ユーロ  （6.3％）
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既述のように，広告放送の全廃は2016年1

月まで延期されることになったため，フリム

ラン会長の任期の5年間は，おおむねこのよ

うな財源モデルで推移するものと見られる。

問題なのは政府補助金の出所だ。財源補塡

策の1つ，電気通信事業者課税による2009

年度の税収は3億7,000万ユーロと，補塡額

に見合う金額で，公共放送への政府補助金に

充てられたのは間違いない。フランス政府は，

この税は公共放送負担税と違って，国庫に

入って一般財源となるもので，直接公共放送

に割り当てられるものではないとしている

が，新規課税制定の経緯から見ても，それは

詭弁にすぎないという声が強い。

欧州司法裁判所が，電気通信事業者税につ

いてEU規則違反だとの判決をくだせば，フ

ランス政府は，この500億円にのぼる補助金

の財源を新たにみつけなければならない責任

があるのである。

7-2　民営化論議
フランスでは公共放送の第一チャンネルで

あったTF1が1987年に民営化された。その

後もことあるごとに，民営化論が頭をもたげ

てきた。2010年2月のフランステレビジョ

ン幹部11）への取材では，「その話はフランス

語ではserpent de mer（大海蛇，転じて新聞

の埋め草）という。忘れたと思ったら蒸し返

されるという意味だ。将来的には公共放送の

経営が困難となりFrance2を手放さなければ

ならないのではという議論があるが，これま

でのところ実現していない。理由は簡単で，

商業放送側が，市場競争にもう1つ大手の放

送局が参入してくることを望まないからだ」

と話した。

一方，2011年3月のフランステレビジョ

ンの労働組合幹部12）への取材では，「公共放

送改革におけるサルコジ大統領の真のねらい

は，財源を政府がにぎって公共放送の財政を

締め上げ，職員を削減して弱体化させ，それ

でも生き残れるチャンネルを民営化すること

だ」と警戒している。

7-3　公共放送の将来ビジョン
2011年2月28日，フランステレビジョン

のレミー・フリムラン会長に単独インタ

ビューした。以下はフランスの公共放送トッ

プ自らが語る将来ビジョンである。

フリムラン会長：

「今日我々が置かれている環境にあって，

公共放送は将来，非常に大きな役割を持つこ

とになる。なぜなら，今後何年かのうちに，

放送事業への参入者が集約されていくことに

なりそうだからだ。google TVを初め，世界

中の通信業者が独自の映像媒体を作り出して

いくなど放送業界が変貌していく。そうした

なかで2つの結果が考えられる。1つは，コ

ンテンツの画一化，2つめは，フォーマット

化された国際的に同一規格のニュースだ。

こうしたなかにあって，自国に固有の映像

コンテンツ，編集作品を生み出していくこと

は必要不可欠になると私は考える。なぜなら，

国というのは，独自の文化，制度，社会を持

つものだからだ。

こうした将来の欧州の放送界のモデルにお

いて，公共放送は非常に大きな役割を持つこ

とになると思う。その役割を果たすためには，

最新化を進め効率化を図り，最先端にいて，

独立していることが重要だが，同時に，ニュー
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テクノロジー，特にデジタルメディアの中に，

しっかり足がかりを築かなければならない。

これは，政治的なビジョンと言える。大き

な意味においての文化に関することについ

て，国家は干渉すべきかどうなのか。私は干

渉すべきだと思う。教育や文化，演劇やオペ

ラや音楽の発展に関わるように，放送や映像

作品の開発についても，国家は関わっていく

べきなのだ。

これが，今日私が抱いている将来のビジョ

ンだ。私は，フランステレビジョンは将来大

きな役割を果たす存在であると思う。ただし

そのためには，技術の最先端にいること，画

期的な番組作りを目指すこと，国民の信頼を

勝ち得る，つまり独立性を保つこと，これら

が条件になると考えている。

このビジョン，つまり，公共放送とは，フ

ランスの文化モデルや社会モデルに，表現の

場を提供する役割を持つものだという点にお

いて，私はフランステレビジョンが未来にお

いて，非常に重要な役割を持つことになると

考えている。

公共放送の根本的な使命は変わらない。独

立した表現と芸術創造の場であるということ

だからだ。しかし，その使命をどうやって果

たしていくかはもちろん変わっていくだろ

う。なぜなら，技術の最先端にいるためには，

その進歩に合わせて進化していかなければな

らないからだ」

　

フリムラン会長は，将来，世界中で放送の

画一化が進むと予想し，そのうえで公共放送

の使命について，自国に固有の文化や社会の

モデルを伝えるための場を提供することと定

義している。そしてそのことに国家が積極的

に関わるのは当然のことで，そのうえで公共

放送の使命を果たすためには，技術的に最先

端にいてニューメディアにも積極的に進出す

ること，その一方で放送の独立性を保ち続け

ることが条件だと，あるべき将来像を提示し

ている。

（にった てつろう）

注：
 1）France Télévisions，TF1，Samsung，Philips， 

Sonyなどが共同参加

 2）cahiers des charges，政府と交わす業務達成目標

書で公共放送の使命，責務を具体的に明記

 3）contrat d’objectifs et de moyens，政府と公共放

送機関が結ぶ中長期計画で，契約期間中の財源

を政府が保障するシステム

 4）放送研究と調査2011年7月号「公共放送インタ

ビュー，フリムラン会長に聞く」参照

 5）商業放送の場合は，免許付与の条件としてCSA

と商業放送局が放送倫理規定である協約を締結

し，これに違反がないかどうかCSAが監視する

 6）フランステレビジョン約款　Statuts, Cahier des 

charges France Télévisions

 7）詳しくはhttp://www.csa.fr/

 8）4）に同じ

 9）2010年度の受信料（フランスは税）はフランスが

121ユーロなのに対してドイツは215.8ユーロ，

イギリスは当時のレートで換算して約170ユーロ

10）文化・コミュニケーション省，メディア・文化

産業局公共放送担当課長，Gabrielle Boeri ガブ

リエル・ボエリ氏に2011年3月2日インタビュー

取材

11）Hervé Michel エルベ・ミシェル，フランステレ

ビジョン国際関係局副局長　2010年2月26日イ

ンタビュー取材

12）Jean Françoise Tealdi ジャン・フランソワ・テ

アルディ，フランステレビジョン，ジャーナリ

スト労働組合代表　2011年3月9日 インタ

ビュー取材
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Ⅲ−1 要点

 連邦憲法裁判所の確固たる規範

ドイツでは，公共放送の使命，財源の保障，

政治からの独立性について，これまで連邦憲

法裁判所が「放送判決」を通じて規範を示し

てきた。2000年代を通じて，デジタル時代

の公共放送の任務範囲と財源のありかたがた

びたび問われ，いくつかの法改正が行われた

が，いずれの際も，憲法裁の規範が大きな役

割を果たした。

デジタル時代の公共放送の任務範囲

デジタル時代の公共放送の新しい任務定義

と監督のしくみが，2003年と2008年の法改

正で整備された。特に2008年の法改正は，

インターネットサービスの任務範囲と監督に

関するもので，EUの欧州委員会との長い協

議の後に成立した。

「放送受信料」から「放送負担金」へ

受信料に関しては，特に都市部の若者を中

心に未登録が増えるなど，構造的な徴収不足

の拡大が懸念されていたが，2010年の法改

正で，融合時代にふさわしい公平な受信料と

いう観点から，これまでの受信機の所有世帯

から徴収される受信料に代わり，2013年か

ら，受信機所有にかかわらず，すべての世帯

が支払う「放送負担金」を導入することが決

まった。

政治から独立した料額決定手続き

2003年から2004年にかけ，州政府が受信

料の値上げを抑え，公共放送の改革を促そう

としたが，連邦憲法裁判所が2007年に「第2

次受信料判決」を下し，政治の不当な影響力

行使の抑止という観点からこれを違憲と判断

し，従来の政治から独立した受信料額決定手

続きの規範をあらためて確認した。

深刻な若者の公共放送離れ

現在，若年層の公共放送離れをどう食い止

めるかが喫緊の課題となっている。

Ⅲ−2 ドイツの公共放送の成り立ち

第二次世界大戦後，ドイツは占領軍によっ

て4つの占領地区に分割統治され，放送制度

の再建も占領地区ごとに別々に行われた。旧

西ドイツでは，特にナチス時代に国家により

放送が濫用された苦い経験から，独立後も，

放送は教育や文化と同じく，中央の連邦では

なく各州の権限とされた。こうして，州がそ

れぞれ，ないしは共同で公共放送を設立する

という，ドイツ独特の公共放送の制度が生ま

れ，今日にまで引き継がれている。

ドイツでは現在，ARD，ZDF，ドイチュ

ラントラジオの3種類の公共放送機関があ

る。

　

2-1　ARDの成り立ち
1948年，北部のイギリス占領地区で，戦

ドイツの公共放送の制度と財源
杉 内  有 介

Ⅲ
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後ドイツ初の公共放送として，北西ドイツ放

送協会（NWDR）が誕生した。続いて，中・

南部のアメリカ占領地区では，バイエルン放

送協会（BR），ヘッセン放送協会（HR），南

ドイツ放送（SDR），ブレーメン放送協会

（RB）が設立された。南西部のフランス占領

地区では，南西ドイツ放送協会（SWF）が設

立された。西ドイツ独立後の1950年，これ

らの放送協会が，共通の問題の処理のために

結成したのが，ARD（ドイツ公共放送連盟，

Arbeitsgemeinschaft  der  öf fent l ich-

r e ch t l i c h e n  Rund f unkan s t a l t e n  d e r 

Bundesrepublik in Deuschland）である。ARD

は1954年11月，共同で全国に向けテレビ放

送を開始した。

ARDは，BR，HR，MDR，NDR，RB，

RBB，SR，SWR，WDRの9の州放送協会

から構成されている（表1）。ARDは連合体

組織で，独立した法人格はない。

2-2　ZDFの成り立ち
ZDF（第2ドイツテレビ，Zweites Deutsches 

Fernsehen）は，1950年代に連邦と州の間に

起こった権限争いの末に誕生した。

1950年代後半，技術的に第2のテレビチャ

ンネルの実施が可能になると，ARDの批判

的な報道姿勢にいら立っていた当時のアデナ

ウアー連邦首相は，連邦政府の影響力を強め

るため，国営テレビ放送の設立にとりかかっ

た。番組制作は，新聞社が合弁で設立する民

間の制作会社が担い，広告放送の収入を財源

とする構想だった。

しかし州側が，これは州の権限を侵すもの

だとして反発し，連邦憲法裁判所に提訴を

行った。1961年2月，憲法裁は，放送に関

する立法・行政権限をもつのは連邦ではなく

州であるとする判断（第1次放送判決）を示

し，この「アデナウアー・テレビ」は放送開

始前に頓挫することになった。

この代わりとして，各州首相は1961年6

月，ARDとは別に，受信料と広告放送を財

源とする公共テレビ局ZDFを全州共同で設

立することで合意した。ZDFは，アデナウ

アー・テレビの施設や人員を大部分引き継ぐ

形で，1963年4月に放送を開始した。

Ⅲ−3 公共放送の任務とサービス

3-1　公共放送の任務
連邦憲法裁判所は，これまで積み重ねてき

た「放送判決」のなかで，公共放送の使命につ

表1　ARD加盟の州放送協会と設立州

州放送協会 設立州
（設立年度） 本部所在地

バイエルン放送協会
（BR）

バイエルン
（1948） 

ミュンヘン

ヘ ッ セ ン 放 送 協 会
（HR）

ヘッセン
 （1948） 

フランクフ
ルト

中部ドイツ放送協会
（MDR）

ザクセン，テューリン
ゲン，ザクセン・アン
ハルト（1991）

ライプツィ
ヒ

北 ド イ ツ 放 送 協 会
（NDR）

ニーダーザクセン，ハ
ンブルク，シュレース
ヴィヒ=ホルシュタイ
ン（1955），メクレン
ブルク=フォアポンメ
ルン（1991加盟）

ハンブルク

ブレーメン放送協会
（RB）

ブレーメン
（1948）

ブレーメン

ベルリン・ブランデ
ン ブ ル ク 放 送 協 会

（RBB） 

ベルリン，ブランデン
ブルク（2002） 

ベルリン 

ザールラント放送協
会（SR） 

ザールラント
（1957） 

ザ ー ル ブ
リュッケン 

南西ドイツ放送協会
（SWR）

バーデン=ヴュルテン
ブルク，ラインラント
=プファルツ（1998） 

シュトゥッ
トガルト 

西部ドイツ放送協会
（WDR）

ノルトライン=ヴェス
トファーレン（1955）

ケルン
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いてかなり踏みこんだ見解を示しているが，

これはおおよそ次のように要約できる1）。

◦社会に存在する意見をできるかぎり幅広

く，取りこぼしなく反映し，個人と公共の

意見・意思形成に寄与すること

◦その際，ニュースや政治解説番組だけでな

く，娯楽番組や，スポーツなどさまざまな

生活領域にかかわる情報番組を通じて，社

会に存在する情報，経験，価値態度，行動

規範の多様性を伝えること

◦それによって民主主義的秩序と文化的な生

活にとって放送がもつ本質的な機能を果た

すこと

　こうした連邦憲法裁の示した規範をふまえ

て，ドイツの基本的な放送法規である「放送

州間協定」には，公共放送の任務は次のよう

に定義されている。

・個人および公共の自由な意見形成過程の媒

体かつ要因として機能すること

・欧州・国内・地方の重要なできごとについ

ての包括的な概観を提供すること

・国際的な相互理解，欧州統合，連邦と州の

社会的な連携を促進すること

・情報，教養，生活情報，娯楽に役立ち，特

に文化に寄与する番組を提供すること

これらの任務を達成するため，ARD，

ZDF，ドイチュラントラジオは，以下のテ

レビ，ラジオ，インターネットサービスを提

供している。

3-2　テレビとラジオサービス
ARD，ZDF，ドイチュラントラジオは，

地上放送，衛星放送，ケーブルテレビ，

IPTVといったすべての伝送路を使用して，

合計21チャンネルのテレビサービス，54

チャンネルのラジオサービスを提供してい

る。どの伝送路でも，これらのチャンネルす

べてを受信できる（ただし地上テレビ放送だ

けはチャンネル数は地域により10〜15）。な

お，2004年の法改正で，公共放送はこれ以

上チャンネル数を増やしてはならない，と制

限されている。

①ARDのテレビサービス（計13ch）

◦第1テレビ（das Erste）

ARDに加盟する9の州放送協会（BR，HR，

MDR，NDR，RB，RBB，SR，SWR，

WDR）が共同で制作する総合編成チャンネ

ル。1954年放送開始。

◦第3チャンネル（dritte Programme）

ARDの州放送協会がそれぞれ単独で制作

する総合編成チャンネルで，計8チャンネ

ル（RBはNDRと共同制作）。1960年代に

放送開始し，地域色を出した番組編成で，

教育番組も放送する。

◦BR-alpha

BRの教育チャンネル。1998年放送開始。

◦デジタルチャンネル

Einsfestival（ 若 者 向 け 文 化・ 娯 楽 ），

EinsPlus（生活情報），EinsExtra（ニュー

ス）の3つの専門チャンネルがある。1997

年放送開始。

②ARDのラジオサービス（計51ch）

州放送協会がそれぞれ州域向けに，総合編

成，若者向け，クラシック音楽専門など，3

〜8チャンネルのラジオ放送を行っている。

③ZDFのテレビサービス（計4ch）

◦ZDF

総合編成チャンネル。全体としてARDよ

りも保守的で，キリスト教カトリックの価

値観を基調としているといわれる。1963
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年放送開始。

◦デジタルチャンネル

ZDFinfo（ ニ ュ ー ス，1997年 開 始 ），

ZDFneo（25〜49歳の家族向け娯楽，2009

年開始），ZDFkultur（ポップカルチャー，

2011年開始）の3つの専門チャンネルがあ

る。

④ARDとZDF共同のテレビサービス（計4ch）

◦3sat

スイス公共放送SRGとオーストリア公共

放送ORFとの共同制作のドイツ語圏向け

文化チャンネル。1984年放送開始。

◦ARTE

フランスと共同制作の欧州文化チャンネ

ル。1992年放送開始。

◦KI.KA

子ども向けチャンネル。1997年放送開始。

◦Phoenix

時事・ドキュメンタリーチャンネル。議会

中継も行う。1997年放送開始。

⑤ドイチュラントラジオのサービス（計3ch）

◦Deutschlandfunk

情報・文化番組中心に編成。1962年放送

開始。主にFM，DAB+，衛星，ケーブル

で送信。

◦Deutschland Kultur

教養番組中心の編成。1994年放送開始。

主にFM，DAB+，衛星，ケーブルで送信。

◦DRadio Wissen

ウェブサイトと連動した若い世代向けの知

識・情報チャンネル。2010年放送開始。

DAB+，衛星，ケーブルで送信。

3-3　インターネットサービス

3-3-1. インターネットサービスの内容
ARDとZDFは1996年にウェブサイトを

開設している。以来，ニュース，解説・関連

記事，番組動画など，豊富なコンテンツを提

供している。

動画配信では，ZDFは2007年9月に「ZDF

メディアテーク」，ARDは2008年5月に

「ARDメディアテーク」と呼ばれる番組配信

ポータルサイトを開設し，多くの番組を無料

で，オンデマンドないしライブで提供してい

る。オンデマンドでは，番組種類別に提供期

間が定められている。たとえばARDの場合，

ドラマは3か月間，特集・ドキュメンタリー

番組は12か月間，教養番組は5年間，20時

の定時ニュースはアーカイブとして無期限提

供，などである。またARDメディアテーク

では，各州放送協会のすべてのラジオチャン

ネルの同時配信を行っている。

ARDとZDFはまた，携帯端末向けのウェ

ブサイトやスマートフォン向けアプリを提供

している。

3-3-2. インターネットサービスの法制度整備
公共放送のインターネットサービス任務が

初めて法的に規定されたのは1999年で，「主

に番組に関連する内容のもの」を提供できる

とされ，広告は禁止された。2003年には，

番組の内容の掘り下げを行うものに限るとい

う意味で，「番組に付随し，番組に関連する

内容のもの」と限定が加えられた。

ところが，こうした規定に基づいて提供さ

れていた公共放送のインターネットサービス

に対し，商業放送と新聞雑誌業界は，サービ

スが実質的に無制限になっており，公共サー
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ビスの範囲を逸脱しているとして反発し，

2002年から数回にわたりEU域内の競争問題

を管轄する欧州委員会に苦情を申し立てた。

欧州委は調査の結果，ドイツの現行制度は公

正な市場競争を歪める恐れがあるとの見解を

出し，ドイツ政府に改善を求めた2）。

この結果，2008年12月に，主に公共放送

のインターネットサービスの範囲を明確化す

るための大規模な法改正が成立した。これに

より，インターネットサービスに関しては，

①使命の規定と範囲の制限，②個々のサービ

スが公共的使命の範囲内にあるかどうかの事

前審査義務（「3段階審査」），③サービスの達

成度と将来重点計画についての2年ごとの報

告書の公表義務（公共放送による“約束”），

という3つのレベルで法制度が整備された。

①の使命については，インターネットサー

ビスも，テレビ・ラジオサービスと並んで，

公共放送の基本任務（3-1を参照）を果たす第

3の柱として正式に位置づけられた。さらに

インターネットサービスの特別な使命とし

て，「国民のすべてのグループに情報化社会

に参画する機会を提供する」「複雑化した社

会のなかでの状況認識の手助けとなる」「メ

ディアリテラシーの向上に役立つ」という性

格をもっていなければならないとされた。

サービス範囲の制限としては，「ジャーナ

リズムの原則に則った編集」がされておらね

ばならず，その上，「番組のために利用した

素材や情報源を利用し，その番組を主題と内

容の面で掘り下げ，理解の補助を提供するも

の」に限るとされ，番組に関連のない新聞・

雑誌類似サービスは禁止とされた。また，商

品価格比較サービス，交際・交流目的の掲示

板サービスなど17項目におよぶ提供禁止リ

ストが付け加えられた。

動画配信については，「3段階審査」と呼ば

れる事前審査手続きにおいて，社会的・公共

的ニーズと民間事業者の利害を考慮して，妥

当な提供期限を設定することが義務付けら

れ，審査を通さないものは放送後7日まで，

オリンピックなど重要スポーツイベントの配

信は24時間までと定められた。この3段階

審査と，③の報告書の公表義務については

4-2-2で触れる。

3-3-3. インターネットサービスの財源
インターネットサービスは，公共放送の使

命を達成するための手段の1つとして位置づ

けられているため，動画配信サービスも含め，

すべて受信料を財源としている。

2003年には，厳しい経済状況のなか政治

家から出された合理化要請を受け，公共放送

は一連の経費削減案の1つとして，2004年

から2008年のネット関連支出を全体支出の

0.75%以内に抑えるとの約束をしたが，2008

年の法改正でこの制限も撤廃された。2004

年から2008年までの公共放送全体のイン

ターネットサービス関連支出は2億8,480万

ユーロだったが，2009年から2012年までの

計画では6億1,130万ユーロと，2倍以上の

規模になっている3）。

Ⅲ−4 公共放送制度の現状 

4-1　公共放送の法的根拠
州ごとに公共放送法と商業放送法が存在す

るが，各州間の制度を調和させるため，共通

の原則を定めた州間協定が数種類締結されて

いる。ドイツ統一後の1991年に，これら州
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間協定の包括的な整備が行われ，その後

2010年までに計14回の改正が行われてい

る。改正は，これら州間協定を一括で行い，

各州首相が集まる州首相会議が改正州間協定

を採択した後，各州議会が批准して発効する。

また，連邦憲法裁判所が，放送法に関する

違憲審査でこれまで13回もの「放送判決」を

下し，放送制度の基礎を作ってきた。

◦「ドイツ連邦共和国基本法」（憲法）

第5条1項が「個人と公共の自由な意見形

成」を保障しており，連邦憲法裁判所は主

にここから放送法が定めるべき要件を導き

出している。

◦「放送とテレメディアに関する州間協定」

略称「放送州間協定」。1991年制定。各州

の放送法の共通原則を定めており，ドイツ

の放送に関する最も基本的な法規として位

置づけられる。第2章で公共放送の任務，

規律，財源を定める。任務規定については

3-1，3-3-2を，財源規定については5-1を

参照。

◦ 「放送受信料州間協定」

1991年制定。受信料の公平負担の原則（支

払い義務要件，免除要件，強制執行，罰則

など）について定める。詳細は6-1を参照。

2010年改正により「放送負担金州間協定」

に置き換えられた（6-5参照）。

◦ 「放送財源州間協定」

1996年制定。受信料の額と，それを決定

する手続きについて定めている。詳細は

6-2を参照。

◦州公共放送法

ARDに加盟する9の州放送協会の設立法

で，それぞれの任務，組織，規律を定める。

MDR，NDR，RBB，SWRは複数州の共

同設立のため，州間協定という形をとる。

1948〜2002年制定。

◦「ZDF州間協定」

ZDF設立法で，ZDFの任務，組織，規律

を定める。1963年制定。

◦「ドイチュラントラジオ州間協定」

ドイチュラントラジオの設立法で，任務，

組織，規律を定める。1994年制定。

4-2　公共放送の企業統治

4-2-1. 組織
9つの州放送協会とZDFは，それぞれ異

なった法律によって設立されているが，企業

統治の構造は共通している。会長は，公共放

送の全業務を統括し，番組編成の責任を負う。

その会長が率いる執行部の業務を，内部に設

置される2つの評議会が監督している。

①放送評議会（ZDFではテレビ評議会）

公共の利益を代表し，公共放送が法律に定

められた任務を果たしているかどうかを監視

する。具体的には，サービスが番組原則や指

針を遵守しているかどうかの監視，重要事項

に関する会長への助言，会長の選任・解任な

ど重要人事の決定，予算案と決算書の承認な

どを行う。

メンバー構成は，番組編成の内容上の均衡

と客観性を保障するため，社会的に重要だと

みなされる諸グループの代表から構成される

（内部多元性の原理）。例えば，WDRの場合

は，州議会の各会派から13名，教会・労働

組合・消費者団体・自然保護団体などから

21名，ジャーナリズム・文化・学術機関か

ら10名，障害者・移民系団体から3名，計

47名となっている。評議員の数の規模は各
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公共放送機関によって異なり，最小で26名

（RB），最大で77名（ZDF）である。州議会

の会派代表が放送評議会に占める割合は，

14〜27％である。また，州政府の代表が1

名入るところもある。

②管理評議会

番組編成面以外，主に財務面に関して，会

長を含む執行部の業務の監督を行う。メン

バーは主に放送評議会によって任命される。

規模は，6名（BR）〜15名（SWR）である。

管理評議会にも，州議会と州政府の代表が入

るところがある。

また，ARD全体の企業統治に関しては，

各州放送協会の評議会の代表者が集まる

GVK（評議会代表会議）が設置されている。

4-2-2. 放送評議会によるサービスの監督
放送評議会による監督と“約束”

放送評議会は，公共放送のサービスが法律

に定められた任務を果たしているかどうか，

また，報道の客観性と非党派性，サービスと

番組編成の多様性と均衡性など「放送州間協

定」に定められた番組原則を遵守しているか

どうかを監視する。

こうした放送評議会による監督について，

法律ではこれ以上の規定がなかったことか

ら，2003年の法改正では，監督機能を強化

する目的で，「公共放送による“約束”」が制

度化された。これは次のようなしくみになっ

ている。

まず，公共放送は，法律で定められた任務

を具体的にどう実行するかについての規約な

いし指針を制定しなければならない。このガ

イドラインは，公共放送自身が定める番組・

サービスの一般原則である。制定には評議会

の承認が必要で，評議会はその後，このガイ

ドラインに照らして，公共放送のサービスの

監督を行う。

さらに，公共放送は2年ごとに，上記のガ

イドラインに照らした使命の達成状況，サー

ビスの質と量について，また今後2年間の詳

しいサービス計画について報告書を公表しな

ければならないとされた。

以上の新規定に従い，ARDとZDFは，

2004年3月に従来の番組・サービスガイド

ラインを改定した4）。また，ARDとZDFは

2004年10月から2年ごとに報告書を公表し

ている5）。

インターネットサービスの「3段階審査」

さらにインターネットサービスの監督につ

いては，3-3-2で触れた2008年の法改正によ

り，「3段階審査」と呼ばれる評議会による事

前審査が制度化された。

まず公共放送の会長が，サービスの目的・

対象・内容・提供期間・コストなどを詳細

に記した計画書を評議会に提出する。評議

会は，計画書に基づいて，そのサービスが，

①国内の民主主義的・社会的・文化的なニー

ズを満たすものか，②民間事業者とのジャー

ナリズム競争に質的な観点で貢献するもの

か，③予算規模は適切か，の3段階で検討を

行う。その際，市場への影響に関する外部

の専門家による鑑定や，関係者の意見も考

慮しなければならない。内部監督機関が審

査の後これを承認し，さらに審査が以上の

ような法律で定めた手続きに則って行われ

たことを州政府が官報上で確認した後，サー

ビス提供が可能になる。
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公共放送は，インターネットサービスを新

しく開始するとき，または大きく変更する場

合に，この審査を事前に行わなければならな

い。さらに，既存のすべてのインターネット

サービスについてもこの審査で総点検しなけ

ればならないとされたため，その後ARDと

ZDFは，総計36件におよぶ審査を1年あま

りかけて行った。この結果，ARDでは既存

のコンテンツの50〜70％を，ZDFでは

85％を削除することになった6）。

また上で述べた2年ごとの報告書では，イ

ンターネットサービスに関しても，任務の達

成状況，サービスの質と量，今後2年に計画

しているサービスの重点について報告が求め

られている。

4-2-3. 外部規制機関
①KEF（公共放送の財源需要審査委員会）

公共放送が2年ごとに提出する財源需要の

申請を受け，その計画が法律で定められた任

務範囲を逸脱していないか，経費削減と合理

化の可能性を十分に活用しているかを詳細に

審査し，受信料の値上げの必要性，額，時期

について2年ごとに州政府に答申を出す。詳

細は6-2を参照。メンバーは，会計監査，経

営学，放送法，メディア研究，放送技術の専

門家と州会計検査院の代表，合計16名から

構成される。

②州会計検査院

州会計検査院は，公共放送とその子会社の

決算書の監査を行う。

Ⅲ−5 公共放送の財源

5-1　財源の保障，種類
連邦憲法裁判所は，公共放送が憲法から導

き出される任務を果たすため，また，商業放

送に対する競争力を保ち，技術が発達しメ

ディア環境が変化しても，変わらずその役目

を果たすことができるように，それに見合っ

た財源を公共放送に与えなければならない，

と，放送判決のなかで述べている7）。これを

ふまえて，「放送州間協定」では，「公共放送

には，憲法と法律に定められた任務を達成で

きるような財源が与えられるものとし，それ

は公共放送の存続と発展を保障するものでな

くてはならない」と定めている。

財源の種類は，受信料，広告放送収入，そ

の他の収入の3つで，主な財源は受信料とす

ると，同じく「放送州間協定」が定めている。

その他の収入は，利子収入，子会社・関連会

社からの収入，権利販売，施設賃貸料，スポ

ンサーシップ収入などが入る。

受信料についての詳細はⅢ−6を参照。

5-2　総収入の経年比較
ARDとZDFの2001年から2009年までの

収入の経年変化が表2と表3である。広告収

入の数字は，ARDとZDFの広告子会社から

の収入を表している。スポンサーシップ収入

はその他に含まれ，全体に占める比率は

ARDでは0.4〜0.8％，ZDFでは0.9％〜1.6％

の間で推移している。

5-3　総支出の内訳
2009年のARDとZDFの総支出の内訳は

表4と表5である。
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5-4　財源確保のための合理化
2003年にはドイツ経済が構造不況に陥り，

公共放送の経営にも風当たりが強くなってい

たが，そのようななか，KEFは2004年1月

の受信料改定の答申で，公共放送の値上げ要

望額をおよそ半分に切り詰めたうえで，経費

削減の努力が足りないとして，ARDとZDF

に大幅な合理化を行うよう求めた。これを受

けて，ARDの各州放送協会とZDFは2004

年から2005年にかけ，各協会の制作体制の

合理化，協会間での協力の推進，技術部門で

の合理化，人件費の削減，番組経費削減，オー

ケストラの統合など，一連の構造改革施策を

発表した8）。

これらの施策について，KEFは2006年以

降の報告書で，一定の成果をあげていると認

めた。特に，2005年から2009年の受信料額

が政治的な理由からKEFの答申よりも低く

設定されたうえ，2008年には金融・経済危

表3　ZDFの収入の経年変化

総収入
（ユーロ）

受信料
収入（％）

広告放送
収入（％）

その他
（％）

2001 17億6,940万 84.0 8.2 7.8

2002 17億7,840万 84.7 6.4 9.0

2003 17億6,340万 85.8 6.2 8.0

2004 17億9,570万 84.8 6.1 9.1

2005 18億8,720万 85.9 5.3 8.8

2006 19億5,790万 85.2 6.3 8.5

2007 19億5,880万 85.2 5.9 8.9

2008 19億5,150万 85.3 6.2 8.5

2009 20億4,570万 86.4 5.4 8.2

『ZDF年鑑』より作成

表4　2009年のARDの総支出の内訳

内　訳 （ユーロ）

人件費 20億7,600万

著作者・制作者報酬支払い 14億1,450万

ARD共同制作番組費 8億2,720万

番組制作関連費 2億   940万

番組送信費 2億9,120万

減価償却費 3億   620万

受信料徴収費 1億7,290万

その他 9億9,570万

総支出 62億9,310万

『ARD年鑑』より作成

表5　2009年のZDFの総支出の内訳

内　訳 （ユーロ）

人件費 3億5,930万

番組制作費 11億8,400万

その他 4億2,680万

総支出 19億7,010万

『ZDF年鑑』より作成

表2　ARDの収入の経年変化

総収入
（ユーロ）

受信料
収入（％）

広告放送
収入（％）

その他
（％）

2001 60億   520万 79.9 3.6 16.5

2002 60億4,680万 80.5 2.2 17.0

2003 59億4,060万 82.5 2.0 15.5

2004 60億   840万 82.4 2.1 15.5

2005 61億6,130万 83.1 2.1 14.8

2006 62億5,510万 83.6 2.3 14.1

2007 62億9,100万 83.3 2.4 14.3

2008 61億8,100万 84.4 2.3 13.3

2009 63億3,310万 85.6 1.7 12.7

『ARD年鑑』および「KEF報告書」から作成
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機によって収入が落ち込んだにもかかわら

ず，公共放送が赤字に陥らずにすんだのは合

理化努力のおかげであると評価した。しかし，

KEFは，2008年と2010年の報告書で，ARD

の人件費削減については不十分で，特に規模

の大きい州放送協会の人員削減が必要だと指

摘している。

Ⅲ−6 受信料制度

6-1　受信料の性格と体系
1923年以来，ドイツでは受信料の徴収が

行われてきたが，2013年から「放送負担金」

に移行することが決まっている。

6-1-1. 歴史的経緯
1923年に初めて導入された「放送受信料」

（以下「受信料」）は，「受信機の設置および使

用の許可料」という性格をもち，逓信省の帝

国郵便が額を決め，徴収していた。戦後は，

連邦郵便が徴収業務を引き継いだが，受信料

の法的性格はさしあたりあいまいなままにさ

れていた。

1968年に連邦行政裁判所が，受信料に関

する権限は連邦ではなく州にあるとする判決

を下したことで，州が受信料制度を整備する

必要が生まれ，1970年に初めて「放送受信料

州間協定」が結ばれた。これにより，受信機

の所有者は届け出義務と受信料支払い義務を

負うこと，同一世帯内の2台目以降の受信機

は対象外となることなど，現行の規律が定め

られた。

受信料の法的性格について，連邦行政裁

判所は，連邦通信法に基づく受信機の設置

に対する許可料ではないというにとどまり，

州の権限を尊重し，それ以上の判断はしな

かった。学説では，実際に利用したサービ

スの対価を意味する「料金」なのか，それと

も，実際の利用にはかかわらず，サービス

の利益を受けることができる可能性に対し

て払う「負担金」なのか，という議論が1950

年代後半から長らくあった。広く受け入れ

られていた解釈は，受信料は，放送番組の

実際の利用頻度とは関わりなく，放送サー

ビスの利益を受けることができるという可

能性に対して払う「負担金の性格をもつ料

金」である，というものだった9）。

連邦憲法裁判所は，国庫を経由せず，また

視聴率にも依存しない現行の受信料という形

態が，公共放送の財源として望ましいことを

確認している10）。

また1987年の法改正により，1988年1月

から，受信料の2%を，商業放送の監督，パ

ブリックアクセスチャンネルや市民のメディ

アリテラシーの促進などを任務とする各州メ

ディア監督機関の財源として分配している

（6-3を参照）11）。このことは，受信料は，公

共放送だけの財源ではなく，ドイツの放送制

度全体を支えるための公的負担金であること

を意味している。

6-1-2. 受信料の種類，徴収根拠，免除規定
受信料の種類は，ラジオ受信機の所有者が

払う基本料金と，テレビ受信機所有世帯が基

本料金に加えて払うテレビ料金がある。受信

機の所有者は，GEZ（受信料徴収センター：

6-3参照）への登録義務を負う。同一世帯に

ある2台目以降の受信機や，配偶者と被扶養

者が所有する受信機は対象外になる。事業所

の受信機も対象となる。
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1999年に公共放送のインターネットサー

ビスの任務が法的に規定されたとき，同時に

インターネットに接続できるパソコンも受信

機扱いとすると定められた。ただし，公共放

送のインターネットサービスの規模がまだ小

さいことから，さしあたり2003年末まで−

その後さらに延長され2006年末まで−徴収

しないというモラトリアム条項が付けられ

た。2007年1月から，インターネットに接

続できるパソコンや携帯端末など「新型受信

機」は，ラジオ受信機と同等の扱いとされ，

基本料金が徴収されている。事業所にあるパ

ソコンは，1台目のみ徴収対象である。

受信料の支払い免除は，生活保護や失業保

険の受給者，視聴覚障害者，また病院や社会

福祉施設などに対する免除規定が，「受信料

州間協定」に細かく定められている。免除申

請者は，保険の給付証明書や障害者証明書を，

GEZに提出しなければならない。

6-2　受信料額の決定手続き

6-2-1. 手続き確立の経緯と「受信料判決」
受信料額は，ラジオ料金は1924年から，

テレビ料金は1953年から，1969年まで同一

額で維持された。1970年に初めて値上げが

行われたとき，各州議会の議論が予想以上に

難航したことから，州政府は1975年に，改

定議論を客観的に進めるために，諮問機関と

してKEF（公共放送の財源需要審査委員会）

を設置した。KEFは，州政府から5名，州

会計検査院から4名，経営学などの専門家4

名で構成され，公共放送の値上げ申請を審査

し，州首相に改定額の答申を出すことが任務

とされた。

しかし，このKEF答申には拘束力がなく，

州首相の決定の参考資料とされるにすぎな

かった。このため1980年代半ばまで，受信料

改定の際に，州首相が選挙の票を伸ばすため

のアピール戦略として，KEFの答申よりも低

い金額に抑えることが慣例となっていた12）。

バイエルン州上級行政裁判所は，こうし

た手続きに違憲の疑いがあるとみて，1988

年に連邦憲法裁判所に案件を移送した。審

理の結果，憲法裁は1994年2月，第8次放

送判決（「第1次受信料判決」とも呼ばれる）

の中で，従来の受信料額決定手続きは，政

府ないし政治家が公共放送の財源決定権を

恣意的に濫用し，憲法に基づいた公共放送

の使命の達成を脅かす危険性をはらんでい

るため，違憲であると判断した。憲法裁は

また，政治は一国のなかでどのような放送

制度を作るか，公共放送の任務範囲をどの

ように定義するかというメディア政策上の

決定を行うことができるが，その決定と，

受信料額についての決定は手続き上分離し

ていなくてはならず，受信料額の決定のな

かに，メディア政策上の意図を忍びこませ

てはならない，という規範を示した。

この判決を受け，各州は1996年に「放送財

源州間協定」を締結し，従来のKEFの独立性

と権限を強化する形で，受信料額決定手続き

を新たに制度化した。

6-2-2. 受信料額の決定手続き
1996年の「放送財源州間協定」では，KEF

の構成と受信料額の決定手続きが次のように

定められた。

KEFのメンバーは，州政府の代表が外さ

れ，会計監査および企業コンサルティングの

専門家3名，経営学の専門家2名，放送法の
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専門家で裁判官資格をもつ者2名，メディア

経済学およびメディア学の専門家3名，放送

技術の専門家1名，州会計検査院から5名の

計16名から構成されることになった。任命

は，各州が1名行う。

手続きは，次のような3段階で行う。

⑴ARD，ZDF，ドイチュラントラジオは，2年

ごとに，KEFの定める形式で，4年間の経

営計画とその間の財源要望額の申請を行う。

⑵KEFは，公共放送の申請を基礎に，サー

ビス計画が法律で定められた任務範囲を逸

脱していないか，その資金計画が経済的運

用と経費削減の原則にかなっているか，合

理化の余地がないかを詳細に審査し，受信

料の値上げの必要性，その額と時期につい

て2年ごとに州政府に答申を出す。

⑶各州政府は，KEFの答申に基づき，値上

げ額について合意する。その際，KEF答

申の額を下方修正することは，受信料支払

者の適切な経済的負担を理由としてのみ許

されるが，その場合州首相は，KEF答申

額がなぜ不適切な負担であるかを客観的に

証明しなければならない。値上げ額につい

て州首相が合意した後，各州議会で批准を

行うが，この際，州議会は批准するか，否

決するかの選択しかなく，額を変更するこ

とはできない。

KEFは通例，1997〜2000年，2001〜2004

年，2005〜2008年，2009〜2012年というよ

うに4年間の期間（“受信料期間”と呼ばれる）

を設定し，この期間の公共放送の財源需要を

審査し，受信料の額を割り出す。したがって，

受信料値上げは4年ごとに行われるのが慣例

である。受信料額の経年変化は表6である。

2003年から2004年にかけて，ドイツが構

造的な経済不況にみまわれるなかで行われた

受信料改定論議の際，州首相は，国民全体が

社会保障改革など痛みを伴う構造改革を強い

られるなか，公共放送だけが「聖域」であっ

てはならないと主張し，2005年から2008年

までの受信料額について，KEF答申よりも

値上げ幅を抑え，かつ値上げの時期を3か月

遅らせる決定を下した13）。

これに対してARD，ZDF，ドイチュラン

トラジオは憲法裁に提訴を行った。憲法裁は

2007年9月の判決（「第2次受信料判決」と呼

ばれる）のなかで，州首相はKEF答申額を引

き下げる必要性について客観的な証明ができ

ておらず，またメディア政策的意図を受信料

額決定にもちこんだ疑いがある，として違憲

の判断を下している。

6-3　受信料の徴収と配分
受信料の徴収は，長らく連邦郵便（戦前は

表6　受信料額の推移（月額）
年 基本料金 テレビ料金

1924～1952 2.00マルク
（1.02ユーロ） ――

1953～1969 2.00（1.02） 5.00マルク
（2.56ユーロ）

1970～1973 2.50（1.27） 6.00（3.07）

1974～1978 3.00（1.53） 7.50（3.83）

1979.1～1983.6 3.80（1.94） 9.20（4.70）

1983.7～1987.12 5.05（2.58） 11.20（5.73）

1988.1～1989.12 5.16（2.63） 11.44（5.85）

1990.1～1991.12 6.00（3.07） 13.00（6.65）

1992.1～1996.12 8.25（4.22） 15.55（7.95）

1997.1～2000.12 9.45（4.83） 18.80（9.61）

2001.1～2005.3 10.40（5.32） 21.18（10.83）

2005.4～2008.12 5.52ユーロ 11.51ユーロ

2009.1～2012.12 5.76 12.22

※カッコ内はドイツマルクをユーロに換算した数字
Media Perspektiven Basisdaten 2010より作成



192│NHK放送文化研究所年報2012

帝国郵便）が全国23か所の支所で行っていた

が，1970年の「受信料州間協定」で，公共放

送自身が徴収業務をどのように行うかを決定

することができるとされた。ARD，ZDF，

ドイチュラントラジオは1973年に，共同で

GEZ（受信料徴収センター）をケルンに設立

し，1976年から業務を開始した。GEZは，

子会社ではなく，公共放送共通の出先機関の

ようなものである。GEZ設立による業務の

中央集中化と電算化で，徴収費用の大幅削減

が可能になった。

GEZが徴収した受信料は，「放送財源州間

協定」の規定に従い，次のように配分される。

まず基本料金（ラジオ・新型受信機）の収入

については，6.8627％がドイチュラントラ

ジオに，1.9275％が州メディア監督機関に，

残りがARDに分配される。テレビ料金の収

入は，38.9006％がZDFに，1.8818％が州

メディア監督機関に，残りがARDに配分さ

れる。結果として，2010年の受信料配分は，

図1のようになっている。

ARDの各州放送協会への配分は，それぞ

れの地域の受信料支払者の数に応じて配分さ

れる（図2）。

また，規模の小さいRBとSRが，このま

までは収入が少なく運営が困難になることか

ら，他の州放送協会が協力して資金を拠出し

あう「財源調整」の制度がある。拠出金の総

額は，「放送財源州間協定」によりARDの受

信料収入総額の1%と定められており，その

負担比率はARD内で取り決めている。

なお，GEZの財源はすべて受信料で，受

信料配分を受けるARD，ZDF，ドイチュラ

ントラジオ，および州メディア監督機関がそ

れぞれ拠出している。2010年のGEZの運営

経費は1億6,050万ユーロで，受信料収入全

体に占める割合は2.1%だった。また職員数

は約1,150名である。

　

6-4　受信料の収納率と罰則規定

6-4-1. 未登録者対策
公共放送は，2つの方法で未登録世帯の把

握に努めている。まず，2004年の法改正に

より公共放送は自治体の住民登録局や民間業

者のデータベースが利用できるようになり，

GEZがこうしたデータをもとに，未登録と

推定される世帯にダイレクトメールを送付し

図 1　受信料の配分比率

ARD
71.3%

「GEZ年次報告 2010」より作成

ZDF
24.2%

ドイチュラントラジオ
2.6%

州メディア監督機関
1.9%

図 2　ARD内での受信料配分比率

BR
16.4%

「GEZ年次報告 2010」より作成

HR
7.5%

WDR
20.9%

MDR
10.7%

RB
0.8%

SR
1.2%

RBB
6.7%

NDR
17.6%
NDR
17.6%

SWR
18.2%
SWR
18.2%
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ている。また，ARDの各州放送協会が，委

託調査員による戸口訪問調査を行っている。

未登録者が受信機を所有していることが

はっきりしていて，GEZや委託調査員によ

る情報請求に1か月以上応じない場合，州放

送協会は，当該者に1,000ユーロ以下の罰金

を科すことができる。罰金の徴収は，自治体

が行う。

未登録世帯の割合は，ベルリン，フランク

フルト，ミュンヘン，シュトゥットガルトな

ど大都市で特に多く，21.5％〜23.1%を占め

る。各州放送協会の調査員が把握した2008

年の登録率は表7のとおりである。

ARDは2006年以降，訪問調査の予算を削

減している。これに対しKEFは，受信料負

担の公平さという観点からも，未登録者を減

らすことに力を注ぐべきだと要求している

が，ARDは，委託調査員の新規雇用が難し

くなっていること，また委託調査員に対する

市民の非協力的・敵対的態度が増加している

ことを理由として挙げている14）。

6-4-2. 不払い者対策
不払い者に対しては，GEZが「確認」，「督

促」，2回の「警告」と，計4段階の通知を行う。

2回目の警告の後も支払いがない場合，州放

送協会は，自治体に強制執行の申請手続きを

行う。強制執行は行政上のもので，裁判所の

執行文なしに執行され，徴収された金額は州

放送協会に口座振替で送付される。2010年

の強制執行の件数は，72万3,515件であった。

さらに州放送協会は，受信料を6か月以上

滞納している場合，当該者に1,000ユーロ以

下の罰金を科すこともできる。

受信料登録世帯のうち，最終的に徴収がで

きなかった世帯の割合は，2010年で2.02％

だった。

6-5　2013年からの新制度
放送と通信の融合が進み，今日では，パソ

コンの他にも，放送サービスを利用できる機

器が多様化・多機能化しており，かつてのよ

うに，テレビやラジオが世帯の中心にあり，

その周りで人々が番組を視聴しているという

シンプルな利用環境の想定ができなくなって

いる。このため，受信機の所有それ自体を受

信料徴収の根拠とすることが説得力を失い，

また受信機所有の確認も困難になっているこ

とから，特に都市部の若者のあいだで未登録

者が増えるなど，構造的な徴収不足の問題が

生じてきた。

また，2007年からはPC受信料の徴収も始

まったが，自営業者の仕事用のパソコンをど

う扱うかなどについて訴訟が各地で相次ぎ，

裁判官によって判断が分かれている。

以上のような状態は，公共放送の財源の安

定を脅かすだけでなく，平等を原則とし，プ

表7　2008年の各州放送協会担当地区における受信
機登録率

ラジオ（％） テレビ（％）

BR 98.75 96.11

HR 95.56 93.91

MDR 97.63 96.63

NDR/RB 96.35 95.38

RB 95.89 94.68

RBB 89.21 87.44

SWR/SR 95.91 92.76

SR 93.30 92.81

WDR 96.32 96.30

「第17次KEF報告書」より作成
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ライバシーを尊重する法治国家として看過で

きない事態であるという認識が徐々に広まっ

ていった。こうして州首相は2006年10月，

受信料の公平負担と簡素化のための制度改革

の検討を行うことで合意した。

論議の過程で，⑴税金化モデル，⑵国民一

人一人から徴収する負担金モデル，⑶現行制

度の改良モデル（受信料額の一本化），⑷受

信機の所有に関わらず全世帯に一律に課す負

担金モデルの4つが検討された。公共放送側

は，公法・租税法の専門家で元連邦憲法裁判

所裁判官のパウル・キルヒホフ氏に，望まし

い受信料制度改革についての鑑定書の執筆を

依頼していたが，2010年5月に鑑定書が公

表された。キルヒホフ氏は，⑷の放送負担金

のモデルが，憲法的観点からも，また実行可

能性という観点からも，もっとも適切である

という見解を出した。これにより，受信料の

法的性格も，これまで「負担金という性格を

もつ料金」というあいまいな位置づけであっ

たが，「負担金」として明確になる（6-1-1参

照）。

この鑑定書は，州政府側が準備していた法

案に青信号を出すものだった。各州首相は

2010年12月，これまでの「放送受信料州間

協定」を廃止し，「放送負担金州間協定」を導

入する法改正を行った。

新しく導入される「放送負担金」は，その

法的性格や額の決定手続きについては従来の

受信料と変わらないが，徴収根拠と方法に関

して，より公正かつ簡素にするものである。

今後は，受信機の所有や種類に関わらず，す

べての世帯が同額の負担金の支払い義務を負

う。これにより，⑴未登録者の問題がなくな

り，公平負担の原則が徹底される，⑵訪問調

査は不要になりプライバシーの保護も改善さ

れる，⑶世帯につき1件分の負担金という簡

明な方式になり，支払い意識の向上が期待さ

れる，といったメリットが期待されている。

現在，各州議会の批准が行われており，新

制度は2013年から発効する予定である。

Ⅲ−7 今後の課題と展望

7-1　若年層離れ対策
以上にみてきたように，公共放送は，任務

と財源に関して，連邦憲法裁判所の判決と法

律によるしっかりとした制度的な保障を受け

ている。受信料の値上げ幅を抑えこみ，公共

放送の改革を促そうとした州政府の試みは違

憲と判断されたし，また，ますます大きな問

題となってくることが予想されていた受信料

の徴収不足についても，2013年から全世帯

からの徴収が決まったことで，悩みの種が

減ったといえる。

しかし，財源に関しては盤石ともみえるド

イツの公共放送も，若年層離れという危うい

問題を抱えている。

2010年の公共放送の視聴シェアを年齢層別

にみると，3歳以上のすべての視聴者では

40.3%であるのに対し，14歳から49歳までの

層ではわずか12.1％，逆に50歳以上の年齢

層では56%となっている15）。視聴者の平均年

齢は，ARD第1テレビとZDFはともに60歳，

ARD第3チャンネルは61歳である16）。放送

文化研究所が2011年に行った調査でも，ドイ

ツにおいて，商業放送よりも公共放送を多く

見るという「公共放送派」の占める割合は，50

代以上の年齢層に比べ，20代，30代で顕著

に少なくなっている17）。
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2013年からの「放送負担金」制度で，受信

料の不払いに悩まされずにすむことになると

はいえ，当然のことながら，公共放送がすべ

ての国民のためにサービスを提供し，憲法上

の任務を果たすということが前提である。若

年層の公共放送離れは，こうした前提を掘り

崩しかねない。ARDとZDFはともに，主に

新しいデジタルサービスによって，この傾向

を食い止めようと考えている。

ZDFは，インターネットによる番組配信

サービス「ZDFメディアテーク」に引き続き

力を入れているほか，これまでメインチャン

ネルの番組の再放送が多く，視聴率も低かっ

た3つのデジタル専門のテレビチャンネル

を，それぞれ若い世代向けの新コンセプトで

リニューアルを行った。まず2009年11月に，

25〜49歳の若い家族を主な対象にした専門

チャンネル「ZDFneo」の放送を開始した。編

成の中心はリアリティショウ，ドキュメンタ

リー，映画，ドラマで，若い世代の生活時間

にあわせてプライムタイムを21時台に設定

している。また，2011年5月には，ポップ

カルチャーを中心に，現代の新しい文化状況

を幅広く紹介する文化専門チャンネル

「ZDFkultur」を，9月にはインターネットと

連動させたニュース・情報チャンネル

「ZDFinfo」を開始した。

ZDFに比べて，ARDは取り組みが遅れ気

味であるが，ARDの評議会代表会議GVKは，

2011年2月，「若者たちと接触するためのコ

ンテンツ・伝送路・戦略」と題したフォーラ

ムを開催し，州放送協会の評議会，執行部，

番組制作者など広く関係者が集い，議論を

行った。GVKはフォーラムを総括して，こ

れまで各州協会レベルでさまざまな試みが行

われてはいるが，ARDのサービス全体とし

ては，テーマと表現の点で新しく魅力的なも

のになっていないとした。そして，ARD執

行部が打ち出した次のような方針に支持を表

明した。

◦第1テレビと，デジタルチャンネル

Einsfestivalの若者向け番組制作への投資

を増やす。特に，Einsfestivalを30〜40代

向けの文化・娯楽チャンネルとして今後

徐々に拡充していく

◦若者がインターネットでARDのコンテン

ツに接触し，利用できるようにする。その

ために，特にすでによく利用されている若

者向けのラジオチャンネルを活用しなが

ら，クロスメディアでARD横断的なプロ

モーションを行う

　GVKはその上で，次のような提言を行っ

た。

◦上記の努力を長期的に継続していくため，

予算面にも踏み込んで，「約束」の制度を

活用すべき

◦ARD全体の番組制作予算の10%を若者向

け番組開発に充て，ARD内で競争を促進

すること

◦若者たちが主に「意見形成」を行う場となっ

ているソーシャルメディアで，ARDのプ

レゼンスをどう高めるかについてのガイド

ラインを作成する

また，ARDの執行部とGVKは，今後この

問題について継続的に協議の場を設けていく

ことが確認された18）。

　

7-2　任務範囲見直し議論
州政府の側では，受信料の新制度の導入が

決まった折，公共放送の任務範囲の再点検を



196│NHK放送文化研究所年報2012

行う方針を決め，ザクセン州首相官房が中心

となって，2014年までに議論の土台となる

報告書を作成することで合意した。報道によ

れば，ARDとZDFのチャンネル数，娯楽番

組やスポーツ中継の範囲などが検討される。

これがどういう結論になるかはまだ見えてい

ない。

（すぎうち ゆうすけ）

注：
 1）1961年 の 第1次 放 送 判 決（BVerfGE 12, 205 

<260>），1986年の第4次放送判決（BVerfGE 

73, 117 <158>），1994年 の 第8次 放 送 判 決

（BVerfGE 90, 60 <90>），1998年2月 の 判 決

（BVerfGE 97, 228 <257>），2007年9月の判決

（BVerfGE 119, 181 <218>）

 2）欧州委員会とドイツ政府の協議の経緯について

は，杉内有介「問われる公共放送の任務範囲とガ

バナンス〜EUの競争政策とドイツ公共放送〜」

『放送研究と調査』2007年10月号

 3）「第17次KEF報告書」（2009年12月）123頁以下。

ただし公共放送は，このインターネット関連支

出の増加の大部分は，施設やハードウェア費用

など間接費用を計上するなど，算出方法を変更

したことが原因だと説明している。

 4）ARDは「ARD第1テレビとその他の共同チャン

ネルおよびサービスにおける共同作業の諸原則」

（Grundsätze für die Zusammenarbeit im ARD-

Gemeinschaftsprogramm“Erstes Deutsches 

Fernsehen”und anderen　Gemeinschaft-

sprogramm und –angeboten），ZDFは「ZDFの番

組指針」（Richtlinien für die Sendung des “Zweietn 

Deutsches Fernsehens”）

 5）“約束”の制度については，石川明「公共放送の視

聴者への“約束”」『現代思想』2006年3月号，横

山滋「公共放送の事業運営と視聴者への“約束”」

『放送研究と調査』2006年3月号

 6）2010年4月21日付け ARDプレスリリース，

2011年2月9日付けZDFテレビ評議会「3段間審

査の総括」，南ドイツ新聞2010年8月27日「ARD

とZDF，創造的拡大の後，オンラインサービス

の70％を削除」

 7）1992年 の 第7次 放 送 判 決（BVerfGE 87, 181 

<198f.>），1994年の第8次放送判決（BVerfGE 

90,60 <90f.>）

 8）ARD，ZDF，ドイチュラントラジオが2004年4

月 に州首相に提出した文書はepd medien, 

32/2004，2005年7月にKEFに提出した文書は，

「第15次KEF報告書」（2005年12月）付属文書

6-8 

 9）Beck’scher Kommentar zum Rundfunkrecht, 2．

Aufl., 2008, S.1087; A. Hesse, Rundfunkrecht, 

3.Aufl., 2003, S.180ff

10）第7次判決（BVerfGE 87, 181 <199>），第8次判

決（BVerfGE 90, 60 <90>）

11）州メディア監督機関については，杉内有介「ドイ

ツ州メディア監督機関〜連邦的規制と共同規制

〜」『放送研究と調査』2010年11月号

12）K-D. Möller, 「“最前列にて”：連邦憲法裁判所と

公共放送」『ARD年鑑2010』24頁

13）内野隆司「世界の公共放送 −デジタル時代の課

題と財源− 受信料改定案に議論百出」『放送研究

と調査』2004年9月号

14）「第17次KEF報告書」234頁

15）州メディア監督機関『年鑑2010/2011』77頁

16）Fokus Online記事（2011年4月16日付け）。2010

年4月から2011年3月にかけて行われた調査結

果。

17）中村・荒牧・東山・井田「世界の公共放送はどう

受け止められているのか〜「公共放送に関する意

識」6か国比較調査から〜」『放送研究と調査』

2011年10月号

18）2011年4月6日付け評議会代表会議GVKプレス

リリースによる「第3回GVKフォーラム」の総括

と提言。
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Ⅳ−1 要点 

  イタリアの公共放送RAIとNHKとの大き

な違いは，財源としての広告収入の有無であ

る。RAIの主な財源は，受信料収入と広告収

入であり，広告収入の割合はインターネット

媒体の台頭で縮小傾向にあるが，それでも

2010年実績で約3分の1を占める。その結果，

ある程度視聴率を重視した番組制作による番

組の質の低下や，広告収入が主な財源である

民放，中でも規模において同程度である直接

的ライバルMediaset（メディアセット）との

類似化が，しばしば批判の的となっている。

そのため，公共放送から広告をなくすべきと

いう論議，ひいては何らかの形で民営化すべ

きとの論議はいまだに続いている。さらに，

RAIの経営委員会の任命方法に絡んで，長年

指摘されてきた政治的圧力からの完全な独立

の方法も模索されている。

また，元々脱税率の高い国という事情の中，

「イタリアで最も憎まれている税」と言われ

るRAI受信料の不払い率は30％以上にのぼ

り，地上放送の完全デジタル化を前に，公共

放送の財源の確保も大きな問題である。現ベ

ルルスコーニ政権（執筆当時）は受信料の値

上げには消極的で，近年インフレ率以上の受

信料の値上げは行われていない。アナログ時

代にはRAIとMediasetの「2極体制」であっ

たが，現在，財源規模においては，公共放送

RAI，民放Mediaset，そして衛星有料テレビ

Sky Italiaの3者が国内市場をほぼ3分する

状況である。そのような状況の中で，

Mediasetは有料市場においてシェアを拡大

し続け，テレビ市場全体の広告規模も伸び

悩む中，RAIが今後有料サービスに踏み出

すのかが注目される。

Ⅳ−2 公共放送の成り立ち

イタリアの公共放送はRAI（Radiotelevisione 

Italiana，イタリア放送協会）のみが実施して

いる。RAIの母体は，1924年にトリノでラ

ジオ放送を始めたURIであり，1954年のテ

レビ放送の開始直後に現在の名称に改称され

た。イタリアでは1910年以降1975年まで，

無線通信事業は法律で国家に留保されていた

こともあって，公共放送は，テレビ放送の開

始当初からRAIのみが実施している。

1976年に，憲法裁判所が「RAIによるロー

カル放送の独占は違憲」との判断を下したこ

とで民間ローカル局の開局が相次ぎ，全国規

模の民放も誕生したが，公共放送がRAI以

外の事業者に委託されたことは過去にない。

1995年の国民投票では，RAIへ民間資本

導入を認める案が可決され，RAIは民営化へ

向けて動き出すことになった。2004年の放

送通信改革法（通称，ガスパッリ法）で，初

めて民営化条項が盛り込まれたものの，実施

イタリアの公共放送の制度と財源
広 塚  洋 子

Ⅳ
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には至っておらず，具体的な方法や，民営化

自体の是非をめぐる論議はいまだに続いてい

る。

法的には，「ラジオテレビジョンの一般公

共サービス」の提供免許をRAIに付与する形

をとり，その任務と義務は，3年毎に更新さ

れる「事業契約書」に明記されている。現在は，

2005年に公布された「放送統一法典」により，

同サービスの提供は，2016年5月6日まで

RAIに委託されている。よって，今回の報告

は，RAIを対象とする。

Ⅳ−3 公共放送のサービス

3-1　テレビとラジオ
RAIは，2011年3月時点で，地上デジタル

テレビと衛星プラットフォームTivù Satで

13チャンネルをすべて無料で放送している。

ラジオでは，7チャンネルを提供している。

〈 総合編成チャンネル〉

・Rai  Uno

ニュースと娯楽のファミリー向け総合編成

で，RAIのメインチャンネル。音楽やスポー

ツのビッグイベントも放送するほか，時代の

トレンドを発信する役割も担う，RAIの挑戦

チャンネルでもある。

・Rai  Due

若者向け総合編成。スポーツ，バラエティ

中心。

・Rai  Tre

文化，教養，地域情報中心の総合編成。事

業契約書により「公共サービス」と位置づけ

られるジャンルの提供が最も高い割合で義務

づけられている。

〈 専門チャンネル〉

・Rai 4（ドラマ，映画中心の若者向け準総合）

・Rai Storia（教養，科学，芸術）

・Rai News 24（24時間ニュース）

・Rai Sport Più（スポーツ専門）

・RaiSat Extra（RAI制作番組セレクト）

・RaiSat Premium（国内ドラマ専門）

・RaiSat Cinema（映画専門）

・RaiSat Yoyo（幼児向け）

・Rai Gulp（子ども向け）

・Rai Scuola（学校教育）

〈ラジオチャンネル〉

・Radio 1（ニュース）

・Radio 2（娯楽中心）

・Radio 3（文化，芸術，教養中心）

・GR Parlamento（国会関連情報）

・Isoradio（交通情報，音楽全般）

・FD4（軽音楽中心）

・FD5（クラシック音楽中心）

〈国際サービス〉

・Raitalia（テレビ，ラジオ，インターネット）

3-2　インターネット
・提供サービス

RAIは，もともとFastwebと合同でジョイ

ントベンチャー「Rai Click」を設立し，2001

年7月より，「Rai Click TV」の名称で，国内

で初めてとなるVODサービスの提供を行っ

ていた。「Rai Click TV」では，ウェブ上で

一部のコンテンツを無料で提供するほか，

Fastwebの契約者向けに，有料でさらに豊富

なコンテンツを提供していた。

その後2007年7月には，RAIはグループ

のインターネット展開を一元的に統合し，

「Rai.tv」の名称で，すべて無料でインター
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ネット向けサービスを始めた。提供サービス

はテレビとラジオの全チャンネルのライブス

トリーミング，一部チャンネルの7日間見逃

し番組配信（Rai Replay），ライブラリーの

VODサービス，一部番組のMP3端末向け

ポッドキャスティングなど。コンテンツは著

作権上問題のない範囲で，すべてのジャンル

に渡っている。

ポッドキャスティングについては，2010

年のラジオ番組のダウンロード件数は約

2,100万件で，前年度に比べ56％増えた。ま

た，RAIの年次報告書によると，これらは新

しい視聴の形であるとして，新たな財源の可

能性があるとしている。

インターネット展開は，現在，子会社であ

るRai Netが行っているが，近々本体へ統合

される予定である。Rai Netは，ニュースや

見逃しサービス提供のためのiPhoneやiPad

向け専用アプリなどを2010年中にすでに立

ち上げたが，今後さらに増やしていく計画と

している。イタリアではFacebookなどのソー

シャルネットワークや動画共有サイト

YouTubeの利用率が非常に高いため1），

Facebook，YouTube，Twitterなどの外部サー

ビスも積極的に利用して，新サービスとの融

合を目指しているようである。

また，インターネット接続型テレビの欧州

での成功を踏まえ，2011年2月，Sonyと提

携で「Bravia Internet TV」の利用者向けに，

RAIのコンテンツの見逃しサービスの提供を

試験的に始めた。

　

・新たなサービスのための法制度

RAIはそもそも，公共サービス事業者とし

て，全国土をカバーする放送を行う義務を持

つが，3年毎に更新され，公共サービスの詳

細が具体的に記載される事業契約書の2007

〜2009年分から，初めて「マルチメディア提

図 1　RAI の組織図 （RAIの年次報告書 2010 年より）
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供の義務」が追加された。すなわち，地上お

よび衛星波に加えて，IPTV，携帯端末，お

よびインターネット向けのサービス提供とそ

の有効利用が明確に義務づけられた。

・インターネット展開の財源

現在のところ，RAIのインターネット展開

は，すべて無料であることから，RAIの予算

の範囲内で行われている。インターネット展

開を担うRai Netの，2010年の予算規模は約

1,500万ユーロであった。これはRAIの総支

出の約0.6％である。

Ⅳ−4 公共放送制度の現状

RAIは，経済財務省（RAI株の99.56％を

所有）と著作家編集者協会SIAE（RAI株の

0.44％を所有）が共同で所有する特殊会社で

ある。

4-1　RAIの規定法
2005年放送統一法典 （正式名称は，2005

年7月31日付 委任命令第177号。通称「放送

統一法典」。後に「視聴覚メディアサービス

〈AVMS〉統一法典」へと改称）

過去1975年以降に成立した国内の複数の

主要な放送法などを一元的にとりまとめたも

のであり，公共放送に関する法的根拠となっ

ている。

事業契約書 （Contratto di Servizio）

所管官庁である経済開発省とRAIの間で

取り交わされる契約で，公共放送の具体的な

任務が明記される。市場の発展と技術の進歩

に応じて，3年毎に更新される。なお，地方

の少数言語による放送が義務づけられている

国境付近の自治州や自治県（ヴァッレ・ダオ

スタ州，トレンティーノ・アルトアディジェ

州，フリウリ・ヴェネツィア・ジューリア州

など）については，州や県との間で個別に取

り交わす事業契約書もある。

参考のために，過去に成立した主要な放送

法とその規定概要を以下に列記しておく。

・1975年放送法
　公共放送RAIの組織と財政，番組編成上の義務な
どを規定。

・1990年放送法（通称Mammì（マンミー）法）
　放送事業の免許（公共・商業放送の二元体制を明文
化），メディアの集中排除，放送・出版分野の独立規
制機関イル・ガランテの設立などについて規定。

・1993年RAI暫定改革法
　RAI経営委員の選任権者を上下両院議長とした。
RAI会長の職務について規定。

・RAIと郵便電気通信省との協約書
　1994年から20年間有効。政府がRAI に公共放送
としての独占的地位を認め，運営条件や義務を定め
る。3年毎に更新の事業契約書の創設。

・1997年放送通信改革法
  （通称Maccanicoマッカニコ法）
　地上商業テレビの所有限度は，1企業2チャンネル

（当面は暫定的に3チャンネル），有料テレビは1企
業1チャンネル（当面は2チャンネル）とし，1企業
による市場の30％を超える支配を禁止した。ほかに，
Rai Treでの広告放送の禁止（実施時期は定めず），放
送通信分野の独立規制機関AGCOM（Autorità per le 
Garanzie nelle Comunicazioni）の開設を定める。

・2004年放送通信制度改革法
  （通称Gasparriガスパッリ法）
　集中制限として，従来の媒体別支配上限に代わり，
各媒体を統合したマスコミュニケーション市場全体
の総収入の20％以上を1社が支配することを禁じ，
実質的に規制を緩めた。
　このほか，RAIの民営化条項，RAI経営委員会の新
しい企業統治，地上デジタル放送への移行措置など
を盛り込む。（※RAIの民営化条項については最終項
で詳述）
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4-2　RAIの企業統治
RAIの最高意思決定機関である経営委員会

のメンバー9名は，RAIの監視を行う議会の

両院合同委員会が7名を，経済財務省がCEO

に相当する委員長（Presidente）を含む残り2

名を指名する。委員長は両院合同委員会の3

分の2以上の信任を得る必要がある。任期は

3年で2期まで再任可。経営委員会は組織の

経営機関として，放送および投資の基本計画，

特別計画の決定を行うほか，業務執行部の最

高責任者である会長（Direttore Generale）を

任命する。会長は，経営委員会が議決する計

画・指針の枠組みのなかで協会の経営を管理

し，それについて経営委員会に報告する義務

がある。会長は経営委員会に出席できる権限

を与えられているが，議決権は持たない。

　

4-3　国，議会との関係
・政府との関係

最高意思決定機関である経営委員会の9名

の経営委員のうち，委員長を含む2名の任命

権は，株主である経済財務省が持っている。

このため，RAIの経営委員会に時の政府の意

向がかかり，圧力を受けているとの批判が常

につきまとっている2）。

また，財源の半分以上を占める受信料額の

決定は，経済開発省の放送通信局が所管する。

・議会との関係

現在の企業統治では，9名の経営委員のう

ち，7名の任命権を両院合同委員会が持つ。

しかし，イタリアのような2大政党制のもと

では，議会の政治的バランスがそのままRAI

の経営委員会のバランスに反映され，RAI

の経営方針の決定に影響が出るとの批判が

ある。

また，3年毎に更新する事業契約書は，手

続き上，両院合同委員会の承認を得なければ

ならず，政治的な駆け引きによって，しばし

ば締結が遅れる原因にもなっている。

4-4　外部規制機関との関係
外部の独立規制機関として，放送通信分野

の監督を行うAGCOMが設置されている。

AGCOMは，3年毎に公共サービスの詳細な

義務が明記される「事業契約書」の締結に先

立ち，具体的な内容を「ガイドライン」とし

て決定し，その決定を2007〜2009年分から

事業契約書の中に盛り込むことができるよう

になった。AGCOMには，RAIがこの事業契

約に従って，その任務を遂行しているかどう

かを検証する任務が与えられている。

AGCOMはこのほか，両院合同委員会と合

同で，青少年保護，放送番組品質，選挙運動

期間内外における報道の政治的平等アクセス

などについても，監督と制裁を行う任務を与

えられている（公共放送RAIに関しては，主

に両院合同委員会が監視権限を持つ）。政治

的平等アクセスについては，2000年第28号

法により，（不偏不党の観点から）とりわけ

選挙や国民投票の直前期間に厳しい制限を設

け，選挙動向に関する世論調査の公表なども

禁止されている。しかし，特に政治的平等ア

クセスに関する規制については，対象番組の

定義の不十分さや，出版事業者に比べ放送事

業者により厳しい制限を設けている点などか

ら，過度に表現の自由が制限される危険性も

指摘されている3）。

また，RAIが公共サービスの任務を果たし

ているかどうかを検証するための手段とし

て，上述した2007〜2009年分の事業契約書
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から新しくRAIの「公共的価値」を評価する

しくみが導入され，新設される専門機関「学

術委員会」がその評価活動を統括することに

なった。学術委員会は，独立性の高い6名の

専門家から成り，そのうち3名はRAI，残り

3名は，全国放送通信利用者会議（CNU），経

済開発省，AGCOMによりそれぞれ1名ずつ

任命され，2009年秋から本格的に活動を開

始した。調査結果は，RAIのホームページ上

に公開される。このしくみでは，以下に述べ

る視聴者の評価による3つの新しい指標を導

入したのだが，背景にあるのは，提供品質の

向上のためには，従来の視聴率データという

指標だけでは不十分だとの考え方である。こ

の新しい公共的価値評価システムは，視聴率

データの計測を実施する「Auditel」と対照さ

せて，通称「Qualitel」と呼ばれる。

Qualitel で導入された新指標 

1）市場パフォーマンス指標（提供番組の好感

度，認識品質，浸透度，視聴時間などの

客観的データによる評価）

2）公共的価値指標（個人が文化的に高められ

たか，視聴者の感性への配慮，革新性，

公平性，独自性などの総合評価）

3）企業レピュテーション指標（RAIの企業イ

メージや認識位置に関する基本指標）

Ⅳ−5 公共放送の財源

RAIは，受信料収入と並んで広告収入を財

源としている。

5-1　総収入
2010年の総収入は30億1,210万ユーロで，

このうち受信料収入は16億8,540万ユーロ

（全体の56.0％），広告収入は10億2,890万

ユーロ（34.1％），その他2億9,780万ユーロ

（9.9％）となっている。

表2 　RAI総収入の経年比較（2001年～）　単位：ユーロ

年 総収入 受信料 広告 その他

2001 27億7,050万 13億5,010万 11億3,080万 2億8,960万

2002 27億9,500万 13億8,250万 11億3,500万 2億7,750万

2003 28億1,570万 14億3,200万 10億9,500万 2億8,870万

2004 30億2,130万 14億7,380万 12億1,860万 3億2,890万

2005 30億9,100万 14億8,250万 12億1,760万 3億9,090万

2006 31億4,460万 14億9,100万 12億3,270万 4億2,090万

2007 32億3,250万 15億8,800万 12億3,510万 4億　940万

2008 32億1,090万 16億1,920万 11億8,770万 4億　400万

2009 31億7,780万 16億4,540万   9億8,850万 5億4,390万

2010 30億1,210万 16億8,540万 10億2,890万 2億9,780万
（RAI年次報告書より）

表1　RAIの総収入の内訳（2010年）　単位：ユーロ

対前年比 　

総収入		  30億1,210万	 （−5.2%）

内訳	 受信料	 16億8,540万	 （＋2.4%）

	 広　告	 10億2,890万	 （＋4.1%）

	 その他	   2億9,780万	 （−45.2%）

（その他に国際放送向け政府交付金を含む）

（RAI年次報告書より）
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5-2　財源確保のための合理化・コスト削減
2010年の総支出は，前年比で5.6％減って

いるが，人件費はほとんど変わっていないこ

とから，主に組織内のコスト削減と，番組へ

の投資が減ったことによる。

RAIのガリンベルティ現経営委員長は，

2010年初め，経費削減のために番組制作費

の削減案を承認した際，約30％にのぼる受

信料の不払い率に言及し，「これ以上の経費

削減は不可能であり，全員に払わせるよう

な規則を政府が制定することが必要だ」と述

べた。

Ⅳ−6 受信料制度

6-1　受信料制度が確立されるまでの経緯と
受信料の性格

受信料は，受信機の保有にかかる義務的な

支払いとされている。

2005年放送統一法典は，第47条で公共放

送の財源について定めている。第1項の内容

を要約すると，「ラジオテレビジョンの一般

公共サービスの提供は，受信料（canone di 

abbonamento）で賄われ，その費用を確定す

るため，ならびに公共財源利用による透明性

と責任を保証するために，免許会社は分離会

計方式による収支決算表の手はずを整える」

というものである。すなわち，RAIは一般公

共サービスの提供を委託された免許会社とし

て，その義務を果たすために，公共の財源で

ある受信料を使用することを認められ，その

代わりにその使途を明確にすることが求めら

れている。

これまで，受信料の正当性については，

RAI受信料の支払い命令を不服とした法人個

人などから，契約の有無を問うものや，個人

の選択の自由を問うものなど，さまざまな内

容で，過去に幾度も訴えが起こされ，その性

質が問われてきた。受信料を初めて『税金

（tassa）の性質を持つ料金』と位置づけたの

は，法令の司法審査を行う憲法裁判所の

1963年第81号判決であるが，さらに憲法裁

判所は，2002年第284号判決で，改めて受

信料を『租税（imposta）の性質を持つ義務的

な支払いである』とした。

表3　総支出の内訳（2010年）　単位：ユーロ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 対前年比

総支出 23億9,820万 （−5.6％）

内訳 備品購入費 2,910万 （−1.4％）

番組制作費等 7億3,650万 （−5.2％）

番組購入費等 　5億3,420万 （−16.4％）

人件費 10億1,450万 （＋0.5％）

事業税 2,820万 （−4.4％）

営業外費用等 4,270万 （−2.7％）

その他 1,290万 （＋5.7％）

（RAI年次報告書より）

表4　RAI総支出の経年比較（2001年～） 単位：ユーロ

年 総支出 財・サービス購
入・権料等 人件費

2001 20億4,810万 12億　880万   8億3,930万

2002 20億9,420万 12億2,580万   8億6,840万

2003 20億6,580万 11億5,850万   9億　730万

2004 22億7,320万 13億5,100万   9億2,220万

2005 22億6,360万 12億9,190万   9億7,170万

2006 24億3,400万 14億5,410万   9億7,990万

2007 24億2,580万 14億2,140万 10億    440万

2008 25億7,070万 15億6,110万 10億    960万

2009 25億4,020万 15億3,060万 10億    960万

2010 23億9,820万 13億8,370万 10億1,450万

（RAI年次報告書より）
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さらに，わが国の最高裁判所に相当する破

毀（はき）院は，2007年第24010号判決で，

受信料の性質について，『契約の存在の有無

にかかわらず，法律に基づいた税支払いの義

務を形成するものであり，サービス利用の実

質的な可能性には比例しない』との判断を示

し，法的な解釈が確定した。

・法的根拠

受信料徴収の法的根拠として常に引用され

るのは，1938年2月21日付暫定勅令第246

号（1938年6月4日付第880号法で法律化）

『 ラ ジ オ 聴 取 に 対 す る 定 期 契 約

（abbonamento）に関する規則』の第1条の，「一

つまたはそれ以上のラジオ聴取の受信装置を

保有する者は，何人も受信料（canone di 

abbonamento）の支払いの義務を負い，本令

に定める規則に従うものとする。」という，

ラジオ放送が始まった頃の条項である。

6-2　受信料額の決定方法と手続き

6-2-1. 受信料額の決定方法
受信料額は，所管官庁である経済開発省の

省令によって，毎年11月までに翌年の額が

決定される。その総額は，一般公共サービス

の義務を果たすために，直近の決算書から推

測して，翌年度に負担すると予測される費用

をカバーできる範囲であることとされてい

る。その際には，政府が決定する予想インフ

レ率（2010年は＋1.5％）とRAI側の技術開

発の必要性も考慮して決定される。

6-2-2. 料金体系と受信料額
受信料には個人向けの『普通契約』と法人

向けの『特別契約』の2つの料金体系がある。

個人にかかる普通契約はテレビ受信料のみで

あり，個人のラジオ受信料は1998年1月1日

より廃止された。テレビについては，以前は

白黒とカラーの区別があったが，白黒の区分

は1992年に廃止され，現在は特にテレビの

区別はない。

2011年の受信料の額は，個人向けの『普通

契約』では，年額110.5ユーロとなっている。

受信料額には，4％の付加価値税（IVA）が含

まれる。

普通契約のほかには，ホテルや病院，事業

者などを対象とした『特別契約』がある。特

別契約では，ラジオとテレビの受信料額が

別々に設定されている。ラジオの特別契約は，

年額で29.13ユーロ。テレビの特別契約は，

ホテルの客室数などの規模によって，さらに

細かく5つのカテゴリーに分かれており，年

額は198.11〜6,603.22ユーロとなっている。

6-2-3. 免除規定・免責制度など
イタリア軍の関連施設（兵舎，講堂，軍人

病院），NATO加盟国の外国籍軍人，互恵条

約を結んでいる国の大使館員・領事館員のほ

か，2003年からは，テレビ受信機の修理ま

たは販売を行っている企業も，受信料の支払

いが免除されている。

社会福祉施設や障害者については，以前は

免除規定があったが，1974年1月1日より廃

止され，現在は支払い義務がある。

また，2008年から政府は，75歳以上でか

つ年収6,713.98ユーロ以下の単身低所得者を

対象に，受信料免除の制度を導入した。

   

6-3　受信料の徴収機関・方法

6-3-1. 徴収主体
徴収主体は経済財務省の歳入庁（Agenzia 
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dele Entrate）の一部署である「テレビ受信料

課（S.A.T.＝Sportello Abbonamenti TV）」で

あるが，歳入庁の委託を受け，RAIの職員が

受信料の管理および徴収業務を行っている。

6-3-2 徴収方法
受信料は，以下のようなさまざまな方法で

支払うことができる。

・送付される払込用紙による郵便振込払い

・Lottomaticaシステム（スポーツくじ等販売

の電子ネットワーク）対応のタバコ店で支

払い

・電話によるクレジットカード払い

・インターネット経由クレジットカード払い

・インターネット経由口座振替

・キャッシュカードによるATM振込

継続払いについては，12か月前払い，6か

月前払い，3か月前払いから支払い回数が選

べるが，12か月払い以外は1.5〜2％程度の

分割手数料が上乗せされる。新規契約につい

ては，月割りの額となる。

徴収された受信料収入は，一旦国庫に入り，

3か月毎の後払いでRAI側に還付手続きが行

われることになっている。

6-4　受信料の収納率・公平負担の確保

6-4-1. 収納率
2010年末時点のRAIの発表によると，イ

タリアのテレビ保有世帯数は約2,200万（ち

なみにイタリアではテレビを持っていない世

帯が約27万世帯くらいあるといわれてい

る），受信契約世帯数は約1,650万であり，

不払い率は26.5％，金額にして約6億ユーロ

にのぼっている。一方，事業用の『特別契約』

については，不払い率は約60％，金額にし

て約1億ユーロと推定される。

6-4-2. 不払いと罰則規定および罰則の適
用について

受信料の不払い者に対しては，罰金制度が

適用される。金額は普通契約者で最高619

ユーロ，特別契約者では最高516ユーロ。個

人契約に対してはこのほかに，支払い遅延の

期間に応じて延滞金も加算される。

罰金の適用の前には，RAI側から数回にわ

たる説得が行われるが，それでも理解が得ら

れない場合は，RAIが財務警察に通報する。

その後，財務警察の判断で悪質とみなされた

場合は，RAIの定める罰金や延滞金に加えて，

行政の定める罰金が科せられることもある。

6-4-3. 不払い対策について
RAIは不払い対策として，「2010-2012年3

か年事業計画」の中で，まず不払い率が特に

高い『特別契約』の徴収率改善に着手するこ

とを明らかにした。具体的には，特別契約に

関する徴収業務のための特別チームを編成

し，要員を従来の約120名に加え，新たに

50名増員して集中的に訪問・周知業務にあ

たるという。なお，『普通契約』については，

表5　RAIの受信料額（普通契約，2011年）

支払い回数 支払い期日 金額（ユーロ）

12か月払い 1/31 110.50

6か月払い 1回目：   1/31
2回目：   7/31 56.39

3か月払い

1回目：   1/31

2回目：   4/30
3回目：   7/31
4回目：10/31

29.36

（RAIのHPより）
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RAI側は，政府に並行して法制度的な措置を

講じてもらう必要があると訴えている。

6-5　受信料制度が抱える課題・問題点　
現ベルルスコーニ政権（執筆当時）は，受信

料の値上げには消極的である。基本的には，

全員が公平に負担すれば，値下げできるとの

考え方である。RAI側は，受信料の値上げが

できないならば，徴収方法について，公平負

担のための法改正を政府に要請しており，政

府は検討すると回答している。なお，受信料

の不払い対策の一つとして，2010年末，所管

官庁のロマーニ担当大臣が「電気代一括徴収

案」を閣議提案したが，議会で最終的に関連

法案から削除され，実施には至らなかった4）。

このほか，有料放送の契約者名簿をテレビ

保有者とみなし，RAIと有料放送事業者が契

約者情報を共有するための法改正（現行法で

はプライバシー関連法で禁止）や，所得税の

確定申告時にテレビ保有について申告させる

案などが検討されている。このように，制度

的な公平負担の徴収方法を検討することが，

今後の政府の課題となっている。

Ⅳ−7 今後の課題と展望

公共放送RAIは，2012年6月の完全デジ

タル移行を見据え，新しい世代の「グローバ

ルなコンセプト」に基づいたマルチメディア

の展開と，そのための財源の確保がますます

求められている。それゆえ，今後RAIが取

るべき道は，①公共財源の純粋化と②商業活

動による収入の多元化という，2つの道が考

えられるだろう。

・財源基盤の見直し
RAIの財政基盤については，受信料と広告

収入の2本柱で運営するというのが政府の基

本的な考えのようである。現ベルルスコーニ

政権（執筆当時）は，国民に受信料を公平負

担してもらう代わりに，将来的には値下げを

したいとする考えを示している。

RAIの財源規模については，長年RAIの経

営部において経営計画に携わってきた

Mattucci氏が，新しい時代のRAIの姿につい

て述べた著書の中で，イギリスの公共放送

BBCレベルの年間約60億ユーロまではいか

ないものの，40〜50億ユーロが妥当であろ

うと試算している。ただし，現在約15億ユー

ロ程度の受信料については，値上げや収納率

改善の努力をしたとしても最大約20〜22億

ユーロの規模にとどまるであろうと予測して

いる5）。そのうえで，RAIは必要な財源とし

て，約18〜20億ユーロ規模を広告・商業活

動から得るべきとの提言をしている。この提

言では，現在の広告収入約10億ユーロに加

え，さらに約8〜10億ユーロを，マルチメディ

アの積極的展開といった商業活動から得るべ

きとして，商業活動の具体例として，以下の

ようなものを挙げている6）。

・PPVなどの有料サービス

・テレビ・通信サービスの「企業ユーザー」

への販売

・制作番組および購入済み放送権の転売など

の商業的利用

・海外市場に向けた積極的なテレビ配給

有料サービスの展開については，1999年

以降Telepiù（2003年からはSky Italia）に有

料コンテンツを提供（2010年6月で提供を終

了）し，良好な視聴率を獲得していた経験を
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生かして，今後は自らが有料チャンネルの提

供者となって，受信料の補足的／代替的収入

としての財源を作るべきだとしている。

・民営化への議論
実は，RAIは，すでに1995年の国民投票

の結果により，民営化されることが決定して

いた。国民投票の結果を受けてRAIは民営

化に向けて動き出すことになったが，どのよ

うな形で民営化するかについて議論が続い

た。その後，初めて制度的に民営化を明文化

したのが2004年のガスパッリ法である。ガ

スパッリ法では，RAIの今後の運営形態につ

いて，現在の経営主体であるRAIと，経済

財務省が所有する持ち株会社Rai Holdingが

合併して，新会社RAIを発足させた後，4か

月以内に，政府が所有するRAI株式の公募

入札を開始することが定められた。個人また

は法人投資家の株式所有の上限は1％で，子

会社などを通じても2％までとし，この収入

の75％は国債の償還に，25％は地上デジタ

ル放送用デコーダーSTBの購入・レンタル

助成金の資金に充てることとされた。

しかし，その後RAI株式の売り出し方法

が一向に定められず，ガスパッリ法に盛り込

まれた現在のRAIの民営化条項は，事実上

死文化している。

・新しい民営化案  〜 公共放送財源の純粋化 〜
2004年のガスパッリ法では，個人投資家

はRAIの株式を最大1％までしか所有できな

いこととされた。また，民営化といっても，

最終的に経済財務省がRAI株の51％を所有

して国が主導権を握ったまま終わるとの見方

もあり，これでは投資家にアピールする魅力

的な要素がなく，真の民営化とは言えない，

という批判も多かった。

そこで，第二次プローディ内閣で通信大

臣を務めたジェンティローニ氏は，2007年

5月，RAIを公的財源による組織と商業収入

による組織との2つに分割するという，新し

い民営化策を盛り込んだRAI改革法案（通称

「ジェンティローニ2法案」と呼ばれる）を閣

議提出し，RAIの抜本的な組織改革を試み

た。同氏は，公共放送としての組織の財源

は基本的にBBCモデル（受信料のみの財源）

にするべきだとし，このモデルによって，

RAIとMediasetとの同一化を防ぎ，継続す

る番組の品質低下と公共サービス消滅の危

機を防ぐことを目指した。また，同氏は，

公共放送の無広告化が品質の向上を生むと

は限らないが，広告の支配が商業テレビと

の同一化の決定的要因である，と述べ，RAI

を，公共放送の役割を担う組織（1系統は受

信料のみで運営，もう1系統は受信料と，補

完的に広告収入で運営）と，商業組織（広告

収入，有料放送などの商業活動による財源

で運営）の2つに分け，後者に民間資本を参

入させるという案を提示した。さらに，放

送設備を保有する組織は別途分離して運営

させ，現在のグループを全部で3つに分ける

というものであった。

RAIの企業統治については，民間資本の導

入に伴って，一般の民間会社の市場論理を適

用すべきだとした。具体的には，RAIの運営

組織には，最高経営責任者（CEO）と取締役

会を置く必要があり，取締役会に，現在国会

の両院合同委員会が担っているような，グ

ループ全体の経営方針の策定と監督を行う責

任を負わせるべきだとした。CEOと取締役
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会の任命権は，グループの公共性を鑑み，議

会に任命させ，憲法裁判所の裁判官を選ぶ時

と同様な基準を採用して，独立性を保つこと

を目指した。

しかし，2008年1月のプローディ政権の

崩壊に伴い，議会で審議中であったこのRAI

改革法案は，新放送制度改革法案と共に，志

半ばにして廃案となった。

このように，イタリアでは，公共放送の必

要性は認められつつも，新しいデジタル時代

に即したRAIの組織モデルと，その財源を

確保するための決定的な解決策がいまだ見つ

からないまま，模索が続いている状態である。

（ひろつか ようこ）
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Ⅴ−1 要点

韓国を代表する公共放送KBSであるが，

財源基盤はNHKと異なり，受信料と放送広

告料の2つの柱から成り立っている。その歴

史を振り返ると，韓国で受信料制度（1988年

までは「視聴料」の名称を使用）がスタートし

たのは1963年1月で，当時，テレビ受像機

の保有者は，KBSの前身に当たる国営放送

局のソウルテレビジョン放送局に対して，月

額100ウォンを支払うことが「国営テレビ放

送事業運営に関する臨時措置法施行令」に

よって定められた。その後，1973年3月に

KBSが国営放送から公共放送（韓国では「公

営放送」と呼ばれる）に転換すると，視聴料

の徴収根拠は「韓国放送公社法」に移った。

視聴料はKBS財源の中核であったが，1980

年，チョン・ドゥファン（全斗煥）政権がマ

スコミを掌握するために行った「言論統廃合」

によって，多数の放送局や新聞社などが統合

や廃止に追い込まれ，当時最も人気があった

民放テレビ局の東洋放送も強制的にKBSに

吸収されKBS2となった。こうした経緯から，

KBSでは1981年3月以降，従来の視聴料に

加えて，放送広告料の2つが主要な財源と

なった。

1981年以降，2012年の現在に至るまで，

カラーテレビの受信料は月額2,500ウォン

（約180円）である。KBSはこれまで料金の

引き上げを試みてきたが，政界や社会団体な

どからの反対が起こり，引き上げには至らな

かった。背景には，政権が代わる度にKBS

の社長が交代するなど，公共放送が政治の道

具として利用される傾向があり，公正性，中

立性などの点からも課題が山積しているため

である。

KBSはここ数年の経済停滞にともなう広

告収入の落ち込みに加えて，2012年末には

アナログ終了・デジタル完全移行となるため，

費用をいかに捻出するかといった問題も抱え

ている。こうした中，2009年に社長に就任

したキム・インギュ（金仁圭）氏の下，受信

料引き上げ問題が再び大きくクローズアップ

されるようになった。世論調査や公聴会など

を開催し，月額6,500ウォン（広告廃止）とす

る案や，月額4,600ウォン（広告比率19.7％）

とする案が出たものの，最終的には月額

3,500ウォンとする案が固まった。しかし，

この案が国会で議論されていた2011年6月，

KBSの信頼に関わるスキャンダルが起きた。

野党民主党の非公開会議で話し合われた受信

料をめぐる内容を，対立する与党ハンナラ党

の議員が公の場で公開したことをめぐって，

KBS記者が盗聴し，その情報をハンナラ党

議員に流したのではないかとの疑惑が浮上し

たのである。これについてKBSは反論して

いるが，今回の一件で，KBSの公共性に対

する国民の信頼は大きく揺らぎ，受信料の引

韓国の公共放送の制度と財源
田 中  則 広

Ⅴ
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き上げもさらに難しくなった。

Ⅴ−2 公共放送の成り立ちと変遷

KBSの前身は，日本の植民地期の1927年

2月に朝鮮半島で初めて放送を行った京城放

送局である。日本の植民地支配からの解放後，

米軍制下で38度線より南の地域にあった10

の放送局が米軍当局に接収され，1946年3

月には放送協会傘下の各放送局に対し，初め

て国営化の措置が取られた。その後，1948

年8月に大韓民国政府が樹立されると，放送

局は政府機関である広報処の放送局として改

編され，いわゆる国営放送体制を持つことと

なった。この時点で名称をKBSに変更し，

韓国唯一の国営放送局となった。KBSはそ

の後の組織拡大にもかかわらず，政府の傘下

機関であったため，運営上の非効率性，硬直

性，人事制度の矛盾などを抱えてきた。しか

し，1973年3月，国内外の放送を効率的に

実施し，全国で放送の視聴が可能となるよう，

放送文化の発展と公共福祉の向上に貢献する

ことを目的とする韓国放送公社法により，

KBSは公共放送の形態で改めてスタートす

ることになった1）。しかし，公共放送として

の役割を十分には果たしきれていなかった。

例えば，KBSが長期にわたって政府の文化

広報部の監督と干渉のもとにおかれていたこ

と，チョン・ドゥファン政権のもとでは，政

権維持のための宣伝道具として利用され，特

に1986年の総選挙では，与党候補を一方的

に支援するといった不公正な報道により国民

の憤りを招き，受信料納付拒否運動が全国的

に広く展開されたことなど，実質的には国営

放送と変わりがなかったとの指摘もある2）。

1987年の「民主化宣言」により，それまで

の権威主義体制から民主主義体制へと移行す

る中で，KBSにおいても同様に民主化が推

進された。とはいえ，現在もなお，KBS社

長の任命権限は大統領が持っており，政府に

よる政治的干渉の余地は十分に残っている。

韓国にはKBSの他にも公共放送が存在す

る。かつてKBSの教育放送であったEBS3），

それに，法的には商業放送であるが公共放送

としての側面も持つMBC4）である。ただし

本章では，KBSを中心に記述を進めていく。

Ⅴ−3 公共放送のサービス

3-1　テレビとラジオ
KBS（Korean Broadcasting System，韓国

放送公社）

地上テレビ2チャンネル（KBS1，KBS2），

地上デジタルテレビ2チャンネルのほかに，

国際放送KBS WORLD TVを持っている。

KBS DRAMA，KBS N Sports，KBS 

Prime，KBS JOY の4つの衛星チャンネル

は，子会社のKBS Nが運営している。

KBS1は報道・教養・時事中心の基幹チャ

ンネル，KBS2は家族向け文化娯楽チャンネ

ルで，共に全国放送されている。KBS1はケー

ブルと衛星で同時再送信が義務づけられてい

る。KBS2では広告放送が行われている。

ラジオは6チャンネル（1ラジオ，Happy 

FM，愛の声放送，クラシックFM，Cool 

FM， 韓 民 族放送）の他，KBS WORLD 

Radioがある。
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3-2　インターネット

3-2-1. サービスの内容
KBSの場合，2000年4月に韓国通信（2001

年の社名変更でKTに）などとの共同出資に

よってクレジオという会社を設立した（その

後，2002年9月にKBSインターネット<KBSi>

に社名変更し，2011年7月にKBSiはKBS

メディアと統合，社名はKBSメディアとなっ

ている。ここでは便宜上，「KBSメディア」

の名称を用いる）。KBSは2001年12月から

ホームページの運用をKBSメディアに委託

している。なお，KBSメディアも独自に

2002年8月から政府機関の韓国ソフトウェ

ア振興院と共同で，インターネット有料サー

ビス「www.conpia.com（コンピアドットコ

ム）」事業を行っている。KBSのインターネッ

トサービスが無料であるのに対し，KBSメ

ディアが別途有料で実施しているのがコンピ

アドットコムである。KBSの無料サービス

との大きな違いは高画質配信（ストリーミン

グ700Kbps，ダウンロードは2Mbps）を行っ

ている点である。

KBSが提供する無料サービスは56Kbpsと

300Kbpsの2種類であるが，300Kbpsについ

ては放送終了後2週間までの提供となってお

り，それ以降は56Kbpsのみのサービスとな

る。ただし，56Kbpsでのサービスは画質が

不鮮明であり視聴には適していない。

3-2-2. 新たなサービスのための法制度
韓国で各種ITサービスが人々の生活に浸

透した背景には，官民挙げてIT大国を目指

す流れの中，実施可能なサービスについて

はできる限り推進していこうといった社会

的なコンセンサスのあったことが大きい。

とはいえ，韓国ではこれまで法的には曖昧

なままVODサービスが行われてきた。KBS

の場合，韓国の放送法により，その「業務」

が記されており，そのひとつに「衛星放送な

ど新しい放送媒体を通した放送の実施」（第

54条第1項第3号）がある。しかし，そもそ

も放送法における「放送」とは，「放送プログ

ラムを企画・編成または制作してこれを公

衆（個別契約による受信者を含み，以下「視

聴者」という）に電気通信設備によって送信

すること」（第2条第1項）と規定されている

ため，KBSのVODサービスに関しては，明

確には記されていないことになる。この点

については，KBS以外の放送局についても

同様であり，法制度の不備を指摘する声が

多い。例えば，韓国にはVODを受け入れる

法的体系も，VODサービスの体系的な分類

基準も特段あるわけではない5）。また，放送・

通信融合環境でも，放送の公益性維持と自

由な世論形成，子ども・青少年層の保護の

ためのコンテンツ規制は相変わらず重要で

あるが，韓国国内ではVODコンテンツ規制

に対する論議はほとんどない状況にある6）。

こうした観点からも，法制度の整備は今後

の主要課題のひとつである。

3-2-3. サービスのための財源
KBSのホームページ上で，企業や自治体

からの広告を掲載し，そこから得た収益など

が運営費用に当てられている7）。

Ⅴ−4 公共放送制度の現状

4-1　公共放送の法的根拠
KBSに関しては，「放送法」の第43条から
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第68条にかけて規定されている。このうち，

第43条は全8項により構成され，目的，名称，

資本金などが明示されている。第43条の条

文を以下に掲げる。

放送法　第43条（設置等）

①公正で健全な放送文化を定着させて国内外

放送を効率的に実施するために国家基幹放送

として韓国放送公社（以下この章で“公社”と

いう）を設立する。 

②公社は法人とする。 

③公社の主な事務所の所在地は定款に定め

る。 

④公社は業務遂行のために必要な時には理事

会の議決を経て地域放送局を置くことができ

る。 

⑤公社の資本金は3千億ウォンとしてその全

額を政府が出資する。 

⑥第5項の資本金納入の時期と方法は企画財

政副長官が決めるところに従う。<改正

2008.2.29>

⑦公社は主な事務所の所在地で設立登記をす

ることで成立する。 

⑧第7項の規定による設立登記と地域放送局

の設置登記，移転登記，変更登記その他公社

の登記に関して必要な事項は大統領令に定め

る。

4-2　KBSの企業統括
公共放送KBSの最高意思決定機関は理事

会である。KBSの執行機関から提案された

放送の基本運営計画，予算・資金の計画など

を審議，議決する。11人から成る理事会の

構成については，放送法第46条で以下の通

り定められている。

放送法　第46条（理事会の設置および運営）

①公社は公社の独立性と公共性を保障するた

めに公社経営に関する最高議決機関として理

事会を置く。 

②理事会は理事長を含む理事11人で構成す

る。 

③理事は各分野の代表性を考慮して放送通信

委員会で推薦して大統領が任命する。<改正

2008.2.29>

④理事長は理事会で互選する。 

⑤理事長を含む理事は非常任とする。 

⑥理事長は理事会を招集してその会議の議長

になる。 

⑦理事会は在籍理事過半数の賛成で議決す

る。 

⑧理事長がやむをえない事由で職務を遂行で

きない時には定款が定めるところにより他の

理事がその職務を代行する。

KBSの執行機関については放送法第50条

第1項で「公社に執行機関として社長1人，2

人以内の副社長，8人以内の本部長および監

査1人を置く」としているが，社長に関して

第2項では「理事会の推薦で大統領が任命す

る」ことを定めている。

運営計画の樹立については，同法第58条

第2項で，公社の社長が「樹立した当該年度

の運営計画を予算が確定した後2月以内に放

送通信委員会に提出しなければならない」こ

と，決算書の確定については，同法第59条

第1項で，「公社の社長は毎会計年度終了後2

月以内に前会計年度の決算書を放送通信委員

会および国会に各々提出しなくてはならず，

国会の承認を得て決算を確定して，これを公

表しなければならない」と定めている。
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4-3　予算の決定と承認
KBSの予算はKBS社長が編成して，KBS

理事会の議決により承認される。予算の段階

では国会やKCCでの審議および承認の必要

はない。しかし，違法または不当な支出がな

されたかどうかについて，事後に監督を受け

る。KBS社長は毎会計年度終了後2か月以

内に前会計年度の決算書を国会およびKCC

にそれぞれ提出せねばならず，国会の承認を

得て決算を確定し，これを公表しなければな

らない。

4-4　外部規制機関
イ・ミョンバク政権発足直後に施行された

「放送通信委員会の設置および運営に関する

法律」（放通委法）は，利用者などからの求め

に応じて放送や通信の内容について審議する

機関を定めており，これによって，放送・通

信関連の機能全般を統括するKCC（Korea 

Communications Commission，放送通信

委員会）およびKCSC（Korea Communications 

Standards Commission，放送通信審議委員会）

が設立された。

KCCは，公共放送を含めて，放送・通信

を所管している政府組織であり，国のメディ

ア政策に関し，企画・立案・調整を行ってい

る。KCCの組織と業務内容を概観する。委

員会は委員長1人，副委員長1人を含む5人

で構成されており（第4条第1項），委員長お

よび委員は放送および情報通信分野の専門性

を考慮して大統領が任命する（第5条第1

項）。委員5人のうち，大統領が委員長を含

む2人を指名し，国会が3人を推薦する。国

会は委員の推薦にあたり，大統領が所属ある

いは所属していた政党の交渉団体（会派）か

ら1人を，その他の交渉団体から2人を推薦

する（第5条第2項）。

委員長には，東亜日報政治部部長，韓国ギャ

ラップ調査研究所会長などを歴任したチェ・

シジュン（崔時仲）氏が就いている。チェ氏

はKCC初代委員長で，2007年に行われた大

統領選挙の際にはイ・ミョンバク候補の選挙

対策委員会顧問として現政権の誕生に関わっ

た人物である。

KCCの所管事務は，「放送に関する事項」，

「通信に関する事項」，「電波研究および管理

に関する事項」などであり（第11条第1項），

所管事務のうち，審議・議決事項を第12条

第1項で以下のように定めている。

①放送・通信基本計画に関する事項

②放送事業者の許可・再許可・承認・登録・

取り消しなどに関する事項

③電気通信事業者の許可・取り消しなどに

関する事項

④周波数の効率的使用に関する事項

⑤放送・通信関連技術政策の樹立に関する

事項

⑥放送番組の流通上の公正取引秩序の確立

に関する事項

⑦放送・通信サービスの高度化および普遍

的サービスに関する事項

⑧放送・通信事業者相互間の共同事業や紛

争の調停または事業者と利用者間の紛争の

調停

⑨電気通信設備の提供・共同利用・相互接

続または共同使用などや情報提供に関する

協定の認可などに関する事項

⑩放送事業者・通信事業者の禁止行為に対

する措置および課徴金賦課に関する事項

⑪放送番組および放送広告の運用・編成に
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関する事項

⑫放送・通信に関する研究・調査および支

援に関する事項

⑬視聴者苦情処理および放送・情報通信利

用者保護・福祉に関する事項

⑭放送・通信関連基金の助成および管理・

運用に関する事項

⑮放送・通信関連の国際協力および通商に

関する事項

⑯放送・通信関連の南北交流・協力に関す

る事項

⑰KCCの予算編成および執行に関する事

項

⑱所管法令およびKCC規則の制・改定お

よび廃止に関する事項

⑲この法または他の法律によりKCCの審

議・議決事項に定めた事項

KCCの法律上の位置付けは「中央行政機

関」であるが，所管事務の審議･議決事項の

うち，放送事業者の許認可や番組の編成など

を定めた事項については，国務総理の指揮・

監督が適用されないことが定められている

（第3条第2項）。

次に，KCSCであるが，組織の設置に関し

ては，放送内容の公共性および公正性の保障，

情報通信における健全な文化の発達と適切な

利用環境を作り上げるために，独立的に事務

を遂行するKCSCを置くことが「放通委法」

で定められている（第18条第1項）。2008年

5月14日にスタートしたKCSCは9人の委員

で構成され，委員長1人，副委員長1人を含

む3人の委員が常任となる（第18条第2項）。

委員は大統領が委嘱するが，この場合，3人

は国会議長が国会各交渉団体代表議員と協議

して推薦した者に委嘱し，3人は国会所管常

任委員会が推薦した者に委嘱する（第18条第

3項）。また，常任委員の3人は互選で（第18

条第4項），KCSC委員の任期は3年となっ

ている（第18条第5項）。

KCSCにおいて，放送･通信の内容審議を

行っているのが放送審議室と通信審議室であ

る。

放送内容の審議にあたってKCSCでは，

韓国国内の地上放送，ケーブルテレビチャン

ネル，ラジオチャンネルを24時間収録して

いる。

審議は，KCSCが定めた放送審議の基準に

沿っており，この基準は，「放送法」第33条

第2項に依拠している。同条項は審議内容に

関し，以下の事項を挙げている。

①憲法の民主的基本秩序の維持と人権尊重

に関する事項

②健全な家庭生活保護に関する事項

③児童および青少年の保護と健全な人格形

成に関する事項

④公衆道徳と社会倫理に関する事項

⑤両性平等に関する事項

⑥国際的友好の増進に関する事項

⑦障害者など放送から疎外された階層の権

益増進に関する事項

⑧民族文化の発展と民族の主体性育成に関

する事項

⑨報道・論評の公正性・公共性に関する事

項

⑩言語醇化に関する事項

⑪自然環境保護に関する事項

⑫健全な消費生活および視聴者の権益保護

に関する事項
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⑬法令により放送広告が禁止される品目や

内容に関する事項

⑭放送広告内容の公正性・公益性に関する

事項

⑮その他この法の規定によるKCSCの審

議業務に関する事項

Ⅴ−5 公共放送の財源

5-1　KBSの総収入の内訳
KBSの主な財源は受信料収入と広告収入

である。2009年は受信料収入5,575億ウォン

（約394億円）で全体の41.3％，広告収入5,203

億ウォン（約367億円）で全体の38.5％となっ

ている。広告収入はここ数年の景気悪化にと

もない収入を減らし，2008年，2009年と，

受信料収入を下回っている8）。

5-2　総収入の経年比較
KBSは，財政面では，2008年に収入1兆

3,038億ウォン（約921億円），支出1兆3,803

億ウォン（約975億円）で765億ウォン（約54

億円）の赤字であったが，2009年は収入1 兆

3,508 億ウォン（約955 億円），支出1 兆2,815

億ウォン（約906億円）で693億ウォン（約49

億円）の黒字に転換した。なお，2004年以降

のKBSの総収入は以下の通りである9）。

2004年　1兆2,491億ウォン

2005年　1兆3,723億ウォン

2006年　1兆4,023億ウォン

2007年　1兆3,301億ウォン

2008年　1兆3,038億ウォン

2009年　1兆3,508億ウォン

5-3　総支出の内訳

5-4　番組経費経年変化
媒体・チャンネルの拡大とスターシステム

構造化などで放送制作費が急上昇している。

　2000年に2,855億ウォンであったKBSの

放送制作費は2008年に5,214億ウォンに増

加した。8年間の制作費上昇率は83％で，毎

年平均10％以上，制作費が上昇している10）。

KBSの財源構造　　　　　　　　　　（単位：億ウォン）

区分 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 5年平均

受信料 5,246
（38.2％）

5,304
（37.8％）

5,372
（40.4％）

5,468
（41.9％）

5,575
（41.3％） 39.9％

広　告 6,537
（47.7％）

6,675
（47.6％）

5,931
（44.6％）

5,326
（40.9％）

5,203
（38.5％） 43.9％

その他 1,940
（14.1％）

2,044
（14.6％）

1,998
（15.0％）

2,244
（17.2％）

2,730
（20.2％） 16.2％

総収入 13,723 14,023 13,301 13,038 13,508

KBSの2009年度予算　　　　　  　　（単位：億ウォン）

事　業　費 6,788

人　件　費 4,209

経常運営費 1,722

そ　の　他 94

計 12,814

KBS放送制作費　上昇推移　　　　　（単位：億ウォン）

区分 放送制作費 上昇率

2000年 2,855 ——

2002年 3,669 28.5％

2004年 4,359 18.8％

2006年 4,466 2.5％

2008年 5,214 16.7％
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5-5　財源確保のための合理化
KBSは2004年11月，25の地方局のうち，

7局を廃止，人員，装備，施設などを統合運

用することで効率性を強化した。また，人員

削減を続けた結果，職員数は1997年12月時

点で6,379人であったのが，2009年12月時

点では，5,097人となった。この間，ラジオ「愛

の声放送」拡大，衛星放送「KBSワールド」

開局，DMB本放送，昼の時間帯の放送拡大

などといった事業の拡大があったものの，

1,282人の職員を削減したことになる11）。な

お，職員数についてはその後も削減が続き，

2011年7月時点においては4,818人となって

いる。

Ⅴ−6 受信料制度

6-1　制度確立の経緯と受信料の性格
1961年12月31日，ソウルテレビジョン放

送局が開局し，「国営テレビ放送事業運営に

関する臨時措置法施行令」の公布により，

1963年1月1日から月100ウォンずつの徴収

が始まった。1973年3月3日には国営放送か

ら公共放送となり，徴収根拠も「韓国放送公

社法」に移った。1981年3月，広告放送を始

める前まで受信料（当時は「視聴料」）は公共

放送KBSの中心財源であった。

1980年のカラーテレビ放送開始を契機と

して，翌1981年4月1日から月2,500ウォン

のカラーテレビ受信料（白黒テレビは月800

ウォン）を徴収し始め，1984年12月からは

白黒受像機の視聴料を免除した。1986年に

はそれまでの家庭用受像機台数別徴収から世

帯別徴収に転換した。

1989年1月1日，視聴料から受信料に名称

が変更，1994年10月にはKBSが受信料の徴

収業務をKEPCO（韓国電力公社）に委託した

ことによって，受信料は電気料金と一緒に徴

収されることになった12）。

6-2　受信料額決定の方法と手続き

6-2-1. 受信料額決定の方法
「放送法」第65条により，以下の通り定め

られている。

放送法　第65条（受信料の決定）

受信料の金額は，理事会が審議・決定した後，

放送通信委員会を経て国会の承認を得て確定

し，公社がこれを賦課・徴収する＜改正

2008.2.29＞

6-2-2. 受信料額
受信料は，1981年から月額2,500ウォンに

据え置かれているが，引き上げをめぐる動き

が活発である。以下に，受信料の流れを記した。

6-2-3. 受信料の免除規定
テレビの受像機を所持した者は，KBSに

受像機登録を行い，受信料を納めることが「放

送法」第64条で定められている。しかし，事

情によっては受信料の支払いが免除される。

放送法　第64条（テレビジョン受像機の登

録と受信料の納付）

テレビジョン放送を受信するため，テレビ

受信料金額の変遷　　　　　　　　　（単位：億ウォン）

1963年 1964年 1965年 1969年 1974年 1979年 1980年 1981年
以降

100 150 200 300 500 600 800 2,500
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ジョン受像機（以下「受像機」という）を所持

した者は，大統領令が定めるところにより，

公社にその受像機を登録し，テレビジョン放

送受信料（以下「受信料」という）を納付しな

ければならない。ただし，大統領令が定める

受像機に対しては，その登録を免除し若しく

は受信料の全部または一部を減免することが

できる。

この場合，受信料の免除は受像機登録自体

を免除する場合と，登録はするものの，受信

料の徴収を免除する場合がある。「放送法施

行令」第39条は，登録が免除される受信機を

定めている。

△白黒受像機

△営業を目的に保管，陳列している受像機

△在韓外国機関および軍隊の外国人が所持す

る受像機

△軍および戦闘警察隊営内に備え付けた受像

機

△学校教室または視聴覚室の教育目的受像機

△乳幼児教育法による保育施設の乳幼児のた

めの受像機

△無料社会福祉施設受容者のための受像機

△国家や地方自治団体の公務用受像機

△自動車，船舶，航空機に備え付けた受像機

△老人の厚生福祉のための老人たちの憩いの

ための家に備え付けた受像機

など。

また，「放送法施行令」第44条は，受信料

の納付が免除されるケースについて定めてい

る。

△国民基礎生活保障受給者が所持する受像機

△国家遺功者中愛国志士，戦傷軍警，公傷公

務員などが所持する受像機

△光州民主化運動負傷者などが所持する受像

機

△自然地形による難視聴地域の受像機

△住宅用電力使用料が月50キロワット未満

の世帯の受像機

△視聴覚障害者が生活する家庭の受像機

など。

6-3　受信料の徴収

6-3-1. 徴収主体
主体はKBSであるが，1994年から受信料

の徴収はKEPCOに委託している。

6-3-2. 徴収方法
KBSから委託されたKEPCOが，電気料

金と合わせて徴収している。「放送法」第67

条参照。

放送法　第67条（受像機の登録および徴収

の委託）

①公社は，第66条の規定による受信料の徴

収業務を市・道知事に委託することができる。

②公社は，受像機の生産者・販売人・輸入販

売人または公社が指定する者に受像機の登録

業務および受信料の徴収業務を委託すること

ができる。

受信料免除現況　　      　（2009年12月時点／単位：台）

難　視　聴 708,065

国民基礎生活保障 451,309

視聴覚障害者 202,758

国家遺功者 76,723

電気使用基準免除 645,628

そ　の　他 5,312

計 2,089,795
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③公社が第1項および第2項の規定に基づい

て受信料の徴収業務を委託した場合には，大

統領令が定めるところにより，手数料を支給

しなければならない。

6-4　受信料の収納経費と罰則規定

6-4-1. 収納経費
2009年の場合，徴収費用は649億ウォン

である。これは，徴収額5,575億ウォンのう

ち11.6％に相当する13）。

6-4-2. 罰則規定
放送法第66条により，以下の通り定めら

れている。

放送法　第66条（受信料等の徴収）

①公社は，第65条の規定により受信料を徴

収することにおいて受信料を納付しなければ

ならない者がその納付期間内にこれを納付し

ていないときは，その受信料の100分の5の

範囲内で大統領令が定める割合に相当する金

額を加算金として徴収する。

②公社は，第64条の規定による登録をして

いない受像機の所持者に対し，1年分の受信

料に該当する追徴金を賦課・徴収することが

できる。

③公社は，第65条の受信料と第1項および第

2項の加算金または追徴金を徴収することに

おいて滞納がある場合は，放送通信委員会の

承認を得て国税滞納処分の例によって，これ

を徴収することができる＜改正2008.2.29＞

6-4-3. 不払い対策
KEPCOによる委託徴収が始まったこと

で，50％台であった徴収率は，90％台となっ

た。2009年の徴収率は98.4％。

6-5　受信料制度が抱える課題
KBS財源の二本柱は受信料収入と広告収

入であるが，受信料については，物価の上昇

などにもかかわらず，1981年以降，月額2,500

ウォンのまま据え置かれてきた。

KBS受信料の引き上げをめぐっては，賛否

両論が拮抗していて，賛成側は，公共放送の

歪んだ財源構造を是正し，公共放送の公的責

務を強化することができるといった点で，受

信料の引き上げが必要であると主張する。一

方，反対側は，受信料引き上げに先立ち，公

共放送KBSの事業範囲と放送市場の規模な

どに関する具体的な社会的合意が不在で，受

信料引き上げにともなうKBSの全面的な広告

廃止は，総合編成チャンネルに対する特別の

恩恵につながる可能性があると主張する14）。

総合編成チャンネルとは，新聞と放送の兼

業禁止規定がなくなったことにともなって，

中央日報，朝鮮日報，東亜日報など保守系と

呼ばれる大手新聞社が，2011年12月から新

たにスタートしたケーブルチャンネルを指す。

Ⅴ−7 今後の課題と展望

7-1　公共放送の財源見直し
受信料の引き上げをめぐる論議の中で，

KBSは，1981年から据え置いたままの月額

2,500ウォンを，6,500ウォン（約460円）に

値上げして広告を廃止する案や，4,600ウォ

ン（約330円）に値上げして財源の半分近く

を占める広告収入比率を19.7％に下げる案

などを示したが，野党や市民団体などから反

対する声が次々に出た。そこで，受信料引き

上げに対する世論を取りまとめるために全国

各地で公聴会を行い，最終的には2010年11
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月，KBSの経営に関する最高議決機関であ

るKBS理事会が，月額2,500ウォンから

3,500ウォン（約250円）に引き上げ，広告の

比重は現状を維持する案を決定した。受信料

引き上げ案はこの後，KCCおよび国会の承

認を経る必要があるが，与野党双方の議員か

ら反発が出ており，国会での承認は容易では

ない。

7-2　民営化論議
MBC やKBS2 の民営化については古くか

らの課題であった。1990 年代の半ばを過ぎ

た頃，MBC の民営化議論が韓国放送界の話

題になった。その後，キム・デジュン（金大中）

政権が誕生し，1999 年には暫定的な組織と

して設置した放送改革委員会が，MBC の3 

段階民営化計画を勧告した15）。また，KBS2 

の民営化については，KBSによる教育放送

EBSの吸収統合という構造改編と表裏一体

の関係にある。言い換えれば，EBSをKBS

に吸収統合することが，KBS2を民営化する

ための前提条件になるということである。も

ともとチョン・ドゥファン政権が1980 年に

行った「言論統廃合」事件以前は，このチャ

ンネルはサムスン（三星）グループが運営し

ていた商業放送の東洋放送であった。この東

洋放送がKBS に強制的に吸収されて演芸娯

楽，ドラマなどを放送するKBS2 となった。

7-3　公共放送の将来ビジョン
イ・ミョンバク政権の方向性に関しては，

KBS の財源の半分を担う放送広告料を見直

し，限りなく受信料中心で運営できる体制を

構築するために受信料の値上げを行い，これ

まで公共放送に流れていた放送広告料を新た

に誕生する総合編成チャンネルの運営財源に

するといった態度が読み取れる。また，規制

監督機関については，官僚主導により通信行

政が優先され，放送行政は後手に回っている

といった状況にある。

（たなか のりひろ）

注：
 1）放送文化振興会編『放送文化事典』図書出版

한
ハ ヌ ル

울，2003年，ソウル，637頁。
 2）彭元順『韓国のマス・メディア』電通，1991年，

88頁。

 3）EBS（Educational Broadcasting System，教育放

送公社）は教育番組に特化した公共放送事業者。

1990年，KBSから教育放送部門が分離し設立さ

れ，2000年3月に韓国教育放送公社法施行にと

もない公社化された。財源は，放送通信発展基金，

自主収入のほかに，KBS 受信料収入の3％が配

分されている。テレビチャンネルとしては，地

上テレビEBS TVと地上デジタルテレビEBS 

DTVがある。ケーブルテレビおよび放送衛星で

の同時再送信が義務づけられている。

 4）MBC（Munhwa Broadcasting Corporation，文化

放送）は1961年設立。ラジオAM放送からスター

トし，1969年8月にテレビ放送を開始した。株

式会社であり法的には商業放送だが，株式の

70％は政府が全額出資している財団法人の放送

文化振興会が所有している。最高議決機関は理

事9人で構成される放送文化振興会の理事会で，

理事はKCCにより任命される。MBC は政府補

助金や受信料の分配は受けず，主な財源は広告

収入。本部はソウルで，地方に19の子会社を持

ち全国放送を実施している。

 5）崔聖鎭「원
望 む

하는　시
時 間 に

간에　보
見

고　 싶
た い

은　콘
コ ン テ ン ツ を

텐츠를
직
直 接

접　선
選 択 す る

택하는　이
利 用 者

용자　 주
注 文 型

문형　 서
サ ー ビ ス

비스　
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Video On Demand」『Media+Future』第25号，ソ

ウル，2008年7月，52頁。

 6）河閏金「국
国 内 外

내외　VOD서
サ ー ビ ス の

비스의　동
動 向 と

향과　전
展 望

망」
『KBI 포

フ ォ ー カ ス

커스』通巻55号，ソウル，2008年10月
15日，43頁。

 7）田中則広「世界の公共放送のインターネット展開

第6回　韓国・KBS　IT先進国に見る視聴者サー

ビスのありかた」『放送研究と調査』第59巻第3

号，2009年3月，50頁。

 8）KBS受信料政策局編『수
受 信 料

신료　현
現 実 化

실화　감
感 動 を

동을
　키

育 て て

우고　혜
恩 恵 を

택을　나
分 け ま す

누겠습니다』KBS，ソウル，
2010年11月，36頁。

 9）同上，39頁。なお，2005年については法人税の

払い戻し額556億ウォンを含んだ数値，2006年

については法人税の払い戻し額374億ウォン，

国庫補助金81億ウォンを含んだ数値である。

10）同上，40頁。

11）同上，123頁。

12）同上，22-24頁。

13）同上，26頁。

14）韓国言論振興財団調査分析チーム編『韓国言論年

鑑2010』韓国言論振興財団，ソウル，2010年，

35-36頁参照。

15）第1段階として，MBC 株の30％に相当するチョ

ンス（正修）奨学会保有の株式とMBC本社保有

の地方系列社の株式を放送文化振興会へ移管し，

第2段階として，地方系列社を民営化，そして

最後の第3段階として，本社を民営化するとい

うもの。
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Ⅵ−1 要点

台湾の公共放送は，現在政府交付金を主

要財源とする公共テレビ（Public Television 

Service, PTS）を中核とした公共放送グルー

プ（Taiwan Broadcasting System, TBS）の形

態をとっている。もともとは公共テレビの

みだったが，メディア学者らで作るメディ

アNGOの「媒体改造学社」による公共放送拡

充運動もあって，2006年に商業局の中華テ

レビ（Chinese Television System, CTS）が公

共化された。また従来は行政院（内閣）が予

算を計上して商業局に事業を委託していた

少数派住民向けの客家（はっか）チャンネル

と原住民チャンネル，それに海外向けテレ

ビ放送の宏観チャンネルも2007年1月，そ

ろって公共放送グループ入りした。しかし

1997年に作られた公共テレビ法は，グルー

プ成立に伴う法改正がいまだに行われてお

らず，グループの一体運営が軌道に乗った

わけではない。

この問題で行政院は公共テレビ法改正案の

原案を2011年3月に承認し，立法院（国会）

での審議にかけることとなった。しかしその

原案の条文には，公共放送グループのカバー

範囲や政府交付金等についての明確な記載が

なかった。これについて原案を作成した行政

院新聞局の江啓臣局長（当時）は同2月，宏観

チャンネルは管轄を公共テレビから従来のよ

うに行政院僑務委員会に戻すと共に，原住民

チャンネルについては，管轄を公共テレビと

するか，原住民の団体である原住民族文化事

業基金会にゆだねるかを，行政院原住民族委

員会が選べるようにするとの方針を示した1）。

すると立法院で原案通り可決された場合，

公共放送グループは，現行のアナログ5チャ

ンネルの体制から，3〜4チャンネルの体制

に縮小することになる。これに対してメディ

アNGOの「媒体改造学社」は，公聴会の際に

示された法改正案の中にあった「少数派住民

向け放送サービスの保障」という文言が行政

院の原案では削除されていたことに対し，

少数派住民向けサービスは公共放送の役割

だとする立場から，強い失望と抗議の意思

を示した。

このように現在の台湾の公共放送をめぐる

主な課題は，公共テレビ法改正にあたって，

少数派住民向けや海外向け放送という，現在

公共放送が担当しているカバー範囲を縮小す

るのかどうかという点にある。この問題に関

しては，2012年1月に台湾の総統（大統領）

選挙が行われることから，仮に現在野党の民

進党の候補が当選した場合，公共放送のカ

バー範囲を維持もしくは拡大する方向に転換

する可能性もある。

また，もう1つの課題として，2006年に

公共化された中華テレビの取り扱いがある。

中華テレビはもともと行政院の国防部や教

台湾の公共放送の制度と財源
山 田  賢 一

Ⅵ
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育部が株の大半を握っていた政府持ち株テ

レビ局で，かつて地上テレビ局が3局しかな

かった時代には，台湾テレビ・中国テレビ

と共に巨額の利益を得ていたが，台湾でケー

ブルテレビが普及するにつれて経営が悪化

していた。2003年に当時の民進党政権が「党・

政・軍のメディア撤退」政策を打ち出し，超

党派の合意によって党・政・軍はメディア

に対する株の所有や役員の派遣ができなく

なったため，中華テレビと台湾テレビとい

う政府持ち株テレビ局は「民営化」と「公共

化」の二者択一を迫られた。そこで相対的に

政府持ち株比率の高い中華テレビが公共化，

低い台湾テレビが民営化されることになっ

た。しかし中華テレビは公共化されたもの

の，政府の財政難もあって公共テレビのよ

うに政府交付金が確保されることはなく，

広告収入に頼るという従来の運営システム

には手が付けられなかった。

その一方で中華テレビは，公共放送になっ

たことにより，こども向け番組から広告をな

くした他，「プロダクト・プレイスメント

（PP）」と呼ばれる，番組の中に広告と明示

しない形で商品などを入れ込むやり方も，

ニュース番組に関しては全廃したので，経営

難はなかなか改善しなかった。こうした中，

公共放送グループ化の一環として，公共テレ

ビと中華テレビのニュース部門を先行して統

合する試みが行われたが，長らく商業局だっ

た中華テレビの「文化」は公共テレビと相容

れないものがあり，歴史的には先輩格なのに

風下に立たされた中華テレビの社員の不満が

噴出，結局ニュース部門の統合は失敗に終

わった。このため現在の中華テレビは，公共

放送グループの一員でありながら，実際は

100％広告収入に依存するという「あいまい」

な存在になっており，公共テレビ法の改正の

際，どの程度公的支援が行われるのかも注目

されている。

この他，過去2〜3年にわたって問題になっ

たのが，公共テレビの最高意思決定機関であ

る理事会及び執行部の役員人事をめぐる政治

的紛争である。公共テレビの政治的独立は公

共テレビ法に明記されており，1998年の開

局以来，その政治的中立性は高く評価されて

きた。しかし民進党政権末期の2007年，理

事の互選で選出された理事長が中心に選考し

た，執行部門の長である社長（中国語は総経

理）が民進党寄りの人物と見られていたため，

当時野党ながら立法院の多数を占めていた国

民党は強く反発，公共テレビに毎年交付され

る9億元（約24億円，換算レートは9月2日

の三菱東京UFJ銀行のTTS（対顧客電信売

相場）による1元＝2.66円で計算）の一部の

執行を凍結し，公共テレビを兵糧攻めにした。

2008年に国民党の馬英九氏が総統選挙に勝

利して国民党が政権を奪回すると，公共テレ

ビの役員人事への影響力行使に乗り出し，理

事長に対して社長の更迭を要求した。しかし

理事長が応じなかったため，国民党は法改正

などによって公共テレビの理事を8人から21

人にまで13人増員，理事会における多数決

で理事長の更迭を図った。これに対し理事長

側は，新規理事の選出手続きに瑕疵があった

として，裁判所に新規理事8人に関する職務

停止仮処分を申請，これがいったんは認めら

れたため，行政院新聞局が逆に理事長の解任

を求める申請を裁判所に提出するなど，泥沼

の訴訟合戦を招いた。

訴訟の最終結論が出ないまま2010年12
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月，理事長の任期は終了したが，新規理事

の選出にあたる審査委員会がまた与野党対

立の影響を受けた。最近の補欠選挙で野党

民進党系候補の勝利が続く中，立法院の議

席比率に則して選ばれる新規の審査委員は

野党系の比率が上昇，野党系の審査委員が

結束すれば与党色の強い理事候補に拒否権

を行使できるようになった。このため最低

でも15人の理事選出が必要なのに5人しか

選ばれない状態となっている。そこで従来

の理事の間で2011年2月に社長を，また4

月には理事長を選出し，暫定的な役員体制

のまま運営を続けている。

Ⅵ−2 公共放送の成り立ち

台湾でテレビ放送が始まったのは1962年

で，台湾テレビがまず放送を開始，その後

1969年に中国テレビ，1971年に中華テレビ

が開局した。しかし当時は国民党による一党

支配の時代で，政治的独立を本旨とする公共

放送を設立するという発想は政府当局にな

く，いずれも与党国民党系の商業局としてス

タートした。その後1980年代末から政治の

自由化が進み，1997年には野党民進党系の

民間全民テレビ（後の民視テレビ）が開局す

る中，政治的中立性を求める有識者やメディ

アNGOの声も高まり，1998年に公共テレビ

が商業局に36年遅れる形で開局となった。

開局にあたって，当時の野党民進党は，公共

放送と言っても結局は政府当局の息のかかっ

た放送局になるとの懸念を示したことから，

開局から4年間はデイリーニュースを扱わな

いという異例の条件も付けられた。しかし公

共テレビは，初代理事長の呉豊山氏の巧みな

運営もあって，開局からまもなく，台湾の優

秀なテレビ番組に与えられる「金鐘賞」の受

賞が常にトップクラスを維持するようになる

など，政治的中立性や番組の質の高さを評価

される存在になっていった。しかし，公共テ

レビが後発だった台湾では，視聴者の間に商

業局の番組を見る習慣が根付いていたため，

扇情的な内容が多い商業局と比べ公共テレビ

の視聴率は長期にわたって低迷している。

この他，既述のように，中華テレビ・客家

チャンネル・原住民チャンネル・宏観チャン

ネルが現在公共放送グループの一員となって

おり，このうち客家チャンネルと原住民チャ

ンネルはケーブルテレビを通じて放送されて

いる他，客家チャンネルは公共テレビの地上

デジタルチャンネルでも放送されている。ま

た宏観チャンネルは5つの衛星会社を使って

全世界に送られ，無料で視聴できるように

なっている。

なお，今後の公共放送に関する記述は，公

共テレビを中心とする。

Ⅵ−3 公共放送のサービス

3-1　テレビとラジオ
台湾のラジオには公共放送はない。一方テ

レビは地上テレビ局として公共テレビ・中華

テレビがあり，少数派住民向けの客家チャン

ネルと原住民チャンネルはケーブルテレビで

放送されている。この他，海外向けの宏観チャ

ンネルがある。

①公共テレビ

ニュースと娯楽の総合編成。地上デジタ

ル放送は，アナログのサイマル放送に加え，

移 動 体 向 け のDIMO TV（Digital Mobile 
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TV），客家チャンネルがある。また，HDの

試験放送が4年目に入っており，試験放送の

免許期限は2012年5月15日までとなってい

る。政府は2012年のオリンピックまでに台

湾全土でHD放送を見られるようにしたいと

している。

②中華テレビ

ニュースと娯楽の総合編成。地上デジタル

放送は，アナログのサイマル放送に加え，「教

育」と「娯楽・スポーツ」がある。

③客家チャンネル

少数派住民の客家を主な視聴対象とし，ほ

ぼ全ての番組を客家語で放送（中国語2）の字

幕付き）している。放送はケーブルテレビ及

び公共テレビの地上デジタルチャンネルで行

われている。

④原住民チャンネル

少数派住民の原住民（マライポリネシア系

の先住民だが，彼らは「原住民」の呼称を主

張している）を主な視聴対象とし，番組の

40％以上をタイヤル語・パイワン語など14

の種族の言語で行うことを基本方針としてい

る。放送はケーブルテレビで行われている。

⑤宏観チャンネル

海外向けテレビ放送で，中国語・ホーロー

語（福建系）・英語・広東語・客家語の5言語

で実施され，5基の衛星を使って全世界をカ

バーしている。番組は，アニメやこども番組，

ドラマを含む総合編成だが，対外発信を重視

して報道番組に力を入れている。

3-2　インターネット

3-2-1. 概況
公共放送グループのインターネット展開

は，事実上公共テレビのニューメディア部が

一括して行っている。公共テレビのネット利

用は設立後まもなくストリーミング方式で始

めており，現在はネット上の版権に問題がな

い番組についてはライブで視聴することがで

きる。

また2010年からはソニーやパナソニック，

そ れ に 中 華 電 信 のMOD（Multimedia on 

Demand，IPTVサービスの名称）のプラット

フォームからもVOD方式で無料視聴が可能

になっている。

公共テレビはさらに，2007年に台湾に進

出して中国語版を作ったYouTubeとの間で，

2008年から長期的な協力関係を築いており，

YouTubeのサイトの中に公共放送グループ

のチャンネルを用意している。YouTubeと

提携するメリットは以下の2点である。

①数万人のアクセスがあり，公共テレビへの

アクセス数増大に大きく貢献する

②コストがかからず，広告収入の分配もある

この他，2011年にはiPhoneやスマート

フォン向けのアプリケーションソフトを

ニュース番組用と一般番組用のそれぞれで開

発し，サービスを開始している。

　

3-2-2. ネットでの特徴的な試み―市民記
者制度―

公共テレビにとって，ネット展開で最も特

徴的なのは，2007年から始めた「PEOPO」

（People Post, 公民新聞平台）と呼ばれる市

民記者制度である。公共テレビに氏名などの

IDを登録すれば，一般の市民が自ら取材・

撮影した内容をネット上で発表できるという

もので，2011年11月現在，市民記者の数は

5430人に達している。韓国のオーマイニュー

スと似た制度だが，オーマイニュースには編
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集部があって原稿の選択や修正を行っている

のに対し，PEOPOでは人を中傷するような

記事以外は削除等の編集を行わないのが特徴

で，担当する余至理双方向メディアグループ

長によると，世界中でも同様のモデルは見当

たらないという。こうした方式では売名目的

の記者や質の低い記事が跋扈する恐れもある

が，問題のある記事については，市民記者が

「わいせつ」「著作権侵害」などの理由を挙げ

て公共テレビに報告，公共テレビが出稿者本

人に連絡して自発的な削除を求める他，公共

テレビの方で削除することもある。

公共テレビがPEOPOを立ち上げた主な目

的は市民の「メディアアクセス権」の確保で

ある。基本的には各地域のコミュニティーレ

ベルにおけるニュースを紹介する記事が中心

だが，2008年の総統選挙に際しては，「公民

提問30秒」と称して，2人の候補者に対し一

般市民が30秒で質問する機会を作るといっ

た取り組みもしている。市民記者の職業は，

大学教授や自営業者などさまざまで，男女は

半々，台北市や新北市という首都圏の比率が

高いが，一部海外の華人などもいる。また，

NGOやNPOも多数加盟していて，市民団体

間の交流促進の窓口にもなっている。

台湾ではメディアの取材拠点が台北に集中

し，地方ニュースの発掘がおろそかになって

いることから，PEOPOによる地域情報の発

信は他のメディアからも注目されており，東

森 やTVBSな ど の 大 手 局 もPEOPOの

ニュースをあとから追いかけることがあると

いう。また公共テレビでも，毎日2本，計4

分間のPEOPOのニュースを紹介する枠を設

けている他，毎週土・日の昼と夜のニュース

の中でPEOPOのニュースの一部を紹介して

いる。採用になった原稿には原稿料1000元

（約2700円）が支払われる。

公共テレビでは，ネット上のニュースとは

いえ原稿・映像の質の確保は重要と考えてお

り，PEOPOをスタートさせてから2011年

11月までの4年間に，担当者を派遣して市民

記者の研修をするワークショップを約400回

開催した他，大学の15か所に「取材センター」

を作って，メディアを志望する学生などの指

導に当たっている。特に夏休みには，毎年サ

マーキャンプで学生をトレーニング，座講に

加えてリポートも作ってもらい，最後に「卒

業証書」を授与している。

こうした公共放送のインターネット展開に

ついて，公共放送の規模が小さいこともあっ

てか，新規の法整備などは行われておらず，

商業局からの反対も特に見られない。また，

インターネット展開に必要な資金は，従来か

らの政府交付金を中心とする収入の中から賄

われており，副次収入も微々たるものである

ことから，公共テレビではできるだけコスト

をかけない事業展開を目指している。

Ⅵ−4 公共放送制度の現状

4-1　公共放送の法的根拠
公共放送の法的位置づけを示す根本となる

のは，1997年に制定された公共テレビ法（中

国語は「公共電視法」）である。公共テレビ法

第一条では，立法の目的について，「公共放

送を健全に発展させ，公衆にサービスする放

送制度を作り，商業局のサービスで不足する

ものを補う。多元的な設計により，国民の表

現の自由と知る権利を擁護し，文化と教育の

水準を向上させ，民主社会の発展を促進し，
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公共福祉を増進する」ためと規定されている。

そして第二条で，公共テレビの運営者として，

財団法人公共テレビ文化事業基金会を設立

し，当面政府の交付金を主財源に運営すると

している。第三条では，公共テレビを管轄す

る行政機関を行政院の新聞局と定めている。

第十条では，公共テレビの業務内容について，

・ 放送局の設立と運営

・ テレビ番組の放送

・ テレビ番組やビデオ，出版物の製作と発行

・ テレビ界の人材養成

・ テレビの学術的，技術的及び番組の研究　

といった内容を列挙している。第十一条で

は，「公共テレビは国民全体のものであり，

その経営は独立自主でなければならず，干渉

を受けてはならない」としている。

4-2　公共放送の企業統治
公共テレビの運営は，財団法人公共テレビ

文化事業基金会が設置する理事会が中心とな

る。理事数は公共テレビ法で17人〜21人と

され，任期は3年で，再任も可能である。理

事会では以下の事項を管轄する。

・ 公共テレビ事業基金会の運営方針の決定

・ 年度業務計画の審査，決定

・ 公共テレビ事業基金会の年度予算と決算の

審議

・ テレビ番組方針と発展方向の決定及びその

執行の監督

・ 支局の設置及び廃止の決定

・ 公共テレビ事業基金会の規則の修正

・ 事業管理と業務執行に関する重要な規則の

制定及び修正

・ 社長の選出及び（社長による）副社長やそ

の他の幹部の選出への同意

・ 人事制度の審査，決定

・ 各種諮問委員会の設立

理事及び監事の選出にあたっては，立法院

が推薦した11人〜15人の「社会公正人士」に

よる理事・監事審査委員会を設置し，行政院

の作成した候補者リストに基づき，理事の適

任者を選出する。候補者が理事に選出される

には，審査委員の4分の3以上の同意を必要

とする。これは少数派の意見が最大限に尊重

されるようにとの配慮である。しかし2010

年12月に第4期の理事の任期が終了するの

に際して行われた，第5期の理事・監事審査

委員会において，野党推薦の審査委員が一致

して与党寄りとされた候補に反対したため，

理事候補27人のうち選出されたのはわずか5

人と，最低限必要とされる15人を大幅に下

回った。このため与党国民党は，審査委員の

同意を3分の2で良いとする公共テレビ法改

正案を立法院で通過させようとし，野党との

対立が起きている。

理事長は，理事の互選により選出される。

理事の中で常勤かつ有給なのは理事長1人で

あるため，理事長の権限は強い。理事会は毎

月少なくとも1回開催し，また理事長が必要

と認めた場合や理事の3分の1以上から要求

があった場合は臨時の理事会を開くことがで

きる。理事会の決議は，特別な規定を作った

場合を除き，3分の2以上の理事の出席と，

出席理事の過半数の同意を必要とする。

監事会については，3人〜5人を選出し，

その中から常務監事1人を互選により選出す

る。監事はマスコミュニケーション，法律も

しくは会計等の学識経験を有する必要がある

とされ，公共テレビ事業基金会の経費使用状

況をチェックする。
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社長の選出にあたっては，理事長が理事

会に候補者を提起し，理事の3分の2以上の

同意を得た上で任命する。業務の必要に応

じて副社長を1〜3人置くこととし，社長が

候補者を提起し理事会の同意を得た上で任

命する。その他の局長級幹部についても同

様である。

4-3　政府，議会との関係
公共テレビ法第三条では，公共テレビ事業

基金会の主管機関は行政院の新聞局とされて

おり，年度予算案は理事会の承認を得た後，

新聞局に提出されチェックを受ける。公共テ

レビの経営陣と与党国民党が対立していた

2008年12月には，立法院の教育及び文化委

員会が公共テレビの2009年度予算について，

今後政府の担当部署に対して番組ごとに企画

や制作費の明細を提示し，事前に許可を得る

よう求める付帯決議を採択した。しかしこの

決議は言論・報道の自由に対する干渉だとし

てメディアNGOは強く反発，メディア学者

などで作る「媒体改造学社」が中心となって

公共テレビの自主独立を求める署名活動を展

開，署名は3週間足らずで88団体，あわせ

て15万近くに達した。さらに国民党に近い

とされたメディアを含む大手各紙も公共テレ

ビへの“政治介入”を批判，馬英九総統は年

末のテレビ局のインタビューで，「公共テレ

ビの運営に介入するいかなる指示も出してい

ない」と強調，行政院による公共テレビ予算

管理の強化は棚上げされる形となった。

この他，公共テレビは事業年度終了後に執

行成果や収支決算などに関する年度業務報告

書を作成し，監事会と理事会の承認を得た上

で新聞局に提出しチェックを受ける。

議会との関係では，立法院は公共テレビの

予算と決算を審議するにあたって，理事長も

しくは社長を招聘し，説明を求めることがで

きる。立法院は毎年9億元（約24億円）と公

共テレビ法で定められた政府交付金について

予算を削除することはできないが，一時的に

執行を凍結することはできる。国民党は野党

時代から，立法院での多数を頼んで公共テレ

ビの予算の一部凍結を繰り返し，2008年度

の予算に関しては，その半額を1年以上凍結

した末，2009年4月にようやく解除した。

　

4-4　外部規制機関との関係
台湾ではかつてはメディアを管轄するのは

新聞局であったが，放送と通信の融合が始ま

る中，アメリカのFCCに範をとった独立規

制機関としてNCCが2006年2月に発足し

た。しかしNCCが公共テレビとの関係で担

当するのはコンテンツ規制の分野にほぼ限ら

れており，NCCは商業局と公共放送を区別

せずに規制・監督に当たる。公共テレビは商

業局と比べ，低俗な番組や広告との区別がつ

かないような番組（「番組広告化」として違法

とされる）が放送されることはほとんどない。

しかし2010年5月に公共テレビが放送した

映画「黒狗来了」（黒い犬が来た）について

NCCは，垂直の柱を使った官能的なポール

ダンスのシーンなど，性的な内容を含む場面

が数箇所あったとして，ラジオテレビ法・テ

レビ番組クラス分け処理弁法・公共テレビ法

のそれぞれに違反したと判断，初めて公共テ

レビに対し15万元（約40万円）の罰金を科し

た。公共テレビ法に関して違反したとされる

条項は，「公共テレビはいつの時間帯におい

ても，児童・少年が見るべきではない番組を
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放送してはならない」と書かれた第四十条で

ある。

Ⅵ−5 公共放送の財源

5-1　総収入の内訳
財団法人公共テレビ文化事業基金会の

2011年度予算については，総収入が21億

7589万3000元（約58億円）で，この中には

公共テレビの他，客家チャンネル・原住民チャ

ンネル・宏観チャンネルの運営予算も含まれ

るが，中華テレビは含まれない。内訳は表1

の通りで，公共テレビへの政府交付金と，客

家チャンネルなど3チャンネルの政府からの

番組制作収入はほぼ同額となっている。

5-2　総収入の経年比較
2008年度から2011年度にかけての予算に

おける総収入は図1の通りで，2011年度予

算の総収入は前年より9.06％減少している。

5-3　総支出の内訳
2011年度予算の総支出の内訳は表2の通

りで，一般番組の制作・購買費が最も多く，

次いでニュース番組の制作・購買費，番組送

出業務費，技術関連費，公共サービス・販売

業務費などとなっている。

5-4　総支出の経年比較
2008年度から2010年度までの総支出は総

収入と一致する。2011年度については，行

政院主計処の要求により，公共放送グループ

の設備の一部を公共テレビの資産に計上する

など会計方式を変更したことから，総支出は

図2のように前年度より2.13％増え，総収入

を上回る赤字が計上されている。

5-5　財源確保のための合理化
公共テレビは財政規模が小さく，人件費の

比率が高いことから，人員の管理を重視する

表1　公共テレビ2011年度予算

総収入 21 億 7589 万 3000 元
（約58億円）

内
　
訳

政府交付金 9億元（約24億円）

ケーブルラジオテレビ
事業発展基金交付金

1億332万元
（約2.7億円）

客家・原住民・ 宏観チャ
ンネル 番組制作収入

8億7111万8000元
（約23億円）

表2　公共テレビ2011年度予算（支出）

一般番組制作・購買費 5億7882万8000元
（約15.4億円）

ニュース番組制作・購買費 4億3603万3000元
（約11.6憶円）

番組送出業務費 3億6388万2000元
（約9.7億円）

技術関連費 3億2719万8000元
（約8.7億円）

公共サービス・販売業務費 2億1034万7000元
（約5.6億円）

行政管理費 1億7644万9000元
（約4.7億円）

国際事務展開費 1億7034万2000元
（約4.5億円）

図 1　公共テレビ予算推移
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ことで人件費の膨張を防ぐことが主要な取り

組みとなっていた。また，行政部門が毎月局

長会議の中で「各部門の予算収支執行状況の

検討」を提起，予算超過のリスクを低減させ

ると共に，部門間の予算流用も弾力的に行っ

ている。2011年度予算においては，ニュー

ス番組の制作・購買費や一般番組の制作・購

買費，それに国際事務展開費などをカットし，

拡大するニューメディア業務などの支出に当

てている。

Ⅵ−6 今後の課題と展望

6-1　公共放送の将来ビジョン
公共放送グループは2011年から2013年ま

での基本ビジョンとして，「放送と通信が融

合するデジタル化時代の中で，質の高い番組

の制作を継続すると共に，ニューメディア

サービスのプラットフォームを創設し，台湾

の価値を伝達する」ことを掲げ，具体的には

以下の4つの項目を提起している。

Ⅰ公衆が信頼するメディアになる

Ⅱ公共放送グループの運営を充実させ，グ

ループとしての総合的機能を発揮する

Ⅲニューメディアサービスのプラットフォー

ムを創設する

Ⅳ世界とつながり，台湾を展開する

6-2　視聴者の公共放送評価
公共放送グループでは，2010年の1月か

ら5月にかけて一般視聴者やメディア学者，

NGO団体などを対象にした公共放送評価調

査を実施した。一般視聴者に関しては3433

人への電話インタビューを行った他，一部の

視聴者やNGOの代表などとの座談会も実施

した。その結果は，3433人の一般視聴者の

うち，公共テレビを日頃から見ていると答え

たのは全体の32.3％で，40歳から59歳の年

齢層が多く，職業では公務員や専門職の人が

多かった。公共テレビを見ている人の中では，

毎週1〜2回，1回に30分〜1時間半視聴し

ている人が多かった。

具体的な項目ごとの評価は図3の通りで，

番組の種類の多様性について，一般視聴者で

満足と答えた人が80％以上だった。しかし

学者の間には，公共政策を討論する場の提供

が不十分との意見があった。公共テレビの番

組の新規性，番組の掘り下げ方の深さ，番組

の公正・客観性については，いずれも「満足

する」が80％を超えた。公共テレビが提供す

る情報への信頼性についても「信頼する」が

85％を超えた。一方公共テレビのチャンネ

ルの必要性については，「必要」が70％にと

どまったが，公共テレビを日頃から見ている

と答えた人に限ると，「必要」が93％に達し

た。公共テレビを見ている人たちを対象に，

その番組を好きかどうか聞いた質問では，好

きが93.1％，好きでないが3.1％だった。

図 2　公共テレビ予算推移
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この調査結果から全体として，公共テレビ

を日頃から見ている人は必ずしも多くない

が，その番組内容への評価は高く，公共テレ

ビの必要性についてはおおむねコンセンサス

があると判断できる。

6-3　その他
公共放送グループにとっての今後の最大の

課題は，グループの構成がどうなるのかを明

確化することである。しかし与党国民党がグ

ループの縮小化を志向しているように見える

一方，野党民進党は政権を担当していた8年

間に公共放送のチャンネル（アナログ）を1か

ら5に増やすなど，公共放送の充実にある程

度積極的と見られることから，2012年の総

統選挙で国民党と民進党のいずれが勝利する

かで，公共放送グループの構成も異なってく

る可能性が十分ある。どちらの場合になって

も，公共放送グループの役割と業務のカバー

範囲を法的に明確な形で定義し直すことが喫

緊の課題になっていると言える。

（やまだ けんいち）

図 3　公共テレビへの評価
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Ⅶ−1 要点

アメリカの公共放送は，日本やヨーロッパ

の公共放送に比べて，設立の経緯や歴史，組

織形態・規模，財源のあり方などが大きく異

なっている。一言で表せば，日本やヨーロッ

パは「大きな公共放送」であるのに対して，

アメリカは「小さな公共放送」であるという

ことができる。

NHK放送文化研究所が2011年2月から3

月にかけて行った「公共放送の意識」6カ国比

較調査（日・英・仏・独・韓・米）によると，

その国の公共放送の番組をどの程度見ている

かという問いに対して，“ほぼ毎日見ている”

と答えた人は，アメリカは38.1％と6カ国中

で最も低かった。その一方で，公共放送の番

組やサービスに“十分満足している”と答え

た人は33％と6カ国の中で一番高かった1）。

アメリカの公共放送は，視聴者は少ないもの

の，番組を見聞きする人には満足感をもたら

すという傾向がうかがわれる。

そうした中，アメリカの公共放送は現在，

いくつかの点で“岐路”に立っている。ひと

つは，インターネットの普及でメディアが多

様化する中で，公共放送の果たすべき役割が

改めて問われている点である。元々，商業放

送が強いアメリカでは，近年インターネット

を使った動画配信サービスやソーシャルネッ

トワークサービス（SNS）などのニューメ

ディアの利用者が激増している。そうした中

で，公共放送ならではのサービスはどんなも

のが可能か，そのあり方についての議論が続

いている。

もうひとつは，2008年秋以来の長引く不

況で，ほかの多くの商業メディアと同様に公

共放送も財源の確保が課題になっている点で

ある。日本やイギリスのような「受信料制度」

がないアメリカでは，公共放送はその収入を

一般からの寄付や企業協賛金，政府や自治体

からの交付金など，多様な財源に頼っている。

不況の影響で収入が減る中，公共放送ならで

はの番組やサービス提供のために，財源をい

かに確保し，安定させていくかが重要となっ

ている。

さらに，アメリカ固有の問題として，PBS

（公共テレビ）・NPR（公共ラジオ）と，全米

にある各放送局との関係の変化がある。これ

まで両者は一定の緊張関係を保ちながらも協

調してきた。しかし，長引く不況やメディア

環境の変化の中で，財源の確保や放送サービ

スのあり方などをめぐって両者に意見の相違

が生じ，これまでの関係から変化を求める動

きが顕在化している。

インターネットの登場とデジタル時代の到

来でメディアのあり方が“激変”する中，ア

メリカならでの公共放送のあり方を求めて，

関係者の模索と試行錯誤が続いている。　

アメリカの公共放送の制度と財源
柴 田　厚

Ⅶ



232│NHK放送文化研究所年報2012

Ⅶ−2 アメリカの公共放送の成り立ち

アメリカでは1920年代から，全米各地の

大学や地域コミュニティーが運営する非商

業教育ラジオ（公共ラジオの前身）がそれぞ

れの地域に向けて小規模な放送を“個別に”

行っていた。やがて非商業テレビの放送も

始まった。その一方で，NBC，CBSなどの

大手商業放送は全国の地方局のネットワー

ク化を進め，潤沢なコマーシャル収入に支

えられたラジオ放送，テレビ放送を強力に

展開して多くの視聴者をつかんでいった。

こうした動きに対してアメリカ政府は，教

育目的で全米各地で別々に放送を行ってい

た公共放送の存在意義を高め，組織面，財

政面から支援するため，1967年に公共放送

法（Public Broadcasting Act of 1967）を制定

した。この法律に基づいて，1969年には非

商業テレビ局の連合体としてPBS（Public 

Broadcasting Service）が作られ，翌70年に

ラジオのNPR（National Public Radio）が設

立され，現在に至っている。

Ⅶ−3 メディア環境と公共放送の位置

3-1　地上放送
アメリカは世界で最もテレビ・ラジオの普

及が進み，多様な放送が展開されている国の

代表格と言える。長い伝統のある地上放送に

加え，ケーブルテレビ，衛星放送，そして最

近ではインターネットを利用した多様なコン

テンツ展開が大きな特徴となっている。

そうした中で，アメリカの放送の中心は，

影響力が低下しつつあるとは言え，地上波の

商業放送である。FCC（連邦通信委員会）に

よると2011年3月末現在，全国で1,774のテ

レビ局があり，そのうち商業放送局が1,382

局を占める。商業局の多くはABC，CBS，

NBC，FOXのいわゆる4大ネットワーク，

および後発のCWなどのネットワークの直営

局，または加盟局（いずれかのネットワーク

の系列に属するが，所有は別のテレビ所有会

社）となっている。ネットワークは，大都市

では直営局を運営し，そのほかの市場では，

ローカル局と加盟局（affiliate）協定を締結し

て，番組を全米に提供している。一方，公共

テレビ（PBS）を中心とする非商業局は392

局ある。

またラジオについては，商業局と非商業局

はあわせて1万4,728局（2011年3月現在）あ

り，このうち商業局は1万1,311局，公共ラ

ジオ（NPR）をはじめとする非商業局は3,417

局となっている。

3-2　衛星放送，ケーブルテレビ
アメリカのテレビ放送の大きな特徴とし

て，衛星放送やケーブルテレビなどの有料放

送加入者が多いことがあげられる。

このうち，衛星放送はディレクTV

（DirecTV）と，エコスター（Echo Star）の2

社が行っている。加入世帯は2011年3月現

在，DirecTVが約1,940万，Echo Starが1,419

万で，2社あわせて全米の世帯普及率は約

30％である。

一方，ケーブルテレビは，最大手のコムキャ

スト（Comcast），2位のタイムワーナーケー

ブル（Time Warner Cable）などのケーブル事

業者に，CNNやMSNBCなど500以上の番

組供給事業者が番組・コンテンツを配信して

いる。これまで順調に加入者が増加していた
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ケーブルテレビだが，ここ数年は衛星放送や

新規参入した通信事業者に押されていること

に加え，最近では不況で有料放送の契約を解

除する世帯（cord-cuttingと呼ばれる）が増加

していて，ケーブルの全米世帯普及率は減少

している。NCTA（全米ケーブルテレビ事業

者連盟）によると，最盛期の2001年には

67％に上った世帯普及率が，2011年3月時

点では46.2％と，全世帯の半分を割っている。

3-3　地上デジタル放送への移行
アメリカの地上放送は2009年6月12日，

アナログからデジタルへ全面移行した。当初，

移行日は2月17日の予定だったが，1月に発

足したオバマ新政権は視聴者の準備が充分に

整っていないと判断して，移行日は4カ月延

期された。

FCCなどでは延期された4カ月の間に，地

上放送のみを受信している世帯の支援に力を

入れた。具体的には，コールセンターに4,000

人を配置して視聴者からの問い合わせに対応

したほか，全米各地に600余りのWalk-in 

Center（地デジ相談所）を開設してデジタル

−アナログ変換コンバーターの接続方法など

について相談に応じた。また，NTIA（商務

省電気通信情報局）が，コンバーターの購入

支援として一枚40ドルのクーポン券を約

6,000万枚発行した。

こうした努力の結果，移行日直前にはデジ

タル放送未対応世帯は大幅に減少した。6月

12日の移行当日にはFCCへの電話が1日で

30万件を超えるなどの反響があったが，移

行自体は大きな混乱もなく行われた。現在で

は99％の家庭でデジタル放送が受信可能と

なっている。

3-4　インターネット・サービス
アメリカで今，最も勢いがあるのがイン

ターネットを使ったコンテンツ配信サービス

である。2006年に4大ネットワークが最初

に始めた時は，それぞれの局の独自サイトで

自局の人気番組を提供していたが，その後，

外部のメディアと提携・協力して，さらに多

様なサービスを展開する形に変わっていっ

た。その成功例の一つが，2008年にNBCと

FOXが共同出資（後にABCも参加）したオン

ライン動画配信サービス「Hulu」である。人

気テレビ番組や映画が広告付きで無料スト

リーミング配信されるもので，高画質のコン

テンツはNBC，FOX，ABCのほか，ソニー

ピクチャーズなど多くの企業が提供してい

る。Huluは2010年6月から一部有料サービ

スの「Hulu Plus」も始め，月8ドルでシリー

ズの全番組を見たり，過去のドラマにもアク

セスすることができるようになった。また，

定額料金で好きなだけコンテンツを見ること

のできる配信サービスNetflixも急速に利用

者を伸ばしている。「無料広告モデル」か「課

金モデル」かのビジネスモデルのあり方に加

え，動画の大容量コンテンツが増えることに

対応して，ネット上のトラフィックをどのよ

うに確保していくのかが新たな課題となって

いる。

3-5　アメリカの公共放送の特徴
多種多様な商業放送に比較して，アメリカ

の公共放送は地味ながら，独自の存在感を示

している。ひとつの大きな特徴として，テレ

ビのPBSとラジオのNPRが全く別組織とし

て機能していることがあげられる。

しかし，一口に「公共テレビPBS」，「公共
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ラジオNPR」というが，PBSというテレビ

局，NPRというラジオ局は存在しない。

PBS，NPRはそれぞれ公共テレビ，公共ラ

ジオの本部機能を果たす組織の名称で，

PBSはバージニア州，NPRはワシントン

DCにそれぞれ本部ビルを置いている。両者

は，放送局機能は持っていない。実際に放送

を行っているのは，放送免許を受けた全米各

地のメンバー局である。早くから放送を行っ

てきた各州の放送局（メンバー局）は自主自

立の意識が強く，PBS，NPRはそれらの局

をゆるやかに束ねている。日本のNHKやイ

ギリスのBBCが首都に多くの人員と設備を

集中した本部を持つ中央集権的な組織である

のに対して，アメリカの公共放送は「脱中心

的・分権的」な組織形態であることが特徴と

言える。

Ⅶ−4 公共放送のサービス

アメリカには，公共放送関係者の間で“Big 

4”と呼ばれる組織がある。このうち2つは公

共テレビPBSと公共ラジオNPRで，この2

者は直接，放送事業に携わる。3つ目はCPB

（Corporation for Public Broadcasting，公共

放送機構）である。1967年公共放送法に基づ

いて翌68年に設立された組織で，公共放送

に対する政府助成金は，全てCPBに交付さ

れ，そこから各メンバー局に配分される。そ

し て4つ 目 がAPTS（Association of Public 

Television Stations，全米公共テレビ連盟）で，

公共放送に対する理解促進のためのロビー活

動を，ワシントンを中心に行っている。この

4つの組織が協力して活動し，公共放送全体

の振興を図っている。そして，実際に放送を

担っているのが，全米各地に点在する千数百

の公共放送局である。

以下に，テレビ（PBS）とラジオ（NPR）に

分けて特徴を述べる。

4-1　公共テレビ（PBS）
PBSは，ワシントンDCの隣，バージニア

州に本部があり，全米各地に約360のメン

バー局を持っている。

PBSの主要な役割は，公共テレビ事業全

体の計画を策定することなどと共に，全米の

放送局やプロダクションが制作した番組を調

達し，実際に放送を行うメンバー局に配信す

ることである。PBS自体は番組制作は行わ

ない。

アメリカの公共放送は前身が「教育」を主

たる目的として始まったことから，『Sesame 

Street』に代表される教育番組を放送する一

方で，ニュースやドキュメンタリー，歴史番

組，芸術番組，自然番組などに力を入れてい

る。PBSの代表的な番組としては，解説や

分析，当事者へのインタビューに力点をおく

ニュース番組『News Hour』や，硬派の社会

派ドキュメンタリーとして評価の高い

『Frontline』，長寿の自然番組『Nature』や，

科学番組『Nova』などがある。月間のPBS視

聴者数は1億1,800万にのぼる。

インターネット・サービスにも力を入れて

おり，子供向けサイトの「PBSKIDS.org」で

は視聴率の高かった番組を無料でストリーミ

ング視聴できるほか，ドキュメンタリー番組

『Frontline』などのサイトでは，過去の番組

に加えて，放送で紹介しなかったインタ

ビューを見ることができるなど，付加価値を

つけた情報を提供している2）。
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4-2　公共ラジオ（NPR）
ワシントンDCにあるNPRは，全米約900

のメンバー局に番組を配信している。

PBSと比較した場合，NPRは番組の調達

と配信に加えて，独自にニュース取材と番組

制作を行い，それを全米のメンバー局に配信

している。実際に番組制作を行うか否かが，

PBSとNPRの最大の違いと言える。

NPRは報道と芸術・文化（特にラジオの特

性を生かした音楽）に力を入れ，代表的番組

としては，朝のニュース番組『Morning 

Edition』，午後のニュース番組『All Things 

Considered』，音楽番組『All Songs Considered』

などがある。前2者は，アメリカでよく聞か

れる番組の上位5位に入る人気番組である。

週間聴取者数は約3,700万で，増加傾向に

ある。

NPRでは，番組やコンテンツを電波に乗

せる従来の放送に加えて，インターネット上

での24時間ストリーミングやオンデマンド

などデジタル技術を最大限生かしたサービス

に全面的に乗り出している。2009年7月に

はウェブサイトを一新し，「良質なコンテン

ツ」を「多様なプラットフォーム」で展開する

方針のもと，最新のニュース原稿や膨大な過

去の番組に自由にアクセスできるようになっ

ている3）。　

Ⅶ−5 公共放送の財源

アメリカの公共放送は日本やヨーロッパと

は違い，「受信料」のような単一の収入源を

持たない。ここでは特に，財源の面から少し

詳しく見てみたい。

　

5-1　歳入の内訳
CPBによると，2009年度のテレビ・ラジ

オを合わせた公共放送全体の歳入は約26億

ドル（2,002億円）にのぼる。内訳を見ると，

最も多いのが個人からの寄付金で28％，7億

3,000万ドルを占めている。続いて，アンダー

ライティング（under-writing）と呼ばれる企

業からの協賛金（16％，4億3,000万ドル），

政府交付金（15％，4億ドル），州政府からの

交付金（12％，3億2,000万ドル）となってお

り，この4つでほぼ4分の3を占めている。

この後に財団や大学，地元自治体などからの

資金が続く。

4年前（2005年度）と比較すると，総額で

約2億ドル（154億円）増加しており，寄付，

企業協賛金，政府交付金，州政府交付金，い

ずれも増えている。

　

5-2　寄付
個人からの寄付はアメリカの公共放送を支

える基幹部分と言える。各地の放送局は地域

のために放送を行い，地域の人達は寄付で放

送局を支えるという関係である。PBSをは

公共放送の歳入内訳（2009 年度）［単位：1,000ドル］

28%

16%16%

8%8%

12%12%

15%

3%

8%

個人寄付金
729,383

企業協賛金
434,740

州政府交付金
317,259

その他
83,091

財団
209,863

州立大学
216,831

地元自治体 4％
99,475

政府基金 3％
79,027

私立大学 2％
51,499

その他大学 1％
22,168

政府交付金
400,000 出典：CPB HPより

計
2,643,336
100％
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じめ各地のメンバー局は，放送の中やホーム

ページ上でひんぱんに公共放送の理念をPR

し，視聴者に財政的支援（寄付）を求めている。

特に，インターネットが普及してからは，手

続きが簡単なオンラインでの寄付も盛んに行

われるようになっている。局によっては，金

額に応じてイベントや放送局ツアーに招待す

るなどの“特典”を設けたり，ホームページ

上で名前を公開したりしている。アメリカで

は寄付は非課税扱いになることから，公共放

送に多額の寄付を行う人もいる。CPBによ

ると，2009年度に公共放送に寄付した人の

総数は約560万となっている。

　

5-3　企業協賛金（under-writing）
アメリカの公共放送に特有のシステムで，

民間企業などがスポンサーになり，協賛金

を出す代わりに，番組の始まりや終わりに

その企業名や企業理念などをスポットとし

て入れる。個別の商品や価格などを紹介す

ることは禁じられている。公共放送や番組

の理念に賛同していることを示し，社会貢

献活動の一環として参加する企業が多いが，

一部には，商業放送の広告と変わらないと

する批判もある。

　

5-4　政府交付金
政府交付金が全体に占める割合は15％

（2009年度）だが，特に寄付や企業協賛金の

少ない，地方の小規模局にとっては重要な財

源となっている。アメリカでは，ケーブルや

衛星などの有料放送に契約していない，ある

いは，契約できない低所得者層や移民世帯，

高齢者，遠隔地住民などにとって，無料の地

上放送，特に公共放送は貴重な情報源となっ

ている。規模は小さくても，こうした視聴者

に向けて情報を発信する公共放送局の存続は

重要である。CPBによると，2009年度では

全米の約1,300の公共放送局のうち，108の

小規模局で歳入の25％以上を政府交付金が

占め，さらに22の小規模局では政府交付金

が50％以上を占めている。22の局のほとん

どが，ネイティブ・アメリカン保護区域内の

公共放送局である。

　

5-5　政府交付金決定プロセスの特徴
CPBでは毎年，会計年度で2年後の交付

金の申請手続きを行う決まりになっている。

つまり，今年（2011年）申請を行うのは2013

年の分である。別の見方をすれば，今年の交

付額は2年前にすでに決定されていることに

なる。理由は，時の政府の政治的判断を公共

放送に直接的に影響させないよう，2年間の

“緩衝期間（バッファー）”を置くというもの

である。公共放送への助成を政治的取引の材

料にしないための措置とも言える。

アメリカでは，伝統的に「小さな政府」を

目指す共和党が，公共放送へ国民の税金であ

る政府交付金を出すことに長く反対してきた

経緯がある。特に，ブッシュ政権の2006年

から10年にかけては，大統領側から公共放

送に対する政府交付金の削減が毎年，提案さ

れた。これに対して，APTSなどが積極的な

ロビー活動を行い，最終的には議会でCPB

の申請額が認められてきた経緯がある。

　

ここまで見てきたように，アメリカの公共

放送の財源は多様であり，経済の影響を受け

やすい寄付や企業協賛金，政治の影響を受け

やすい政府交付金など，日本やイギリスの「受
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信料制度」に比べると，“不確定要素”の多い

収入体系と見ることもできる。しかし，反対

に，収入源を多数用意しておくことは，ひと

つが縮小しても全体への影響を少なく留めて

おくことができる，という見方もある。筆者

がアメリカで関係者に聞き取り取材を行った

際にも，現行制度を肯定的にとらえる声が多

かった。歴史的な違いもあるが，アメリカで，

広く薄く徴収する税金にも似た「受信料制度」

を導入することは非現実的である，という声

がほとんどだった。それよりも多元的な収入

の道を持つ今の方法の方が現実に即してお

り，それが放送内容の活性化にもつながると

いう意見もあった。つまり，お金を受け取る

様々なルートを作る努力は，放送局が視聴者

の意向を反映する多様なルート作りにもつな

がるという考えである。また，アメリカでは

多くのテレビ視聴者がすでにケーブルや衛星

などの有料放送に料金を支払っており，これ

以上，放送にお金を使いたくないという現実

的な側面があることも否めない。

Ⅶ−6 今後の課題と展望

6-1　PBSのメンバー局離脱問題
この項と次項では，PBSとNPRに関わる

2つの問題について見てみる。これらが，現

在のアメリカの公共放送の直面する課題を端

的に象徴していると考えられるからである。

　

PBS（あるいはNPR）とメンバー局の関係

にはやや複雑な部分がある。元々アメリカの

公共放送は，1920年代から地域向けに独自

に放送を始めた地方局が最初の姿である。そ

れぞれの局は独立しており，番組内容は放送

する地域に合わせて各局が決めていた。そし

て，それらを組織化して番組の制作や調達に

便宜を図り，公共放送全体の規模と影響力を

拡大するために1969年に作られたのがPBS

（70年にNPR）である。基本はそれぞれの地

方局であり，PBS（NPR）はいわば“後発の

まとめ役”とも言える。公共放送（テレビ）を

代表する番組の多くは各地の放送局で作られ

ており，例えば『Frontline』はボストン

WGBHの制作，『News Hour』はワシントン

DCのWETA，『Nature』はニューヨークの

WNETが制作している。PBSはこれらの番

組を買い，全国のメンバー局に配信している。

各局では配信された番組に，自局制作の独自

番組を組み合わせて，地域向けの放送を編成

している。その際，各放送局はPBSに対し

て毎年“dues”と呼ばれる番組使用料を払っ

ている。金額は，局の規模によって異なって

いる。

今年（2011年）1月，PBSの約360のメン

バー局の中でも有数の大局，ロサンゼルスの

KCETがPBSのネットワーク網から脱退し

た。その理由は，「番組使用料を支払うこと

が難しくなった」というものであった。この

一件は，PBSとメンバー局の関係や地方局

の財源確保の問題，そして視聴者に対する番

組サービスのあり方など，公共放送の根幹に

関わる問題を含んでいる。ここでは，この問

題について事実関係をまとめたい。

　

KCETとPBSの対立，脱退へ
KCETとPBSのdues（番組使用料）をめぐ

る話し合いは，2007年の夏から始まった。

アメリカの公共放送を扱う業界紙Currentに

よると，KCETはPBSに対して年間で700
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万ドル（約5億3,900万円）を支払っていた。

この金額は，放送局や市場の規模，放送する

番組の数などによって決まるが，KCETは金

額が高すぎるとして，PBSへ額を下げるよ

う，再三，要望していた。

ロサンゼルスを中心とする地域には，

KCETの他，KOCE，KLCS，KVCRの計4

つのPBS系列局がある。前にも述べたが，

各放送局はその地方の大学や地域コミュニ

ティーが独自に作ったことから，局の規模も

様々で，必ずしもカバーするエリアが明確に

分かれているわけではなく，一部で重複して

いたりする。4つのうちでも，最も規模が大

きくカバーエリアが広いKCETが，この地

域 の“flag-ship station（ 旗 艦 局 ）”と し て

『Sesame Street』をはじめとする多くのPBS

の番組を放送していた。他の3局は，KCET

と番組が重ならないように時間をずらしたり

しながらPBSの一部の番組を放送していた。

放送する番組数はKCETが一番多かった。

その後，経済状態が悪化したことなどを理

由に，番組使用料をめぐるKCETとPBSの

交渉は2009年末から本格化したが，両者は

歩み寄ることができず，2010年10月8日，

ついにKCETは40年間加盟してきたPBSの

ネットワークを2010年いっぱいで離れるこ

とを決定した。KCETは全米で最大の独立系

の公共放送局となることになった。

　

得るものと失うもの
これによって，KCETは年700万ドルの

duesを払う必要がなくなったが，それまで

放送してきた『Sesame Street』をはじめとし

て，『News Hour』，『Nova』，『Frontline』，

『Masterpiece』，『Tavis Smiley』などのPBS

の人気番組を放送できなくなった。KCET

では，それに代わるものとして，独自に制

作する番組に加え，イギリスBBCやカナダ

CBCなどの公共放送が制作したドラマやコ

メディーのほか，独立プロダクションが制

作した料理番組や科学番組，映画などを調

達することにした。その他にも，日本の

NHK制作の英語ニュース番組や，他のアジ

アや中東諸国からも番組を購入して独自の

編成を目指した。

一方，PBSでは，旗艦局のKCETを失う

ことは収入面と同時に，視聴者サービスの

面からも影響が大きいことから，何とか

KCETをネットワーク内に留めようとした

が妥協点を見いだせなかった。このため，

地域で2番目の規模の局だったKOCEを新

たな旗艦局とし，ほかの2局と協力しながら，

これまでPBSの番組を見ていた視聴者に不

便を与えないよう，残された3カ月の間に，

番組編成や送受信態勢の整備を急いで行う

ことにした。

　

ソフト王国カリフォルニア
今回，KCETがPBSネットワークからの

脱退という思い切った決断をした背景には，

いくつかの要因がある。ひとつは，カリフォ

ルニアには，ハリウッドをはじめとして多く

の制作プロダクションや，豊富な放送用ソフ

トが存在することである。全米第2の都市ロ

サンゼルスには人材も揃っていて，番組にす

る“ネタ”も豊富にある。

また，ラテン系やアジア系の移民が多く，

多民族文化の州であるカリフォルニアでは，

海外から調達する様々なソフトを受け入れや

すいという土壌もあった。KCETのアル・
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ジェローム（Al Jerome）会長は，「多様なコ

ミュニティーの声を生かした番組作りをし

て，地域に根付いた公共放送局の新しいモデ

ルを作りたい」としている。

しかし，一方で，新たに番組を作るのは，

既成番組を買うより高くつくため，考えてい

るほど独自の番組展開ができるのかを疑問視

する考えもある。また，多様な番組を出すこ

とが，結局「寄せ集め」に終わってしまい，

放送全体の質の低下につながらないかという

不安もある。結果として，これまで積み上げ

てきたKCETのブランドイメージの低下に

つながる可能性もある。

　

脱退に対する賛否両論
今回のKCETの決定について，視聴者の

多くは批判的な見方をしていると，現地メ

ディアは伝えた。PBSに残る3局がカバーす

ると言っても，時間帯が変わる番組や，場合

によっては放送が継続されないものも出てく

る。また，PBSの番組は，視聴率的には商

業局ほど高くなくても，ドキュメンタリーや

子供番組，科学番組など高品質で評価が高い

ものが多いため，それがまったく見られなく

なることは，大きな文化的損失だという指摘

もあった。

そうした中で視聴者の最大の不満は，今回

の脱退は放送局側の都合で決められたもの

で，そこでは視聴者の意向は無視されていた

ということだった。これまでPBSへ行って

いた寄付を取り止めるという人や，今後，

PBSを見ないと憤慨する視聴者の意見も

あった。放送関係者からは「PBSという“宝

の山”を捨てる理由がまったくわからない」

という声が聞かれた。また，すでにケーブル

や衛星で多様な選択肢がある中で，相対的に

見られなくなっているPBSが，一層の地盤

沈下をするという悲観的な見方もあった。

その一方で，KCETの判断を支持する声も

ある。豊富なソフト制作力を背景に，これま

でより一層，地域に根付いた番組を制作・放

送することに期待するものである。

長い歴史のある公共放送PBSの番組は，

質的には安定しているが，見方を変えれば“古

臭く，変わりばえしない”とも言える。目ま

ぐるしく変わるメディア激変の時代の中で，

特に若年層の視聴率は低く，KCETの取り組

みが公共放送の質的な“パラダイム・シフト”

を起こしてくれるのではないかという期待も

ある。

KCETのジェローム会長は，番組調達が安

定し，視聴者に新しいKCETが浸透するま

で2〜3年はかかるだろうとみている。そし

て，既成の番組を購入する割合を徐々に減ら

し，独自制作番組の比率を高めていきたいと

している。

PBSから脱退，その後
KCETがPBSのネットワークを脱退して

半年余りが経った段階での現地からの報道を

見ると，公共放送局4局の中で，新しくPBS

のメイン局となったKOCEが視聴率をとる

ことが多く，KCETはやや苦戦気味のようで

ある。しかし，国際的に大きなニュースがあ

ると，KCETはよく見られている。例えば，

エジプトなどで中東革命の動きが激しさを増

すと，2月からKCETが放送しているアル

ジャジーラ・イングリッシュの視聴率が急上

昇した。このため，KCETでは放送時間枠を

拡大した上で，デジタル第2チャンネルから，
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より視聴率の高い第1チャンネルに切り換え

て放送を続けた。

また，4月のイギリスのロイヤル・ウエディ

ングの際も，BBCから結婚式中継と皇室関

連番組の提供を受け，視聴率を大きく伸ばし

た。いずれも，PBS時代にはできなかった

編成であり，多様な番組，特に海外から調達

したソフトが，視聴者に受け入れられた形と

なった。

2011年3月下旬，フロリダ州オーランド

の公共放送局WMFEが，PBSネットワーク

からの脱退を明らかにした。WMFEはテレ

ビ・ラジオの兼営局で，ラジオはNPR系列

に残るが，テレビはPBSを抜けるというも

のだった。理由は，ラジオの寄付や協賛金は

集まったものの，テレビは目標額に達せず，

今後の運営が厳しいからだという。WMFE

はKCETに続き，地域の旗艦局がPBSを抜

ける2局目のケースとなった。

6-2　NPRに関する政府交付金問題
一方，ラジオのNPRでも，組織を揺るが

す出来事があった。前述したように，政府か

ら公共放送への交付金については，額はそれ

ほど大きくないものの，しばしば政治論争の

的となってきた。共和党を中心とする保守派

の立場は，「言論・表現の自由は合衆国憲法

修正第一条で保障されているが，公共放送も

その権利を行使するのであれば，政府からの

財政的支援を受けず，商業放送と同じ土俵で

行うべきである」というものであり，政府か

らお金を受け取っておきながら，政府を批判

するのはおかしいという意見もある。一方，

民主党を中心とするリベラル派の意見は，「公

共放送は，ニュースや教育番組，災害に関す

る情報などを，全ての国民に等しく届ける使

命を持っており，それを支援するのは政府の

役目である」としながらも，政権の恣意的な

干渉は排除されなくてはならないというもの

である。

両者共に一理ある意見だが，アメリカの公

共放送は，強大な商業放送に囲まれ，かつ，

この二つの意見の間で微妙に揺れ動いてき

た。そして，公共ラジオに対する強風が吹き，

それがNPR会長の辞任にまで及んだのが，

2010年秋から2011年にかけて起きた政府交

付金に関わる問題である。

　

保守派の解説委員を解雇
NPRは2010年10月20日，ファン・ウィ

リアムズ（Juan Williams）解説委員が，2日

前の10月18日にFOXのニュース番組の中

で行った発言の内容が，NPRの編集方針に

反するとして，解説委員の契約を解除したと

発表した。ウィリアムズ氏はアフリカ系アメ

リカ人で，NPRと同時に，保守的な論調が

強いFOXでも政治解説を担当していた。同

氏は，超保守的な言動でしばしば物議を醸す

Bill O’Reilly氏が司会を務めるFOXの人気

番組，『The O’Reilly Factor』の中で「飛行

機でイスラム風の服装をした人と一緒に乗り

合わせると不安になる」と発言し，これが

NPRの報道倫理の点で問題があるとされた

のである。NPRを解雇された後，FOXはす

ぐにウィリアムズ氏に3年間で200万ドル（1

億6,000万円）の契約更新を提案し，ウィリ

アムズ氏もこれを受け入れた。
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有力議員がNPRを批判
ウィリアムズ氏が解雇されたことについ

て，まず，共和党の有力者で，次期下院議長

と目されていたジョン・ベイナー議員が「国

の財政が破たんしかけている時に，なぜ“左

翼のラジオ局（left-wing radio network）”に

国民の税金を投入する必要があるのか？」と

NPRを批判した。公共放送への政府交付金

に対する批判は，テレビのPBSよりラジオ

のNPRに対して強く，特にNPRのニュース

番組はしばしば“リベラルに偏り過ぎている”

として保守派の攻撃対象になってきた。

折しも2010年11月2日に行われた中間選

挙で，共和党は下院で60以上議席を増やし

て与党となり，一層対決姿勢を強めた。また，

この頃オバマ政権は膨大な財政赤字を削減す

るため，超党派の委員会を作ってあらゆる支

出を減らす検討を始めており，この中に公共

放送（CPB）への政府交付金も削減対象の候

補として含まれていた。共和党の有力議員，

ジョン・マケイン上院議員はメディアのイン

タビューの中で，「手始めにCPBから始める

のはどうか」と発言した。また，中間選挙で，

公共放送を支持していた多くの民主党議員が

落選したことも，CPBには痛手となった。

逆に，公共放送への財政支援に批判的な多く

の“tea-party（茶会）”系の共和党議員が当選

し，公共放送をめぐる包囲網は急速にせばめ

られていった。

　

下院では削減を否決，しかし…
共和党議員から下院に提出されたNPRの

みに絞った政府交付金の削減法案は，2010

年11月18日に採決され，結局171対239で

否決された。11月初めに選出された新しい

下院議員が活動を始めるのは翌年1月から

で，採決は民主党が多数派を占める旧勢力の

中で行われたからである。

しかし，NPRへの批判は止まなかった。

解雇後の一週間でNPRには，抗議のメール

が2万通以上寄せられ，ワシントンポストは

NPRに爆発物が送りつけられる騒ぎも起き

たと伝えた。また，地方のラジオ局の中には，

世論の批判の高まりに，寄付を訴えるアナウ

ンスを一時中止するところもあった。

批判の矢面に立たされたNPRのビビアン・

シラー（Vivian Schiller）会長は，調査委員会

を作り，ウィリアムズ氏解雇の経緯を調べる

ことを約束した。NPR Board（経営委員会）

の中に作られた調査委員会は外部の法律事務

所と共同で調査を進め，2011年1月初めに

調査結果を発表した。その中で調査委は，特

定の人物の責任に言及することはしなかった

が，充分な事実関係の調査をすることなく，

発言から2日後にウィリアムズ氏の解雇を決

めるなど，NPR執行部の判断は拙速であっ

たとし，それがその後のNPRに対する世論

の批判を高めたと指摘した。

この発表に合わせて，1月6日，NPRの報

道担当の副会長，エレン・ワイズ（Ellen 

Weiss）氏が辞任した。ワイズ氏は，1982年

からNPRに勤務し，看板ニュース番組『All 

Things Considered』のエグゼクティブ・ディ

レクターも務めた生え抜きの報道ウーマン

で，将来のNPR会長候補の一人と見られて

いた。ワイズ氏は，FOXでの発言から2日

後に電話でウィリアムズ氏に解雇を通知した

人物で，辞任は個人的な理由によるものであ

るとし，解雇事件の責任については言及して

いない。



242│NHK放送文化研究所年報2012

新たな事件でNPR会長も辞任
3月初旬，今度はNPRの基金担当の副会

長の発言を隠し撮りした映像がインターネッ

ト上で公開され，大きな波紋を呼んだ。これ

は，共和党員で過去にも暴露ビデオを公開し

て物議を醸した映像作家，J・オキーフが仕

組んだもので，偽のイスラム教慈善家との会

合の席で，このNPR幹部が「個人的意見だが，

共和党は人種差別主義者に乗っ取られた。

NPRは政府からの補助金を受けなければ，

もっと自由に活動できる」などと発言した。

特定の政治勢力について差別的に言及したこ

とに加え，公共放送への政府交付金が政治論

争になっていた中での発言だったことから，

NPR側は懸命に火消しに努めた。発言した

幹部はもともと他の企業に転職することが決

まっていたが，直ちにNPR副会長を辞任し，

転職先への再就職も取り止めた。そして，ビ

デオが公開された翌日の3月9日に，NPRの

ビビアン・シラー会長も辞任することを明ら

かにした。素早い辞任の決断は，たび重なる

不祥事と，NPRに対する一連の批判を早期

に鎮静化するためとみられており，報道と基

金の責任者に加え，組織のトップまでが不在

となる異例の事態となった。

シラー氏は元々ニューヨーク・タイムズの

デジタル部門の責任者から2009年1月に

NPR会長に就任し，それまで赤字だった

NPRの経営を立て直す一方で，コンテンツ

のデジタル展開を積極的に進めた。そして，

多くの新聞や放送の既存メディアで利用者が

減る中，NPRはリスナー数，ホームページ

へのビジター数ともに増加するなど，NPR

がラジオ局からマルチメディア企業へ展開す

る立役者となり，今後も手腕を発揮すること

が期待されていた。

連邦議会下院で共和党が多数派になった

2011年3月中旬，再び，公共放送への政府

交付金を削減する法案の採決が行われ，今度

は228対192の賛成多数で可決された。しか

し，法案はこの後，民主党が多数を占める上

院では否決され，公共放送への政府交付金は

今回も支出されることが決まった。

　

NPRをめぐる一連の動きは，最近のアメ

リカのメディア状況の質的変化の中で起き

た。かつて3大ネットワークのニュースなど

は中立・客観報道を旨とし，特定の政治イ

デオロギーを正面に打ち出すことは少な

かった。しかし，ケーブルや衛星など多様

なメディアが登場するのに合わせて，それ

ぞれのメディアがより多くの視聴者・ユー

ザーを獲得するため，政治的主張を明確に

する傾向が出てきた。よく知られている例

として，FOXの保守派・共和党支持，ケー

ブルニュース局MSNBCのリベラル派・民

主党支持などがある。

そうした中で，公共放送PBSやNPRの

ニュース番組は公正・中立を目指した放送を

行い，内容面で高い評価を受けている。

PBSの『News Hour』は，商業局が短い放送

時間の中でニュースを断片的に伝える傾向が

強い中で，ひとつのニュース項目に時間をか

けて深く分析し，わかりやすく伝えている。

またラジオのNPRは，多くの商業ラジオ局

が音楽やトーク番組などエンターテインメン

ト系の番組にかたよる中で，唯一，国内並び

に海外のニュース報道に力を入れており，

『Morn i n g  Ed i t i o n』 や『Al l  Th i n g s 

Considered』などは，アメリカ国内の指導者
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層，知識人の高い評価を得ている。

元々，保守派が公共放送への財政支援に反

対するのは，「小さな政府」を旨とし，民間

への支援はできるだけ少ない方がよいという

考え方から始まったが，今ではその経済的理

由が政治的理由にすり替わってしまっている

面がある。お金を出すことに反対だからその

内容にも反対する，あるいは，お金を出すか

ら口も出す，という論理である。その傾向が

顕著な形で出たのが，今回のNPRに対する

交付金をめぐる動きであると言える。

（しばた あつし）

注：
1）「世界の公共放送はどう受け止められているのか

〜“公共放送に関する意識”6か国比較調査から」

『放送研究と調査』2011年10月号

2）柴田厚「世界の公共放送のインターネット展開　

アメリカ・PBS〜“市民参加の場”としての公共

放送へ〜」『放送研究と調査』2008年9月号

3）柴田厚「ラジオ局の枠を超えて〜米NPR（公共ラ

ジオ）マルチ展開の取り組み〜」『放送研究と調査』

2009年12月号
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公共放送の財源制度比較一覧

イギリス フランス ドイツ イタリア 韓国 台湾 アメリカ
放送事業体 BBC France 

Télévisions
（フランステレビジョン）

ARD 加盟の州放送協会，ZDF，ドイチュ
ラントラジオ（DLR）

RAI（イタリア放送協会） KBS（韓国放送公社） 公共テレビ（PTS，公視）。また
公共放送グループとして公共テ
レビの傘下に中華テレビと少数
派住民向けの客家チャンネル，
原住民チャンネル，それにテレ
ビ国際放送の宏観チャンネルが
ある

テレビ：PBS
（メンバー局は約 360）

ラジオ：NPR
（メンバー局は約 900）

公共放送の設
立・財源に関す
る主な法規

特許状，協定書，2003 年放送通信法，放
送通信規則（2004 年～）

2009 年放送法　第 43 条第 47 条
業務運営規則　目標手段契約

放送州間協定，各州公共放送法，ZDF 州
間協定，DLR 州間協定

2005 年放送統一法典 2000 年放送法 公共テレビ法 1967 年公共放送法

公共放送の
監督機関

BBC トラスト（内部監督機関），
Ofcom（外部監督機関）

CSA（視聴覚高等評議会） 放送評議会（ARD），テレビ評議会（ZDF），
ラジオ評議会（DLR），KEF

両院合同委員会，
AGCOM（外部監督機関）

KCC（Korea Communications Commission，放送通
信委員会）および，KCSC（Korea Communications 
Standards Commission，放送通信審議委員会）

行政院新聞局・NCC FCC（連邦通信委員会）

主な財源 受信許可料，商業活動からの副次収入，
政府交付金（国際放送実施。なお，2014
年度から交付金は廃止）

公共放送負担税，広告収入，政府補助金 受信料，広告収入 受信料，広告 受信料，放送広告料 政府交付金 寄付，企業協賛金，政府交付金，
自治体・大学などからの交付金，
財団からの基金など

受信料の
法的根拠

2003 年放送通信法，放送通信規則（2004
年～）

2005 年の租税一般法典第 1605 条の規定。
納税義務は従来型のテレビ受像機だけで
なく新しい媒体による視聴にも拡大

放送州間協定，放送受信料州間協定，放
送財源州間協定

1938 年暫定勅令第 246 号 2000 年放送法 × ―

受信料の性格 受信機設置に対する許可 公共放送機関の維持を国民が負担する税
金

総体としての放送サービスを利用できる
ことに対して払う負担金

受信機の保有にかかる義務的な
支払い

公共放送事業という特定の公益事業の経費調達に
充当するため賦課される特別負担金

× ―

受信料の
徴収根拠

テレビ番組サービスの受信機（無線・有
線を問わない）の所有。ただし，見逃し
サービスのような時差視聴に限って利用
している機器は，対象とならない。

世帯の私的利用のために，テレビ受像機
またはテレビの受信が可能とみなされる
装置を所有していること。

・�受信機（テレビ，ラジオ，インターネッ
トに接続できる PC や携帯端末）の所有
者は支払い義務

・�同一世帯の 2 台目の受信機は対象外（扶
養家族の受信機も含む）

※ �2013 年からは受信機の所有に関わら
ず，すべての世帯と事業所が支払い義
務

テレビ受信機の保有。同一世帯
の 2 台目以降の受信機や別荘の
受信機は対象外。

放送法第 64 条 ×

受信料の料金体
系

2010 年度～ 2016 年度（年額）
カラー 145.5 ポンド，白黒 49 ポンド

消費者物価指数に連動して自動的に決定
2011 年度は 123 ユーロ

・�ラジオまたは PC・携帯端末のみの所有
者は基本料金を，テレビの所有者は基
本料金に加えてテレビ料金を支払う

・�2012 末まで年額で基本料金（69.12 ユー
ロ）＋テレビ料金（146.64 ユーロ）

※ �2013 年 か ら は， 世 帯 に は 一 律 の 額，
事業者は従業員数に応じた額が課せら
れる

2011 年の年額は 110.5 ユーロ 月額 2,500 ウォン × ―

全体予算，およ
び公的財源が占
める規模

総収入　49 億 9,300 万ポンド，
受信許可料収入　35 億 1,340 万ポンド，
政府交付金　2 億 6,630 万ポンド
受信許可料収入は約 7 割

総収入　30 億 3,420 万ユーロ
公共放送負担税　19 億 9,740 万ユーロ，
政府補助金　4 億 1,500 万ユーロ
その他収入　1 億 9,090 万ユーロ
公的財源は約 8 割

・�ARD：総収入63億3,300万ユーロ，受信
料収入54億2,000万ユーロ

・�ZDF：総収入20億4,600万ユーロ，受信
料 収入17億6,800万ユーロ

・�ドイチュラントラジオ：総収入2億1,500
万ユーロ，受信料収入1億9,500万ユーロ

（いずれも2009年度）

2010 年実績：総収入 30 億 1,210
万ユーロ（うち受信料は 56.0 ％）

2009 年実績：総収入 1 兆 3,508 億ウォン。うち受
信料は 5,575 億ウォンで，全体の 41.3 ％

約 58 億円（うち約 86 ％が政府か
らの交付金で，残りは寄付等自
己調達資金）

公共放送全体で 26 億ドル（2009
年度），このうち政府や自治体か
らの交付金など公的財源が占め
る割合は 43 ％

受信契約・
支払方法・罰則

・�原則として年払い。週払いや月払いな
どの分割払いもあり。

・不払いの場合は 1,000 ポンドの罰金
・�テレビ販売 / 賃貸事業者には通報義務

がある。
・�徴収責任は BBC にあるが，Capita を中

心とした複数の会社に徴収業務を委託

受信契約は特になし　テレビ受像機の非
保有を申告しないかぎり保有者とみなさ
れ税務総局が住民税とともに徴収
受像機非保有が虚偽申告の場合 150 ユー
ロの罰金

・�ARD，ZDF，DLR が共同で設立する GEZ
（受信料徴収センター）が徴収

・�1 か月払いが基本で，3 か月・6 か月・
1 年の前払いもある

・�未登録者と不払い者には罰金および強
制執行

・�原則として年払い。3 か月払い
か 6 か月払いの分割払いもあり

・�不払いの場合は最高 619 ユー
ロの罰金や延滞金あり

・�テレビの受像機を所持した者は，KBS に受像機登
録を行い，受信料を納めること

・�KBS から委託された KEPCO（韓国電力公社）が，
電気料金と合わせて徴収

・�受信料を納付しなければならない者がその納付期
間内にこれを納付していないときは，その受信料
の 100 分の 5 の範囲内で加算金を徴収

× ―

支払免除 ・�75 歳以上の年金生活者は全額免除（た
だし，政府が補塡）

・登録視覚障害者は 50% の割引
・�施設に居住する心身障害者は年額 7.5 ポ

ンドの支払いに割引

2011 年 の 免 除 は，2004 年 1 月 1 日 に 65
歳以上の人，住民税を免除されている低
所得者，障害者，傷痍軍人等

失業保険や生活保護の受給者，視聴覚障
害者，病院，福祉施設など

75 歳 以 上 の 単 身 低 所 得 者，
NATO 加盟国の外国籍軍人，互
恵条約を結んでいる大使館員・
領事館員など

受像機登録自体を免除するケースと，登録はする
ものの，受信料の徴収を免除するケースがある
受像機登録免除のケース…白黒受像機，営業を目
的に保管，陳列している受像機，在韓外国機関お
よび軍隊の外国人が所持する受像機など
受信料納付免除…国民基礎生活保障受給者が所持
する受像機，国家遺功者中愛国志士，戦傷軍警，
公傷公務員などが所持する受像機など

× ―

現行放送サービ
スなど

（2011 年現在デジタルテレビが 93% 以上
に普及しているため，デジタルサービス
のみを記載）

・�デジタルテレビ 11（TV，双方向，HD を
含む）

・�全 国 向 け ラ ジ オ11（ 国 際 放 送 World 
Serviceの国内向け放送を含む）

・�これらのチャンネルを衛星・ケーブル
の各プラットフォームでも提供（ケーブ
ルマストキャリー，衛星マストオファー
あり）

・�インターネットサービス（見逃しサー
ビスの iPlayer を提供）

デジタルテレビ 5，（HD 含む）
・インターネットサービス
・ビデオオンデマンド
　Francetvod.fr，Pluzz.fr，ftvinfo

・ブログサービス Le Club
・�i Pad，i Phone 向け専用アプリにサイ

マルとキャッチアップの番組配信サー
ビス

・�コネクトテレビ Hbb TV への配信サー
ビス

・�ARD・ZDF 合計でテレビ 21 チャンネル，
ARD と DLR 合計でラジオ 54 チャンネル
を地上・衛星・ケーブル・IPTV の各伝
送路で提供

・�動画配信サイト「ARD メディアテーク」
「ZDF メディアテーク」を含むインター

ネットサービス

・�デジタルテレビ 13（地上およ
び無料衛星プラットフォーム）

・全国向けラジオ 7
・�インターネットサービス Rai.

tv（7 日間の見逃しサービス Rai 
Replay を含む）

・�国際放送（テレビ，ラジオ，イ
ンターネット）

KBS のケース
・地上テレビ 2（KBS1，KBS2）
・地上デジタルテレビ 2（KBS1，KBS2）
・�ラジオ 6（1 ラジオ，Happy FM，愛の声放送，ク

ラシック FM，Cool FM，韓民族放送）
・�国際放送 2（KBS WORLD TV，KBS WORLD Radio）
・�地 上 DMB4（STAR（1TV），HEART（2TV），MUSIC，

CLOVER）
・�ケーブル4（KBS N Sports，KBS Prime，KBS DRAMA，

KBS JOY）

公 共 テ レ ビ は メ イ ン チ ャ ン ネ
ルに加え地上デジタル放送が 2
チャンネル，公共放送グループ
としてはこの他，中華テレビが
メインチャンネルと地上デジタ
ル放送 2 チャンネル，また少数
派住民向けの客家チャンネルと
原住民チャンネル，さらにテレ
ビ 国 際 放 送 の 宏 観 チ ャ ン ネ ル
がある（客家チャンネルは現在
公共テレビの地上デジタルで放
送）。VOD やストリーミングサー
ビスを実施

地上デジタルテレビのチャンネ
ル数はメンバー局によって 1 ～ 4

インターネットサイト（pbs.org，
npr.org）を 通 じ て， 番 組 情 報，
経営情報などの提供，各地のメ
ンバー局サイトへのアクセス，
VOD やストリーミングサービス
などを実施
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「世界の公共放送の制度と財源」報告

イギリス フランス ドイツ イタリア 韓国 台湾 アメリカ
放送事業体 BBC France 

Télévisions
（フランステレビジョン）

ARD 加盟の州放送協会，ZDF，ドイチュ
ラントラジオ（DLR）

RAI（イタリア放送協会） KBS（韓国放送公社） 公共テレビ（PTS，公視）。また
公共放送グループとして公共テ
レビの傘下に中華テレビと少数
派住民向けの客家チャンネル，
原住民チャンネル，それにテレ
ビ国際放送の宏観チャンネルが
ある

テレビ：PBS
（メンバー局は約 360）

ラジオ：NPR
（メンバー局は約 900）

公共放送の設
立・財源に関す
る主な法規

特許状，協定書，2003 年放送通信法，放
送通信規則（2004 年～）

2009 年放送法　第 43 条第 47 条
業務運営規則　目標手段契約

放送州間協定，各州公共放送法，ZDF 州
間協定，DLR 州間協定

2005 年放送統一法典 2000 年放送法 公共テレビ法 1967 年公共放送法

公共放送の
監督機関

BBC トラスト（内部監督機関），
Ofcom（外部監督機関）

CSA（視聴覚高等評議会） 放送評議会（ARD），テレビ評議会（ZDF），
ラジオ評議会（DLR），KEF

両院合同委員会，
AGCOM（外部監督機関）

KCC（Korea Communications Commission，放送通
信委員会）および，KCSC（Korea Communications 
Standards Commission，放送通信審議委員会）

行政院新聞局・NCC FCC（連邦通信委員会）

主な財源 受信許可料，商業活動からの副次収入，
政府交付金（国際放送実施。なお，2014
年度から交付金は廃止）

公共放送負担税，広告収入，政府補助金 受信料，広告収入 受信料，広告 受信料，放送広告料 政府交付金 寄付，企業協賛金，政府交付金，
自治体・大学などからの交付金，
財団からの基金など

受信料の
法的根拠

2003 年放送通信法，放送通信規則（2004
年～）

2005 年の租税一般法典第 1605 条の規定。
納税義務は従来型のテレビ受像機だけで
なく新しい媒体による視聴にも拡大

放送州間協定，放送受信料州間協定，放
送財源州間協定

1938 年暫定勅令第 246 号 2000 年放送法 × ―

受信料の性格 受信機設置に対する許可 公共放送機関の維持を国民が負担する税
金

総体としての放送サービスを利用できる
ことに対して払う負担金

受信機の保有にかかる義務的な
支払い

公共放送事業という特定の公益事業の経費調達に
充当するため賦課される特別負担金

× ―

受信料の
徴収根拠

テレビ番組サービスの受信機（無線・有
線を問わない）の所有。ただし，見逃し
サービスのような時差視聴に限って利用
している機器は，対象とならない。

世帯の私的利用のために，テレビ受像機
またはテレビの受信が可能とみなされる
装置を所有していること。

・�受信機（テレビ，ラジオ，インターネッ
トに接続できる PC や携帯端末）の所有
者は支払い義務

・�同一世帯の 2 台目の受信機は対象外（扶
養家族の受信機も含む）

※ �2013 年からは受信機の所有に関わら
ず，すべての世帯と事業所が支払い義
務

テレビ受信機の保有。同一世帯
の 2 台目以降の受信機や別荘の
受信機は対象外。

放送法第 64 条 ×

受信料の料金体
系

2010 年度～ 2016 年度（年額）
カラー 145.5 ポンド，白黒 49 ポンド

消費者物価指数に連動して自動的に決定
2011 年度は 123 ユーロ

・�ラジオまたは PC・携帯端末のみの所有
者は基本料金を，テレビの所有者は基
本料金に加えてテレビ料金を支払う

・�2012 末まで年額で基本料金（69.12 ユー
ロ）＋テレビ料金（146.64 ユーロ）

※ �2013 年 か ら は， 世 帯 に は 一 律 の 額，
事業者は従業員数に応じた額が課せら
れる

2011 年の年額は 110.5 ユーロ 月額 2,500 ウォン × ―

全体予算，およ
び公的財源が占
める規模

総収入　49 億 9,300 万ポンド，
受信許可料収入　35 億 1,340 万ポンド，
政府交付金　2 億 6,630 万ポンド
受信許可料収入は約 7 割

総収入　30 億 3,420 万ユーロ
公共放送負担税　19 億 9,740 万ユーロ，
政府補助金　4 億 1,500 万ユーロ
その他収入　1 億 9,090 万ユーロ
公的財源は約 8 割

・�ARD：総収入63億3,300万ユーロ，受信
料収入54億2,000万ユーロ

・�ZDF：総収入20億4,600万ユーロ，受信
料 収入17億6,800万ユーロ

・�ドイチュラントラジオ：総収入2億1,500
万ユーロ，受信料収入1億9,500万ユーロ

（いずれも2009年度）

2010 年実績：総収入 30 億 1,210
万ユーロ（うち受信料は 56.0 ％）

2009 年実績：総収入 1 兆 3,508 億ウォン。うち受
信料は 5,575 億ウォンで，全体の 41.3 ％

約 58 億円（うち約 86 ％が政府か
らの交付金で，残りは寄付等自
己調達資金）

公共放送全体で 26 億ドル（2009
年度），このうち政府や自治体か
らの交付金など公的財源が占め
る割合は 43 ％

受信契約・
支払方法・罰則

・�原則として年払い。週払いや月払いな
どの分割払いもあり。

・不払いの場合は 1,000 ポンドの罰金
・�テレビ販売 / 賃貸事業者には通報義務

がある。
・�徴収責任は BBC にあるが，Capita を中

心とした複数の会社に徴収業務を委託

受信契約は特になし　テレビ受像機の非
保有を申告しないかぎり保有者とみなさ
れ税務総局が住民税とともに徴収
受像機非保有が虚偽申告の場合 150 ユー
ロの罰金

・�ARD，ZDF，DLR が共同で設立する GEZ
（受信料徴収センター）が徴収

・�1 か月払いが基本で，3 か月・6 か月・
1 年の前払いもある

・�未登録者と不払い者には罰金および強
制執行

・�原則として年払い。3 か月払い
か 6 か月払いの分割払いもあり

・�不払いの場合は最高 619 ユー
ロの罰金や延滞金あり

・�テレビの受像機を所持した者は，KBS に受像機登
録を行い，受信料を納めること

・�KBS から委託された KEPCO（韓国電力公社）が，
電気料金と合わせて徴収

・�受信料を納付しなければならない者がその納付期
間内にこれを納付していないときは，その受信料
の 100 分の 5 の範囲内で加算金を徴収

× ―

支払免除 ・�75 歳以上の年金生活者は全額免除（た
だし，政府が補塡）

・登録視覚障害者は 50% の割引
・�施設に居住する心身障害者は年額 7.5 ポ

ンドの支払いに割引

2011 年 の 免 除 は，2004 年 1 月 1 日 に 65
歳以上の人，住民税を免除されている低
所得者，障害者，傷痍軍人等

失業保険や生活保護の受給者，視聴覚障
害者，病院，福祉施設など

75 歳 以 上 の 単 身 低 所 得 者，
NATO 加盟国の外国籍軍人，互
恵条約を結んでいる大使館員・
領事館員など

受像機登録自体を免除するケースと，登録はする
ものの，受信料の徴収を免除するケースがある
受像機登録免除のケース…白黒受像機，営業を目
的に保管，陳列している受像機，在韓外国機関お
よび軍隊の外国人が所持する受像機など
受信料納付免除…国民基礎生活保障受給者が所持
する受像機，国家遺功者中愛国志士，戦傷軍警，
公傷公務員などが所持する受像機など

× ―

現行放送サービ
スなど

（2011 年現在デジタルテレビが 93% 以上
に普及しているため，デジタルサービス
のみを記載）

・�デジタルテレビ 11（TV，双方向，HD を
含む）

・�全 国 向 け ラ ジ オ11（ 国 際 放 送 World 
Serviceの国内向け放送を含む）

・�これらのチャンネルを衛星・ケーブル
の各プラットフォームでも提供（ケーブ
ルマストキャリー，衛星マストオファー
あり）

・�インターネットサービス（見逃しサー
ビスの iPlayer を提供）

デジタルテレビ 5，（HD 含む）
・インターネットサービス
・ビデオオンデマンド
　Francetvod.fr，Pluzz.fr，ftvinfo

・ブログサービス Le Club
・�i Pad，i Phone 向け専用アプリにサイ

マルとキャッチアップの番組配信サー
ビス

・�コネクトテレビ Hbb TV への配信サー
ビス

・�ARD・ZDF 合計でテレビ 21 チャンネル，
ARD と DLR 合計でラジオ 54 チャンネル
を地上・衛星・ケーブル・IPTV の各伝
送路で提供

・�動画配信サイト「ARD メディアテーク」
「ZDF メディアテーク」を含むインター

ネットサービス

・�デジタルテレビ 13（地上およ
び無料衛星プラットフォーム）

・全国向けラジオ 7
・�インターネットサービス Rai.

tv（7 日間の見逃しサービス Rai 
Replay を含む）

・�国際放送（テレビ，ラジオ，イ
ンターネット）

KBS のケース
・地上テレビ 2（KBS1，KBS2）
・地上デジタルテレビ 2（KBS1，KBS2）
・�ラジオ 6（1 ラジオ，Happy FM，愛の声放送，ク

ラシック FM，Cool FM，韓民族放送）
・�国際放送 2（KBS WORLD TV，KBS WORLD Radio）
・�地 上 DMB4（STAR（1TV），HEART（2TV），MUSIC，

CLOVER）
・�ケーブル4（KBS N Sports，KBS Prime，KBS DRAMA，

KBS JOY）

公 共 テ レ ビ は メ イ ン チ ャ ン ネ
ルに加え地上デジタル放送が 2
チャンネル，公共放送グループ
としてはこの他，中華テレビが
メインチャンネルと地上デジタ
ル放送 2 チャンネル，また少数
派住民向けの客家チャンネルと
原住民チャンネル，さらにテレ
ビ 国 際 放 送 の 宏 観 チ ャ ン ネ ル
がある（客家チャンネルは現在
公共テレビの地上デジタルで放
送）。VOD やストリーミングサー
ビスを実施

地上デジタルテレビのチャンネ
ル数はメンバー局によって 1 ～ 4

インターネットサイト（pbs.org，
npr.org）を 通 じ て， 番 組 情 報，
経営情報などの提供，各地のメ
ンバー局サイトへのアクセス，
VOD やストリーミングサービス
などを実施




